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　人材開発における世界的トレンドとして、コンピテンシー（成果達成能力）、エンプロ
イアビリティー（雇用され得る能力）、ナレッジ・マネジメント（知識の創造・共有マネ
ジメント）、e一ラーニング（WBT）などのコンセプトや施策が急速に普及している。19
90年代は、人材開発関連の研究テーマが注目され、新しいコンセプトや施策が開発され
た年代でもあった。今や、企業内教育・社員教育を重視する日本企業では、新たな人材開
発のコンセプトの創造や施策の転換が迫られている。
　1990年代の急速なIT技術の発達に伴い、国内と海外の大学や研修制度をネットワ
ークで繋ぐe一ラーニングやコーポレー一・・ト・ユニバーシティーなどの新たな人材開発のコ
ンセプトや施策の普及により、企業は高いコストのかかる海外への長期にわたる留学派遣
制度に対して疑問を抱くようになっている。それは日本で企業に在職しながら海外の大学
院での学位修得や、必要とするコースだけの受講などが、低いコストで可能になってきて
いるからに他ならない。
　人材開発のコンセプトや施策をめぐる経営環境の変化の中で、本研究はグローバルな人
材開発のための施策の一つである留学派遣制度に着目している。その中でも中心的存在で
ある海外のビジネス・スクールへの派遣制度、しかも世界に先駆けて創立され、日本企業
からの派遣先としても人気の高い米国のビジネス・スクールへの派遣制度（米国MBA派
遣制度）である。
　1990年代の日本では、国内のビジネス・スクールが登場し、海外のビジネス・スク
ールへの派遣制度と比較して、業務との両立が可能でコストも安いというメリットがある
ほか、カリキュラムの質の向上や多様化、スクール数の増加といった現象もみられた。例
えば、慶応ビジネス・スクールが2000年4月8日に日本の教育機関として、初めて全
米ビジネス・スクール協会（American　Assembly　of　Collegiate　School　of　Business）での認証
（accreditation）を受けたことは、日本のビジネス・スクールが世界で認証されはじめてい
ることを示している。また、経営学関連の大学院研究科での社会人受け入れ制度も増加し
ている。これらを基礎に、国内のビジネス・スクールが教育制度として発展する兆しがみ
られる。
　反面、海外駐在員育成のための伝統的ともいえる教育施策である米国のビジネス・スク
一ルへの派遣制度を継続している企業が多いことは、1990年代の日本でのグローバル
競争の激化に伴い、国内のビジネス・スクールにはない国際人的ネットワークの構築や国
際センスの養成といったメリットに、企業が再び着目していることと関わっている。
　本研究が、米国MBA派遣制度を研究対象とするに至った問題意識は、以下の3点に集
約される。
　第1に、1990年代初頭の日本のバブル経済崩壊以降も、派遣MBA（派遣制度でMBA
学位を修得した社員）の退職者が増加しているが、何故、彼らは退職するのかの原因ない
しは背景を探る点にある。派遣MBAの企業に対する不満は何か、また彼らは米国MBA
派遣制度について、どのように考えているのかが問われている。1990年代は、「企業
派遣後に転職：費用返還盛る誓約書、違法で無効の可能性」1や「日銀・興銀r辞める』
30代」2等の記事に示されるように、派遣MBA退職の増大傾向に対する社会的関心が強
まった。1990年代の派遣MBA退職の増加に伴い、長い歴史を持つ米国MBA派遣制
度の再検討または廃止を行う企業もでてきた。
　第2は、派遣MBA退職の増加にも関わらず、米国MBA派遣制度が継続されてきてい
ることの意味である。米国MBA派遣制度にかかるコストは、派遣先のビジネス・スクー
ルが私立か州立か、都市か地方かという条件により異なるが、2年制の米国のビジネス・
スクールでの学費の総額は500万円にものぼる。さらに企業によっては長い派遣期間、
国内給与や賞与を全額支給するなど、語学研修や海外拠点・支店への海外トレーニーとし
ての短期派遣制度から中期の留学派遣制度と比較して、高いコストがかかる。
　高いコストをかけながら、帰国後の派遣MBAの活用が十分になされず、退職者が増加
しているにも関わらず、日本企業が米国MBA派遣制度を継続する要因はどこにあるのだ
ろうか。日本企業が制度を継続させるのは、派遣MBAの活用以外の理由によっているの
ではないかと思われる。
　第3は、1990年代に入り、グローバルな人材開発、すなわちグローバル・マネジャ
ーなどのコンセプトや教育施策が注目を集めたが（根本、1990；Rhinesmith、199
3）、米国MBA派遣制度はグローバルな人材開発のための施策なのだろうか。グローバ
ルな人材開発のための施策としては、通常の米国MBA派遣は1年に平均2人から3人と、
極めて少ない状況が続いている。
1　『日本経済新聞』1992年6月14日付朝刊。
??
　留学派遣制度の中でも、技術系大学院への派遣や研究所、シンクタンク等への研究目的
の派遣は、1990年代に入り増加の傾向にある（日本在外企業協会編、1997、4頁）。
しかしながら、日本企業においてグローバルな人材育成が重要な課題になってきているに
も関わらず、米国MBA派遣は相変わらず少数派遣が維持されているのは何故か、という
問は重要かつ興味深い。
　本研究は、これらの問題意識を踏まえ、以下の3つの研究課題を設定した。第一は、今
日まで必ずしも明らかにされてこなかった日本企業における米国MBA派遣制度の全体構
造の実態を明らかにすることである。第二は、近年の急速な経営環境の変革の中における、
その目的や育成の意義が変化してきている。すなわち、米国MBA派遣制度や派遣MBA
を育成する目的や意義を解明することである。第三は、派遣MBAの退職の要因の解明で
ある。その上で、米国MBA派遣制度の今後の改革方向と、そのための改革課題を明らか
にしたい。
　こうした課題の解明は、改めて留学派遣制度の企業内教育劇度との関連や位置付け、そ
してグローバル化に対応した人材育成を考える上で大きな意味をもつものと思われる。本
研究の研究対象である、留学派遣制度の基点ともいえる米国MBA派遣制度と、それによ
って育成される派遣MBAは、日本企業におけるグローバルな人材開発の伝統的な一施策
及びグローバルな入材としての役割を担ってきたが、近年の急速な経営・教育・社会環境
の変革により、その目的や育成の意義が変わってきている。すなわち、米国MBA派遣制
度や派遣MBAを育成する目的や意義を解明することは、日本企業のグローバルな人材開
発の原点を解明することにもつながると思われる。
2　『読売新聞』1998年12月7日付朝刊。
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序章　米国MBA派遣制度の動向と研究枠組み
1．はじめに
　日本の企業における留学派遣制度の一制度としての米国MBA派遣制度は、1950年
代からほぼ50年間継続されてきている。そして近年の国内のビジネス・スクールの相次
ぐ創立や、e一ラーニングによるMBA学位の修得方法の多様化、さらに米国のビジネス．
スクールのカリキュラムの多様化・専門化・グローバル化などが顕著に展開する昨今、日
本企業の実施する米国MBA派遣制度は転換期を迎えている。この米国MBA派遣制度は、
その長い歴史の中で、日本のバブル経済崩壊などの経済環境、日本での社会人大学院の登
場による教育機会環境、日本でのグローバル競争の激化という社会環境の変化が激しい状
況に直面している。このような環境変化がもっとも激しかった1990年代、多くの企業
は米国MBA派遣制度の改革を模索した。
　しかし、米国MBA派遣制度の改革の必要性が高まった1990年代、この制度に関す
る調査・研究は少なく、MBA関連の出版物は、　MBA留学体験記、　MBA留学ガイド・ブ
ック、ビジネス・スクールでの授業内容に関する学習紹介書に限られ、その中でもMBA
留学体験記が留学の実態を伝えるていどである。米国MBA派遣制度に関する調査・研究
が遅れた原因は、現在まで米国MBA派遣制度は留学派遣制度の一制度という位置付けで
あったため、それ自体が独立した研究対象とはみなされてこなかったこと、MBA留学体
験記を含む米国のビジネス・スクールに入学するための実践的なガイド・ブックへの社会
的な需要が大きかったこと、日本での米国のビジネス・スクールに関する研究自体の遅れ
などを指摘することができる。米国MBA派遣制度に関する調査・研究の遅れは、本研究
を行う｝つのきっかけとなった・日本国内及びグ・一バルな面での経営環境が激変する中
で、あらためて、米国MBA派遣制度に関する調査・研究を行う必要があるといえる。
　本研究は、日本企業における米国MBA派遣制度の全体構造の実態の解明、米国MBA
派遣制度や派遣M・Aを育成する目的臆義の鯛、派遣MBAの退職の要因の綱を研
惣題としている・そのうえで、綱MBA派遣膿の今後の改勒向と、そのための改
轄題を明らかにしたい・この鞭を究明するために実施した縫は、綱M、A派遣制
度を実施する日本企業と派遣M・Aの両者を対象とし、細MBA瀧希渡の鶏の鯛
だけではなく・両者の間の灘ギャップの分析までを視野に納めている．まず樟では、
1
米国MBA派遣制度の動向を概観し、先行研究を整理しつつ、本研究の意義や位置付けを
明らかにし、研究課題や研究枠組みについて考察する。
2．米国MBA派遣制度の動向
　（1）米国MBA派遣制度の歴史
　日本企業の人材開発、とりわけグローバルな人材開発の施策として継続されてきたのが
留学派遣制度である。留学派遣制度は、その派遣期間の長さにより、短期・中期・長期の
派遣制度に区分することができる。
　短期派遣制度とは数週間から数ヶ月間の派遣であり、語学研修や専門学校への派遣制度、
海外駐在所・支店への海外トレーニーとしての派遣制度、エグゼクティブ・コース（ビジ
ネス・スクールの短期管理者育成コース）への派遣などである。短期派遣制度は、コスト
や派遣社員の実務中断などへの影響が少なくてすむが、学位修得や本格的なスキルの修得
は困難である。
　中期派遣制度とは、数ヶ月から1年前後、研究機関やシンクタンクでの特殊な技術やス
キルの修得、特定の研究を目的として派遣を行うことである。専門的な目的で派遣を行う
ため、派遣成果が比較的明確である。
　長期派遣制度とは、1年から2年間程度、大学・大学院へ学位修得を目的として派遣を
行うことである。派遣先は、MA（経済、社会系、文系大学院）、技術系大学院（理工系、
医学、薬学）、ロー・スクール（法律大学院）、ビジネス・スクールなどである。長期派遣
制度のため、派遣コストや派遣社員の長期間における実務中断への影響、帰国後の処遇を
どうするか等、短期・中期の派遣と比較して課題も少なくない。派遣人数の削減、派遣期
間の短縮、さらには学位修得の直前に帰国させるなど、長期派遣制度を巡る課題を最小限
に押さえようとする企業の試みがなされている。しかし、長期派遣制度は学位修得が可能
であるという点で、派遣者の個人的なメリットが大きい。
　このような留学派遣制度は、早い企業で1950年代から導入されている。1960年
代には、語学研修、海外トレーニーとしての派遣制度、大学院派遣制度などの制度を同時
に導入する企業がではじめている。例えば、「海外留学制度：その現状と動向をみる」r労
政時報』（労務行政研究所編集部、1984、4頁）における47社の留学派遣制度の合
計62制度の発足時期に関する調査によると、1940年代に1社が導入したのをはじめ
として、1950年代には8社が合計で9制度を導入している。続いて、1960年代前
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半に6社が合計で8制度を導入しており、1960年代後半には14社が合計で19制度
を導入している。
　このような留学派遣制度の中でも、1950年代初頭から導入されていたのが米国のビ
ジネス・スクールへの派遣制度である。留学派遣制度が導入された初期の頃は、ビジネス・
スクールといえぱ米国が中心であったが、現在では、欧州、アジア諸国、日本国内と、そ
の派遣国は多様化している。しかし本研究の研究対象である米国のビジネス・スクールへ
の派遣制度が、MBA派遣制度の基点である。
　1990年代の世界的レベルでのビジネス・スクールの創立ラッシュにも関わらず、日
本企業が実施するMBA派遣制度の派遣先ビジネス・スクールの中心は依然米国であり、
選択肢として欧州のビジネス・スクール（INSEADとロンドン・ビジネス・スクールなど）
を含める程度である。日本企業の派遣先ビジネス・スクールの中心が米国である背景には、
米国でのビジネス・スクールの創立と長い歴史、カリキュラムの専門化・多様化・グロー
バル化の傾向、世界的な知名度、世界中からの留学生を含む多様な学生との人的ネットワ
ー一Nなどのメリットが大きいからである。
　米国のビジネス・スクールの創立における共通目的は、企業の経営者に必要な知識やス
キルを効果的に修得させ実践能力を開発するための、米国企業の経営者・管理者の育成で
あった。基本的に米国のビジネス・スクールは、米国人を対象として米国経済を活性化す
るための経営教育機関であり、現在のような留学生も育成対象とした経営教育機関ではな
かった。
　大学院レベルでの米国のビジネス・スクールは、1908年にハーバード・ビジネス・
スクールが創立されたのがはじまりである。1925年にスタンフォード・ビジネス・ス
クール、1982年にシカゴ・ビジネス・スクールが創立された。このように、1900
年代から米国では、ビジネス・スクールの創立ラッシュがはじまることになる。
　1900年代の米国でのビジネス・スクールの創立ラッシュの影響を受けて、日本企業
の米国MBA派遣制度は、早い企業で1950年代初頭から導入されている。米国でビジ
ネス・スクールが創立された当初から、日本企業は既に米国のビジネス・スクールを日本
人社員の育成機関として着目し、他国に先駆けて社員の派遣をスタートしたのは注目すべ
き点である。
　主要なビジネス・スクールの創立後、日本人がかなりはやくから在学していた事実は、
『ニューヨーク大学（New　York　University’s　Stern　School　of　Business）卒業生名簿（199
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7年度版）』1からも明らかにすることができる。ニューヨーク大学のビジネス・スクール
が創立されたのは1921年であるが（Gitlow、1995、107頁）、その名簿にみら
れる最初の日本人修了年は1954年である。その後、1954年から1959年の間に
日本人5人が修了し、1960年から1970年の間には15人が修了している。続いて、
ユ971年から1975年の間には19人、1976年から1980年の間には36人が
修了している。
　日本企業に米国MBA派遣制度が導入された初期の頃の1950年代に育成された派遣
MBAの1人は、ニューヨーク大学のビジネス・スクールの日本人卒業生の同窓会（19
97年）で、次のように派遣当時の話をしている。
　1950年代当時、彼は勤めていた企業からの第1期の派遣MBAであった。その時点
で、日本企業でも米国MBA派遣はまだ制度としては定着しておらず、毎年、社員1人が
ニューヨーク大学のビジネス・スクールに試験的に派遣されていた。ニューヨーク大学の
ビジネス・スクールで彼と同級生であった日本人留学生の全員が、日本企業から試験的に
派遣された社員であった・つまり当時は・ニューヨーク大学のビジネス・スクールに躰
人の私費留学者は在学しておらず、全て日本企業からの企業派遣者であったのである。そ
の後、彼が在職していた企業で試験的に行われていた米国のビジネス・スクールへの派遣
が、米国MBA派遣制度として制度化されたのは、彼が派遣されて数年が経過した後であ
った。
　米国MBA派遣制度とは、現在の多様な派遣国を持つMBA派遣制度の基点ともいえる、
1950年代からスタートした留学派遣制度の中でも、グローバルな人材開発のための伝
統的な施策であったのである。
　（2）MBA学位修得方法とカリキュラムの多様化、グローバル化
　MBA学位の修得方法は、国内のビジネス・スクールに入学する、海外のビジネス・ス
クールに入学する、e－一ラーニングによりコースを遠隔受講する、あるいは国内の海外大
学のビジネス・スクールに入学するなど、多様化の傾向にある。これらの方法は、MBA
学位を修得するという共通の目的をもっているが、学位の信頼性、社会的評価、学習内容、
使用言語（英語・日本語）、教育方針、受講対象者などが異なっている。
1　日本人のニューヨーク大学卒業生に限定して配布される同窓会名簿のことである。
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　日本での多様な形態を持つビジネス・スクールの増加は、MBA派遣制度におけるMBA
学位の修得方法に多くの選択肢をもたらした。その中でも、e－一ラーニングによる日本で
業務を継続しながら海外のビジネス・スク…一・一ルの一部のコースの受講に対する日本企業の
関心は高く、実際の導入を行う企業も1990年代後半からではじめている。
　しかし、新しい形態によるMBA学位の修得制度を導入する企業はまだ限られている。
通常は、国内のビジネス・スクールへの派遣制度と、米国を中心とした海外のビジネス・
スクー一一・ルへの派遣制度という2本立ての派遣形態である。
　今後は、コストも安く社員が好きな時間に受講可能であるe一ラーニングによるMBA
学位の修得制度は普及する可能性が高い。しかし本研究では、比較的新しいe一ラーニン
グによるMBA学位修得は研究の対象外としており、米国のビジネス・スクールにフル・
タイムで通学するという、一般的なMBA学位の修得形態だけに焦点を当てたい。
　しかしMBA学位とはいっても、現在ではそのカリキュラムは専門化、多様化の傾向に
ある。米国における100種以上の「MBA学位」タイプの名称（GMAC，ed、1994，
17頁）を、カリキュラム内容によりグループ化すると、以下の5つのグループに区分で
きる。
　第1のグループは、Master　of　Business　Administration（MBA）に代表される、純粋にrMBA
学位」と呼ばれるカリキュラムである。通常MBA学位といった場合、このグループに属
する学位を指す。
　第2のグループは、マネージメント（経営管理）を中核コースとするMaster　of　Management
（経営管理MBA）である。ジェネラリスト育成のため、マネージメントの領域全体を幅
広くカバーするカリキュラム構成となっている。
　第3のグループは、インターナショナルなカリキュラムを中核コースとするMaster　of
International　Business（インターナショナルMBA）である。将来、国際経営に関わりたい
人のためのコースであり、特に留学生に人気が高い。
　第4のグループは、専門領域を中核コースとする、教育関連者を対象とするEducational
Specialist　in　Business　Administration（教育MBA）や、税金を扱う人のためのMaster　of　Science
in　Taxization（タックスMBA）等である。専門領域での実務経験者を対象としたスペシャ
リストの育成を目指している。
　第5のグループは、企業の管理職やエグゼクティブを受講対象者としたExecutive　Mas；er
of　Business　Administration（エグゼクティブMBA）である。受講者の企業内でのポジショ
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ンや年齢が比較的高いことが特徴であり、通常、数ヶ月から1年間位の短期コースとなっ
ている。
　本研究では、第5のグループであるエグゼクティブMBAを除く、ほかの4グループの
MBAタイプの学位を総称して「MBA学位」と呼ぶことにする。エグゼクティブMBAは、
一般のMBAコースとは本質的にカリキュラム内容や受講対象者、さらには受講期間など
が異なるため、本研究の研究対象外としている。
　日本企業が実施する米国MBA派遣制度とは、基本的に若手社員の派遣が中心であり、
エグゼクティブMBAに学位修得を目的として管理職を派遣している企業はまだ少ない。
しかし、数週間から数ヶ月単位の、学位修得を目的としないエグゼクティブ・コースへの
短期派遣に対する日本企業の関心は高くなってきている。
　1990年代は、米国の主要なビジネス・スクールが、グローバルな展望（Global　view）
の強化をカリキュラム改革の中心課題として着目し、それは同時にMBA教育が世界的な
グローバル化の時代に向けての転換期に突入した年代でもある（Rhinesmith、訳書［19
93］18－20頁）。
　米国のビジネス・スクールがカリキュラムのグローバル化を目指す傾向は、米国の主要
なビジネス・スクールの1998年度版のスクール・カタログに記述されているスクール・
ポリシーに、その一端が示されている。1990年代前半にはあまりみられなかった「グ
ローバルな展望」という新たなポリシーが、1990年代後半には米国の主要なビジネス・
スクールの多くで、スクール・ポリシーの一つとして導入されている。
　例えば、サンダーバード・ビジネス・スクール（アメリカン大学）、フォーダム・ビジ
ネス・スクール、コロンビア・ビジネス・スクールなどが「グローバルな展望」を重要な
スクール・ポリシーの一つとしている。また、ペース・ビジネス・スクールでは「グロー
バル経済におけるリーダーシップ」、アンダーソン・ビジネス・スクール（UCLA）では「グ
ローバルな展望」に加えて、「グローバルな人間関係」が1990年代後半に新たに加わ
っている。
　1990年代に入って、米国のビジネス・スクールがカリキュラムのグローバル化を重
視しはじめたのは、米国のビジネス・スクールではグローバルなビジネス環境で必要とさ
れる経営スキルの育成が軽視されているという米国企業からの不満の声が、1980年代
後半から高まったからである（Neelankavil、1994；Ball＆McCulloch、1993）。
　このような、米国企業の不満解消のために、1990年代の米国では、ビジネス・スク
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一ルのカリキュラムのグローバル化を行うための方法論に関する研究がさかんになった
（Jacob、1993）。その中には、米国のビジネス・スクールのグローバル化を促進する
ためには、アジア地域の大学や政府との提携を行うことを主張する研究もある（Scalberg、
1993）。
　さらに、優秀なMBA留学生に対する米国企業の関心が高まったことは、1980年代
から指摘されてきている（Gillespine、1989）。1990年代には、米国のビジネス・
スクールでの優秀な留学生の育成に対して、世界中の企業が着目しはじめた。米国の主要
なビジネス・スクールでは、従来の米国人学生だけを対象としたカリキュラム内容に限界
を認識している。留学生の育成も重視したグローバルな展望を強化したカリキュラムの開
発が、今後のビジネス・スクールの発展には欠かせない。1990年代は、米国のビジネ
ス・スクールでのグローバルなカリキュラム改革・開発が、本格的にスタートしたといえ
る。
　MBA学位の修得方法とカリキュラムの多様化やグローバル化の傾向は、米国MBA派
遣制度に多様な選択肢をもたらす一方、派遣目的や派遣成果を中心として、日本企業が従
来の米国MBA派遣制度を見直すきっかけとなったのである。
　（3）米国MBA派遣制度の改革の模索
　1990年代は、e一ラーニングやデー・一・タベース活用などによるIT化が、人材開発のコ
ンセプトや施策を大きく変え、米国MBA派遣制度に対しても革新の波が押し寄せている。
日本企業が米国MBA派遣制度の根本的な見直しをはじめたのは、日本のバブル経済崩壊
以降のことである。企業が米国MBA派遣制度の見直しを行う要因として、以下の主要な
3点が指摘できる。
　第1に、経済要因として日本のバプル経済崩壊以降、企業内での教育予算の縮小傾向が
みられはじめ、人材開発に対しても成果を追求する傾向が強まったことである。実践的な
スキルの修得や教育成果の重視へと、企業の人材開発に対する見方が変わってきた。バブ
ル経済崩壊以降は、長期的な視野で人材を育成・教育するという予算的、精神的な余裕が
企業になくなってきたのである。
　同様に、米国MBA派遣制度の目的も、従来の個人的な成長や視野を広めるなどの派遣
目的から、専門的なスキルの修得や成果重視へと焦点がシフトしてきている。このような
傾向は、1990年代後半の日本企業での成果主義の導入の動きとともに強まりつつある。
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　第2は、教育要因としての日本社会の教育に対する意識変革である。90年代は日本で
も社会人大学院などが登場・注目され、日本の高等教育機関への期待が変わってきている。
従来の研究者養成の大学院から、プロフェッショナルの育成を目指した高度職業人養成型
の大学院が社会的注目を集め、プロフェッショナル・スクールとしての大学院、すなわち
社会人大学院が日本でも本格的にスタートしたのである。
　1990年代の日本の高等教育に対する社会の意識変革は、企業の人材開発に対しても
フロフェッショナルの育成という新たな課題を提示した。特にプロフェッショナル・スク
ールとしてのビジネス・スクールへの派遣を行う米国MBA派遣制度に対しては、人間的
な成長以外に、プロフェッショナルな能力開発への期待が高まってきている（金、200
1、24－25頁）。
　第3は、社会要因としての1990年代の日本でのグローバル競争の激化である。日本
でのグローバル化の進展は、国際経営に携わるグローバルな人材開発の重要性を高めた。
例えば、基本的な使用言語が英語であるインタ・一一一・ネットの世界的な進展は、日本での英語
教育の重要性を高めている。その反面、社内における英語教育での実践レベルで活用可能
な英語力のスキル強化に日本企業が限界を認識したのも確かである。すなわち、海外への
長期派遣制度で修得される高度なビジネス・イングリッシュ、つまり言語レベルだけでは
ない、外国人相手のコミュニケーション・スキル、交渉力、社交性などが再評価されつつ
あるのである。海外への長期派遣制度の中でも、米国MBA派遣制度に対しては、高度な
英語力の修得への期待だけではなく、総合的なグローバルな人材開発の施策としての役割
が期待されている。
　このような1990年代の日本における経済・教育・社会環境の変革は、留学派遣制度
の見直しはもちろんのこと、その中でも、とくにグローバルな人材開発の施策としての期
待が高まっている米国MBA派遣制度に対し、根本的な見直しを迫っている。
　企業は、米国MBA派遣制度は留学派遣制度の中でも、制度の見直しが困難であると考
えている。派遣にかかるコストが高いということは、ロー・スクールやエンジニア派遣と
共通した課題であるが、派遣成果が曖昧であることや、派遣者の帰国後の活用が困難であ
ること、さらにはほかの長期留学派遣制度の派遣者よりも退職者がでやすいなどという、
米国MBA派遣制度ならではの問題が存在するからである。そうした中で、米国MBA派
遣制度に対する改革方向や改革課題はまだ明らかになっておらず、模索中の企業が少なく
ないのが現状である。
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3．米国MBA派遣制度の先行研究
　（1｝MBA研究よりも留学体験記が中心
　日本でのMBA関連の出版物とは、　MBA留学体験記、　MBA留学ガイド・ブック、ビジ
ネス・スクールで学習する授業内容に関する学習紹介書のことである。MBA関連の出版
物の多くは、いまだ米国の主要なトップ・ビジネス・スクールでの個人の留学体験記の域
をでない。
　MBA留学体験記の中でも、初期の頃に出版されたのが『国際事業の人材育成要覧』（企
業研究会編、1979）である。その著書の中で「世界のビジネス・スクール」と題し、
カナダ・フランス・米国のビジネス・スクールを卒業した15人の企業派遣者と私費留学
者の体験記が記されている。
　その後、MBA留学体験記の内容も多様化し、『ハーバード・ビジネス・スクールにて』
（土屋、1974）などの個人の留学体験記、政府からの派遣者の留学体験記を集めたrア
メリカ・ヨーロッパの大学院留学体験記：行政官在外研究報告から』（人事管理局研修審
議室編、1988）、三菱商事からの派遣MBAの留学体験記だけを集めたr欧米ビジネ
ス・スクールへの道：日本人MBAが誕生するまで』（三菱商事広報部編、1985）、さ
らには女性だけの留学体験記を集めた『女性たちのMBA』（アスペクト編集部、1991
b）など、その出版数は1990年代にピークに達している。
　今後も、MBA留学体験記がMBA関連の出版物の主流をなしていくと推測される背景
には、MBA留学体験記に対する社会的需要が大きいことが影響している。　MBA留学を考
えている日本人にとって、留学体験記に記されている個人的な体験談は、留学のための貴
重な情報源なのである。
　日本でのMBAに対する社会的関心は高いにも関わらず、　MBA及びその派遣に関する
研究はかぎられている。米国MBA派遣制度が現在まであまり研究対象とされなかった理
由として、以下の主要な3点を指摘することができる。
　第1に、米国MBA派遣制度は留学派遣制度の一制度という位置付けであったため、そ
れ自体が独立した研究対象とはみなされてこなかったことである。通常、米国MBA派遣
制度は、留学派遣制度の中の一制度としてアンケート調査が行われているか、または各企
業の事例として取り上げられているかのどちらかである。
　第2は、米国MBA派遣制度に対する研究よりも、　MBA留学体験記を含む米国のビジ
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ネス・スクールへの入学のための実践的なガイド・ブックへの社会的需要が大きかったこ
とである。最近では、ビジネス・スクールで学習する授業内容に関する学習紹介書の出版
が相次いでいる。
　第3は、日本での米国のビジネス・スクール研究の遅れが影響していることである。米
国MBA派遣制度を研究対象とする場合、派遣先である米国のビジネス・スクールに関す
る調査・研究も同時に必要とされる。日本では、米国のビジネス・スクール自体を研究対
象として取り上げてこなかったことが、同時に米国MBA派遣制度に関する調査・研究を
遅らせてきたと考えられる。
　一方、米国でのMBA研究は、1950年代からすでに確立された研究分野となってい
る。米国で公表された約100種のMBA関連の調査・研究の発表年と内容を傾向分析し
た結果、公表された研究数は、1970年代、1980年代、1990年代と増加の傾向
にあった。特に1990年代は、その調査・研究の内容が多様化している。
　Gordon＆Strober（1978）が行った、スタンフォード・ビジネス・スクールを修了
した女性の米国人MBAを対象としたキャリア追跡調査は、代表的なMBA研究の一つと
いえるが、その後、性別、国籍別、人種別、経済レベル別、両親の学歴レベル別など、個
人の背景別によるMBA学位の修得者のキャリア・パスの研究（Schneer＆Reitman、19
90、1994；Gerhart＆Rynes、1991；Cox＆Nkomo、1991）へと発展してき
ている。
　こうしたMBA関連の調査・研究の歴史の深さ、公表数、調査・研究内容の多様性とい
う観点から日本と米国を比較すると、MBA研究に関して日本は初期の段階にあり、今後
の発展が期待される研究分野であるといえる。
　（2）米国MBA派遣制度の実態調査・研究
　日本での米国MBA派遣制度に関する調査・研究の公表数は限られているが、それらの
調査・研究を、内容別に米国MBA派遣制度の実態調査・研究と、日本人（派遣・私費）
MBAの意識調査・研究に二分類し、本研究との接点を中心に整理する。
　まず、欧米MBA派遣制度の実態調査・研究として代表的なものが、『日本経営教育シ
ステム構想委員会研究報告書』（神戸大学経営学部編、1990）と「日本型経営システ
ムとMBA教育の課題」（吉村、1999b）である。
　留学派遣制度全体ではなく、欧米MBA派遣制度だけを対象とした、日本ではじめての
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実態調査であるのが、『日本経営教育システム構想委員会研究報告書』である。調査項目
は企業が期待するMBA派遣目的とその効果が中心であり、調査目的は欧米のMBAプロ
グラムと日本のMBAプログラムとの比較考察である。
　回答企業284社のうち、96社（33．8％）が欧米MBA派遣の実績があり、今後増員
を計画している企業も59社（20．8％）に及び、派遣実績はないが派遣を計画中という企
業も90社（31．7％）存在している。この調査の中心課題であるMBA派遣目的は、「国際
センスの向上」「経営判断力の獲得」「専門知識の獲得」「人脈の形成」「語学力の向上」
「現地事情の理解」が上位6位を占めている。実際の派遣の効果は、「語学力の向上」「国
際センスの向上」「現地事情の理解」「専門知識の獲得」「人脈の形成」「経営判断力の獲
得」という順位である。
　この調査が実施されたのが1990年という日本のバブル経済崩壊以前であることを考
慮すると、バブル経済崩壊以降は、多くの企業での経営状態の悪化により、教育予算の縮
小が余儀なくされ、コストがかかる欧米MBA派遣制度に対する企業の積極的な姿勢、す
なわち今後増員を計画している企業59社、派遣の実績はないが、派遣を計画中という企
業が90社という回答も変化してきていると思われる。
　この調査の注目すべき点は、企業のMBA派遣目的とその効果の問にはギャップが生じ
ていることを指摘していることである。このようなギャップが生じていることに対し、「日
本の企業の多くは、表向きには、経営判断力の獲得という目的で海外のMBAに人を派遣
しているにも関わらず、その実際の狙いと効果は国際要員にあるとみられるのである」（神
戸大学経営学部編　1990、5頁）と主張する。欧米MBA派遣制度が国際要員の育成
を目的としているかという点については、実際に企業が派遣MBAのどのくらいを国際要
員として活用しているのかを別に調査する必要があろう。
　一方、「アメリカ型」MBA（米国のビジネス・スクールへの派遣制度）に対し、　rMBA
には積極的な意義とくに海外要員としての位置づけがなされてきたか」という疑問に対す
る考察を行ったのが吉村である（吉村、1999b）。邦銀14社の採用担当部署へのヒア
リングと簡単な統計解析から分析を行っている。その結果、吉村はMBA派遣目的は海外
要員の育成にあるとはいえないと結論している。その理由として、各邦銀の「海外事業所」
と「自社内のMBA人数」との相関が低いこと、「海外事業所」と「MBA中途採用実績」
には中程度の相関がみられるが、これは「MBA中途採用実績」が一般の中途採用実績と
ほぼ同様であるため評価できない、という2点をあげている。
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　吉村はこのほか、「企業が海外を中心としたMBA派遣を行うのはなぜか」「海外などへ
のMBA派遣と日本型経営システムとの関係はどうか」という2つの疑問に対しても考察
している。結論として吉村は、MBA学位の修得について日本企業は明確なビジョンやプ
ランを持って実施しているとは到底認めることはできず、企業が経営に余裕のある場合に
留学させていると主張する。
　さらに吉村は、「アメリカ型」に対する「日本型」のMBA（国内のビジネス・スクール
への派遣制度）は、MBA本来の趣旨から離れ、直接無関係な企業の諸属性（年功賃金度
や業績など）によって決定され、その諸属性は日本型の経営システムのトータルな成功の
上に成り立つものであるとしている。すなわち、MBA学位とは「派遣留学の証明書jに
他ならないという。
　確かに、米国MBA派遣制度の一部の構成要因を定量的に分析した吉村の結論には、あ
るていどの納得性がある。しかし、日本企業が米国MBA派遣制度を長期にわたり継続さ
せてきた背景には、ほかにも理由があるのではないかと思う。吉村が主張するように、MBA
派遣目的が海外要員の育成ではないのならば、それにかわる目的は何であろうか。これら
の課題は、いぜん残されたままである。
　『日本経営教育システム構想委員会研究報告書』から10年を経て、はじめて吉村が本
格的に米国MBA派遣制度を研究対象として取り上げている。しかし、これら二つの調査・
研究は、米国MBA派遣制度の構成要素の一つである派遣目的だけに着目しており、制度
全体の構成要素を取り上げたものではない。すなわち、米国MBA派遣制度全体を対象と
する本格的な調査・研究が必要とされており、本研究の研究課題の一つとなっている。
　（3）日本人MBAの意識調査・研究
　一方、日本人MBA自身の意識調査・研究が存在する。その代表的なものが、　Japanese
Students　in　Selective　MBA（Sugano、1990）と「日本企業の海外事業要員育成：日本人
MBAの場合」（鈴木、1993、180－197頁）である。
　Suganoは日米教育委員会の調査員であり、この調査の中で米国のビジネス・スクール
に在学するMBA学生の意識の比較分析を行っている。調査対象は、米国でトップ・ビジ
ネス・スクールと呼ばれる、コロンビア、ハーバード、MIT、スタンフォード、カリフォ
ルニア大バークレー（UCB）、　UCLA、シカゴ、ミシガン、ペンシルバニア、バージニア
のビジネス・スクールに在学するMBA学生735人である。
12
　MBA学生735人の分析単位は、米国人学生486人、日本人学生169人、アジァ
（フィリピン、台湾、韓国、シンガポール、香港、マレーシア、中国）人学生80人の3
っのグループである。Suganoの調査の特徴は、米国人学生、日本人学生、アジア人学生
の意識の多様な比較検討である。
　Suganoが調査を行った10校のビジネス・スクールに在学している日本人学生数は、
少ないところでバージニアの5人、多いところでシカゴの25人と、1校の平均が17人
である（Sugano、1990、9頁）。このうち、企業派遣者が68％、私費留学者が21％、
残り11％が政府からの派遣者やフルブライト留学生である（Sugano、1990、16頁）。
　Suganoの調査で唯一残念なのは、このような企業派遣者と私費留学者を「日本人MBA」
と一括して分析している点である。企業派遣者と私費留学者の間には、留学動機や帰国後
のキャリア形成などの点で大きな意識の相違が存在する。米国人学生とアジア人学生の4
1％と75％が私費留学者であり、反面、企業派遣者の割合は3％（米国人学生）、5％
（アジア人学生）と極めて低いことを考慮すると（Sugano、1990、16頁）、日本人
学生の私費留学者だけを米国人学生とアジア人学生の比較対象とした方が、より純粋な知
見が得られると思われる。
　さらにSuganoの調査では、日本人学生が留学中に抱える問題点、外国人学生や教員と
の関係、米国人・アジア人学生からみた日本人学生の問題点など、留学中の日本人学生の
姿が定量的に示されている。Suganoの調査以前は、一部の優秀な日本人MBAによる留学
体験記を通して定性的にしか知ることのできなかった、主要な米国のビジネス・スクール
における日本人学生の平均的な姿が、この調査ではじめて定量的に示された点で評価でき
る。
　Suganoが日本人MBA学生の留学中の意識調査を行ったのに対し、米国のビジネス・ス
クールを修了した日本人MBAを対象に意識調査を行ったのが鈴木である。鈴木は、米国
のビジネス・スクール10校を修了した日本人MBA　153人を対象に、1980年から
1985年にかけて調査を行った。調査対象である日本人MBA　153人のうち、ビジネ
ス・スクールを修了した後、元の企業に復職したのが109人、転職したのが44人であ
る（鈴木、1993、183頁）。しかし、日本人MBA　153人の全てが企業派遣者とは
限らず、私費で留学した後、ほかの企業に移ったケースも転職した人数に数えられるなど、
鈴木のいう「復帰MBA」と「転職MBA」の区分は曖昧である。
　また、派遣MBAが回答する派遣目的の内容は、「我が社は事業の国際化を目指してお
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り・そのためにMBAが必要である」「我々は世界への視野を広げなければならない」「2
1世紀に当社を背負ってたつ若い社員諸君は他の国々の文化や人々との交渉を深めなけれ
ばならない」という3つに要約されている（鈴木、1993、185頁）。企業が派遣者
に説明する派遣目的はかなり曖昧で、「健康に気を付けて視野を広げる」「会社は、余り負
担になるような過大な期待はしない。英語をマスターせよ」「アメリカ人の友人を多く作
れ。将来の顧客になる」「国際感覚を身につけよ」「留学は社員に対する人的投資である。
将来の海外進出に備えてがんばってほしい」などである（鈴木、1993、185頁）。
　企業の派遣目的が派遣者にどのように説明されており、派遣者がそれらをどのように理
解しているのかという、企業と派遣者の間におけるコミュニケーションの不足や不一致が
この調査から示唆されている。しかし、企業の派遣目的が曖昧なのか、それとも派遣者の
企業の説明に対する理解不足なのかは、この調査では明らかにされていない。
　このようなSuganoと鈴木の調査・研究は、日本のバプル経済崩壊以前の調査である。
現在では、日本人MBAの意識もバブル経済崩壊以前とは異なっていると思われる。19
90年代後半に行われた日本人MBAを対象とした意識調査は存在しておらず、また企業
派遣者と私費留学者を明確に区分した上での意識調査を改めて行うことが必要であり、本
研究の研究課題の一つとしている。
　（4）本研究の位置づけと意義
　これまで議論してきた米国MBA派遣制度の動向と先行研究の整理・分析から、本研究
の米国MBA派遣制度の研究における位置づけ及び意義は、以下の3点に要約できる。
　第1に、本研究は、企業の視点とMBAの視点の双方を取り入れていることである。米
国MBA派遣制度の先行研究において、米国MBA派遣制度を研究対象としたのが神戸大
学経営学部や吉村であり、日本人MBAを対象として意識調査を行ったのがSuganoと鈴
木である。しかし、これらの調査・研究はいずれも企業かMBAかのどちらかを対象とし
た調査・研究であるため、両者の間の意識ギャップなどを考察するまでには至っていない。
　また、米国MBA派遣制度の先行研究は全て、吉村を除くと1990年代初頭に行われ
た調査・研究である。その後の日本でのバプル経済崩壊やグローバル競争の激化、さらに
は留学派遣制度の見直しの傾向などという、米国MBA派遣制度を巡る企業制度や経営環
境の変化を考慮すると、あらためて、米国MBA派遣制度の実態を明らかにする必要性が
高い。
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　派遣MBAの退職者が増加しているため、米国MBA派遣制度の研究を行うためには、
企業だけを対象とするのではなく、派遣MBAに対しても同時に意識調査を行いながら、
両者の問における意識ギャップを検討することが重要である。したがって本研究では、企
業と派遣MBAの両者に対してアンケート調査とインタビュー・一　se査を実施している。
　第2は、米国MBA派遣制度の先行研究において主流であった派遣目的のみを取り上げ
て、米国MBA派遣制度全体に対して議論する研究方法は不十分であり、制度全体の構成
要素に着目する必要があることである。例えば、神戸大学経営学部や吉村が行ったのは、
米国MBA派遣制度全体の構成要素をカバーする調査ではなく、派遣目的を中心とした制
度の一部の構成要素に対して分析を行い、そこから制度全体に対する結論を導き出すとい
う手法であった。本研究で試みるように、米国MBA派遣制度の構成要素の全体像を明ら
かにしたうえで、それらの要素間の関係性までも含めて議論することが、制度全体の解明
には重要である。
　第3は、米国MBA派遣制制度の先行研究や過去の留学派遣制度に関する実態調査では、
MBA派遣制度と日本人のMBA学位の修得者全体を扱う傾向、すなわちMBA派遣制度に
は欧州、米国、日本を除いたアジア諸国への派遣制度が全て含まれており、日本人のMBA
学位の修得者には、私費留学者と企業派遣者の両者が含まれていたが、これらの派遣国と
留学形態の区分を行う必要があることである。
　米国のビジネス・スクールと欧州のビジネス・スクール、さらにはアジア諸国のビジネ
ス・スクールにおけるカリキュラム内容はかなり異なるため、企業の派遣目的も異なって
いると思われる。1990年代の世界的レベルでのビジネス・スクールの創立ラッシュの
傾向とともに、国内のビジネス・スクールの創立も相次いでいるため、派遣先ビジネス・
スクールに対しては、より焦点を絞ることが重要である。同様に、増加する日本人のMBA
学位の修得者に対しても、政府派遣、企業派遣、私費留学、フルブライトなどの留学形態
により、対象を絞り込む必要があると考えている。したがって本研究では、米国MBA派
遣制度と、それによって育成される派遣MBAに、研究と調査の対象を絞り込んでいる。
4．研究枠組み
（1）研究対象
　本研究の研究対象である米国MBA派遣制度とは、米国の1年制または2年制の全米ビ
ジネス・スクール協会に認可されているビジネス・スクールで、通学によるMBA学位修
15
得のために派遣を行う留学派遣制度の一制度のことである。全米ビジネス・スクs－一一・ル協会
とは・米国のビジネス・スクールでの経営教育を促進させるため、継続的な経営教育の改
善、メンバー大学への支援、グローバルな情報の交換、経営教育と企業との連結などを目
指している団体のことである。ビジネス・スクールが加入するためには、この協会が定め
た基準を満たすことが条件となっていることから、この団体に加入しているビジネス・ス
クールは、認定校として社会的な認可を受けていることになる。
　本研究で対象とする派遣MBAが、米国で社会的な認可を受けているビジネス・スクー
ルを修了しているかを重視している。現在、米国でこの団体の認可を受けているビジネス・
スクールは800校程度であるが、反面、認可を受けていないビジネス・スクールの創立
が相次いでいるためでもある。米国では、全米ビジネス・スクールの認定を受けていない
ビジネス・スクールの修了者は、就職が困難であるとされている。
　本研究が米国のビジネス・スクールを対象とする理由は、米国のビジネス・スクールは
MBA派遣制度の派遣先として中心的な存在であると同時に、米国のビジネス・スクール
への派遣は、MBA派遣制度が導入された1950年代初頭の唯一の派遣先であるからで
ある。さらに、現在の派遣MBAのほとんどが、米国のビジネス・スクールを修了してい
ることも考慮しなくてはならない。
　したがって本研究では、派遣MBA、すなわち米国のビジネス・スクールでMBA学位
を修得した企業派遣者を研究対象としている。日本からの米国のビジネス・スクールへの
留学は、私費留学者が増加している現在でも、企業派遣による留学が人数的には多い。す
なわち、米国のトップ・ビジネス・スクールを修了した優秀な日本人MBAの多くが、企
業派遣者である可能性が高い。
　このように、MBA派遣制度の派遣先の中心が米国のビジネス・スクールであり、派遣
MBAのほとんどが米国のビジネス・スクールを卒業していることから、双方の接点であ
る米国のビジネス・スクールに焦点を絞り込むことが重要である。
　さらに本研究の調査・研究の対象期間は、1990年代後半、より正確には調査を行っ
た1997年から2000年の間に限定している。米国MBA派遣制度の先行研究が行わ
れた中心的な年代は、吉村を除くと全て1990年代初頭である。したがって本研究の対
象期間は、先行研究後の1990年代後半を中心としている。
（2）研究課題と枠組み
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　日本企業における米国MBA派遣制度は、ほぼ50年間継続されてきているが、特に1
990年代の派遣MBAの退職者の増加や派遣MBAの企業内活用の難しさ、さらには日
本のバブル経済崩壊後の企業業績の悪化による教育予算の縮小などによって大きな転換期
にさしかかっている。そして、米国MBA派遣制度の根本的な見直しが行われているが、
その改革方向や改革課題については多くの企業が模索中である。
　そこで本研究は、これまでの米国MBA派遣制度の動向や先行研究を踏まえ、以下の3
っの研究課題を設定した。第1は、今日まで必ずしも明らかにされてこなかった日本企業
における米国MBA派遣制度の全体構造の実態を明らかにすることである。第2は、近年
の急速な経営環境の変革の中における、その目的や育成の意義が変化してきている。すな
わち、米国MBA派遣制度や派遣MBAを育成する目的や意義を解明することである。第
3は、派遣MBAの退職の要因の解明である。そのうえで、米国MBA派遣制度の今後の
改革方向と、そのための改革課題を明らかにしたい。
　こうした課題の解明は、あらためて留学派遣制度と企業内教育制度との関連や位置付け、
そして今後のグローバルな人材に対応した人材開発を考えるうえで大きな意味を持つもの
と思われる。本研究の研究対象である、留学派遣制度の基点ともいえる米国MBA派遣制
度と、それによって育成される派遣MBAは、日本企業におけるグローバルな人材開発の
伝統的な一施策、及びグローバルな人材としての役割を担ってきたが、近年の急速な経営・
教育・社会環境の変革により、その目的や育成の意義が変わってきている。すなわち、米
国MBA派遣制度の目的や意義を解明することは、日本企業のグローバルな人材開発の原
点を解明することにもつながると思われる。
　上述した3つの研究課題のための研究領域と関係は、図表1に示している。日本企業に
おける米国MBA派遣制度は、図表1のようなプロセスとして体系化することができる。
それは「派遣目的」を基点として、「派遣MBAに期待される修得スキル」「派遣成果」「派
遣者の応募条件」「派遣者の選抜」「派遣中の処遇」、留学中の派遣者に対する「中間フォ
ロー」、派遣MBAの企業に対する「帰国後の報告」「帰国後の処遇」、加えて派遣MBAの
帰国後の行動として「派遣MBAの退職」及び「派遣MBAの継続勤務」というプロセス
である。
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　図表ユ　研究領域と関係
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　そのプロセスの各要素は、「派遣目的」「派遣MBAの修得スキル（期待と成果）」「帰国
後の処遇」「派遣MBAの退職／継続勤務」という制度の中核的な役割を担う中核要素と、
「派遣者の応募条件」「派遣者の選抜」「派遣中の処遇」「中間フォロー」「帰国後の報告」
という制度の形態的要素である周辺要素に二分することができる。本研究では、中核要素
にとくに焦点をあてている。
　尚、本研究での「要素」または「構成要素」とは、上述した米匡lMBA派遣制度をプロ
セスとして体系化した中の、「派遣目的」から「派遣MBAの退職／継続勤務」までの各
項目のことを指している。「構造」とは、これら全ての要素と、要素間の関連性までのこ
とを意味している。
　本研究での各章の構成は、以下の通りである。
　序章「米国MBA派遣制度の動向と研究枠組み」では、日本企業における米国MBA派
遣制度の50年間にわたる長い歴史の中で、1990年代の経済・教育・社会環境の変革
や、MBA学位の修得方法やカリキュラムの多様化・グローバル化の動きなどにより、米
国MBA派遣制度は転換期にさしかかっていることを既に明らかにしてきた。そして、米
国MBA派遣制度の先行研究は、日本ではMBA研究よりも留学体験記が中心ではあるが、
限られた調査・研究の中で、本研究と関連のある米国MBA派遣制度の実態調査・研究と
日本人MBAの意識調査・研究を検討し、本研究の位置づけ及び意義を明らかにした。こ
のような米国MBA派遣制度の動向と先行研究の整理・分析を踏まえ、本研究の研究課題
と枠組みは前述した通りである。
　第1章「米国MBA派遣制度の実態（1）：応募条件、選抜、派遣中の処遇、中間フォ
ローと帰国後の報告」では、まず米国MBA派遣剃度の周辺要素を明らかにする。それは、
派遣者の応募条件から、派遣者の選抜、中間フォロー、帰国後の報告までの詳細を明らか
にすることである。
　第2章「米国MBA派遣制度の実態（2）：派遣目的、派遣MBAの修得スキル、帰国後
の処遇」では、米国MBA派遣制度の中核要素である、派遣目的、派遣MBAの修得スキ
ル、帰国後の処遇の詳細を明らかにする。
　第3章「派遣MBAの退職の実態」では、派遣MBAの退職に焦点をあて、その詳細を
明らかにする。派遣MBAの退職の現状を概観したうえで、転職経験のある派遣MBAに
対するインタビュー調査からのケース分析をもとに、退職の実態を明らかにする。さらに、
企業の派遣MBAの退職に対する考え方や、退職対策としての誓約書における派遣コスト
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の返還義務の有効性や、また、その法的拘束力が弱いことについても、実例を通して考察
する。
　第4章「米国MBA派遣制度の4類型」では、上述した第1章から第3章までで、米国
MBA派遣制度の全ての構成要素の実態を明らかにしてきたが、派遣MBAの退職率が比
較的高い制度と低い制度の構造に差異が存在する。その差異を明らかにするために、米国
MBA派遣制度を類型化し、構造的な特徴を明らかにする。結論的には、派遣MBAの退
職率が比較的低い類型である「グローバル型」を、米国MBA派遣制度の今後の改革方向
として考察する。
　第5章「米国MBA派遣制度の課題と改革」では、育成目的を重視する企業は、派遣MBA
の修得スキルへの期待や派遣の成果に対する評価も高く、帰国後の職務配置への配慮も高
いため、その結果として、派遣MBAが継続勤務する可能性が高いことを明らかにする。
それは「グローバル型」の構造に他ならない。米国MBA派遣制度の改革方向としては「グ
ローバル型」を目指すことであり、そのための改革課題を検討する。
　終章「留学派遣制度に関連する今後の研究課題」では、日本企業の教育制度と留学派遣
制度、そしてMBAのみならず留学派遣制度（長期・短期、国内・海外）、さらにMBAの
評価活用の国際比較研究、米国MBA派遣制度に関する今後の研究課題を検討する。
5．調査・研究方法
　（1）MBA調査と企業調査
　米国MBA派遣制度の構造を明らかにするために、図表2で示すような米国MBA派遣
制度を実施している日本企業と派遣MBAの両者に対する調査を実施しているが、これら
の調査は基本的に、米国MBA派遣制度の構成要素全てをカバーしている（図表1参照）。
そして、アンケート調査の後にインタビュー調査を実施することにより、アンケート調査
では明らかになりにくい企業の米国MBA派遣制度に対する意図や派遣MBAの退職に対
する意識を探っている。
　本研究では、派遣MBAを対象とした調査を「MBA調査」と名付けている。　MBA調査
の中でも、アンケート調査を「97年MBA調査」、インタビュー調査を「97年MBA補
足調査」、さらに転職経験のある派遣MBAを対象としたインタビュー調査を「2000
年MBA調査」と名付けている。
　MBA調査の1次調査である「97年MBA調査」は、1997年に派遣MBA　102人
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を対象に行ったアンケート調査である。派遣MBAに対するアンケート調査票の配布方法
は、個人的に知人の派遣MBAに依頼したほか、ニューヨーク大学のビジネス・スクール
とサンダーバード・ビジネス・スク・・一・・ルの日本での同窓会と、日本人MBA同士の自主的
な勉強・懇親会で直接配布し、回答は郵送で回収した。
図表2　MBA調査と企業調査の概要
対象 調査名称 調査年 調査方法 有効回答数／対象人数 本研究での文末資料
派遣 97年MBA調1997アンケート 派遣MBA　102人なしMBA査
97年MBA補1997個人またはグ 派遣MBA　30人 なし
足調査 ループ・イン
タビュー
2000年2000個人インタビ 転職経験のある派遣 なしMBA補足調査 ユー MBA　6人
日本 2000年企業2000アンケート 日本企業42社 資料1：米国MBA派遣制企業 調査 度に関する実態調査票と全
体サンプルの回答の概要
資料2：4類型比較表
2000年企業2000企業別インタ 日本企業6社 なし
補足調査 ビュー
　この時点で、調査票を配布した日本人MBAに対する私費留学者か企業派遣者かの区分
は不可能であった。合計で132人の日本人MBAから回答が郵送されてきたが、そのう
ちの30人は私費留学者であったため、その30人を除いた102人の企業派遣者だけを
本研究の分析対象としている。
　2次調査である「97年MBA補足調査」は、1回目のアンケート調査で明らかになっ
た派遣MBAの企業への不満の詳細を調べるために、1997年に派遣MBA個人を対象
に行ったインタビュー調査である。この調査では、派遣MBA個人または数人のグループ
を対象に、リラックスした雰囲気でフォーマル、インフォーマルな形式でのインタビュー
を繰り返した。
　3次調査である「2000年MBA補足調査」は、2000年に転職経験のある派遣MBA
6人を対象に行ったインタビュー調査である。この調査の中心は、派遣MBAの退職理由、
退職時期、退職後の方向の分析であり、さらに可能な範囲で、派遣企業での派遣MBAの
転職の実態についても尋ねている。
　このインタビューの調査対象である転職経験のある派遣MBAの男性6人のプロフィー
ルは・図表3の通りである。彼ら6人を対象に、派遣企業からの退職時を思い出してもら
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い、1人あたり平均1時間30分程度でインタビューを実施した。
図表3　転職経験のある派遣MBA　6人のプロフィール（2000年MBA補足調査）
派　　遣
lBA
現在の
N齢
留学時
ﾌ年齢
帰国後何年
ﾅ退職したか
i退職年齢）
派遣企業か
轤ﾌ退職後
ﾌ方向
派遣企業からの退職理由
A氏 52 27 4（33） 日本企業 ファイナンスのスキルが生かせなかったため
B氏 38 29 2（33） 外資系企業 戦略コンサルティングに携わるため
C氏 37 30 3（35） 外資系企業 給与への不満が高かったため
D氏 34 26 3（31） 外資系企業 企業外部で自分のスキルを試してみたかった
E氏 40 32 2（34） 外資系企業 社内に自分の関心のある職務がなかった
F氏 56 27 19（48）外資系企業 家庭の事情により退職金が必要だったため
　このような3次の調査により、1990年代後半の派遣MBAの企業に対する意識分析
を試みている。それによって、以下で後述する企業調査との比較により、両者の間の意識
ギャップを明らかにすることが可能となった。
　一方、米国MBA派遣制度を実施している日本企業を対象に行った調査を「企業調査」
と名付けている。さらに企業調査の中でも、アンケート調査を「2000年企業調査」、
インタビュー調査を「2000年企業補足調査」と名付けている。
　尚、97年MBA調査、97年MBA補足調査、2000年MBA補足調査、2000
年企業補足調査の調査結果については、文末に資料としては割愛するが、2000年企業
調査については、文末に実態調査票と全体サンプルの回答の概要（資料1）と4類型比較
表（資料2）を添付している。本研究での米国MBA派遣制度と派遣MBAの退職の実態
については、図表2で示したすべての調査を総合して論述している。
　さらに2000年企業調査と97年MBA調査は、定量的な分析においては回答数が少
ないため、本研究での調査結果の考察は、定量的分析よりも定性的な傾向分析が中心であ
る。定量的な分析だけに頼ることなく、その数値の裏にある意識を明らかにすることを試
みている。
　（2｝2000年企業調査の調査方法
　企業調査の目的は、今日の米国MBA派遣制度の実態を明らかにすることである。企業
調査をMBA調査の3年後に実施したのは、　MBA調査から米国MBA派遣制度の実態をあ
るていど把握したうえで、本研究の中心的な調査である企業調査を実施したかったためで
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ある。
　2000年に実施した企業調査は、日本企業42社からのアンケート調査の分析（20
00年企業調査）と、米国MBA派遣制度に精通している人事担当者6人を対象にしたイ
ンタピュー－as査（2000年企業補足調査）の2回である。
　①アンケート配布対象企業の選出方法
　2000年企業調査を行うにあたり配慮した点の一つは、米国MBA派遣制度を実施し
ている企業からの回答率を高めることであった。過去の留学派遣制度に関する調査におけ
る回答企業数を調べたところ、「最近における海外留学制度の実施状況」『労政時報』（労
務行政研究所編集部、1978、2－45頁）では39社、「海外留学制度：その現状と
動向をみる」『労政時報』（労務行政研究所編集部、1984、2－48頁））では47社、
「特集：海外留学制度の今を調べる」『企業と人材』（産労総合研究所編集部、1995、
4－31頁）では92社と、留学派遣制度全体を対象に調査を行っても、その回答数は決
して多いとはいえない。
　しかし、これら過去の留学派遣制度に関する調査において、1970年代と1980年
代に実施された調査の間で回答企業数が飛躍的に伸びているのは、調査方法の違いのほか
にも、1970年代から留学派遣制度を導入する企業が増加したため、企業からの回答数
も同時に増加したと考えられる。一方、日本のバブル経済崩壊以降は、多くの企業が留学
派遣制度の中でも、とくにコストがかかる米国MBA派遣制度を廃止した可能性も考慮し
なくてはならなかった。
　さらに、これら過去の留学派遣制度に関する調査対象は、留学派遣制度全体である。す
なわち、短期語学留学や海外トレーニーとしての派遣制度から大学院派遣制度までの全て
の制度を含んでいるため、米国MBA派遣制度だけを対象とした時、どのくらいの企業が
米国MBA派遣制度を実施しており、さらにそれらの企業のうち、どのくらいの企業が回
答してくれるのかという課題が残された。
　r人材育成アンケート調査報告』（日本在外企業協会編、1997）による海外研修制
度に関する調査では、海外研修制度を実施している回答企業63社のうち、米国MBA派
遣制度を実施していたのは、わずか22社だけであった。米国MBA派遣制度だけを対象
とした本調査を実施するにあたり、回答票をある一定数まで確保する必要があった。
　しかし、r日本型経営教育システム構想委員会研究報告書』（神戸大学経営学部編、19
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gO）の調査の中で、欧米MBA派遣の実績を持つ企業が284社中96社存在していた
ことから、米国MBA派遣制度を実施している企業もあるていど存在すると確信した。さ
らに日本のバブル経済崩壊以降、米国MBA派遣制度を廃止した企業も多い反面、199
0年代の日本のグローバル化の進展に伴い、新しく米国MBA派遣制度を導入、または経
営状態の悪化に伴い一時停止していた制度を再スタートしたような企業も存在すると推測
した。
　そこで本調査では回答率をあげるために、調査票を送付する対象企業を絞り込み、宛先
の部署や役職可能であれば人名まで明らかにして郵送することが必要であると考えた。
その作業手順は以下のようである。
　まずは、留学派遣制度を実施している企業名を抽出することである。その抽出方法は、
図表4の通りであり、過去の文献、就職ガイド・ブックや各企業の会社案内書、米国のビ
ジネス・スクールの日本入卒業生名簿を整理することである。
図表4　アンケート送付対象企業の抽出方法
出版物の 出版物 選出した企業
の種類
フォーブス編集部（1997）「日本企業の日本人MBAの在職する企業40社。
MBAエリートたち」『フォーブス日本版』
8月号、ぎょうせい、26頁。　　　　　　　　　　　　・鱒
アスペクト編集部（1991a）『企業の海海外大学院留学制度（経営学）を実施してい
過去の 外留学一覧』ビジネス・アスキー、17一る企業38社（50社中）。
文献 24頁。瞬　　　　　　　　　　　　　　・
吉村宗隆（1999b）「日本型経営システ　　　甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雫　　　　　　　　　哺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，坙{人MBAの在職する邦銀14社。
ムとMBA教育の課題」『広島県立大学、日
本経営教育学会、報告資料』10月31日。“騨　　　　　　　　　　　　　　　　．．
労務行政研究所編集部（1984）「海外留　．卿刷　　　　　　　　　　　　　　　曽，ﾄ国大学・大学院への派遣を実施している企
学制度：その現状と動向をみる」『労政時 業18社（47社中）。
報』8月号、2－48頁。
就職ガイ 日本経済新聞社編（1997）『日経ビッグ留学派遣制度の記述がある企業171社（米
ド・ブッ
Nと会社
ビジネス：日本の100社』1998年度
ﾅ就職ガイド・ブック、1・2巻、日本経
国MBA派遣制度に関する記述のある企業3
U社を含む：262社中）案内書 済新聞社。　　・
主要企業の会社案内書（1998年度）。 米国MBA派遣制度に関する記述のある企業
】0社。
卒業生 『ニューヨーク大学卒業生名簿（1997経営学部修了者（325名）とビジネス・ス
名簿 年度版）』 クール修了者（183名）の就職先日本企業。
調査対象企業の合計（重複する企業を除く） 263社
過去のMBA関連の文献を整理した結果、「日本企業のMBAエリートたち」『フォーブ
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ス日本版』2に記述のあった日本人MBAの在職する企業40社、　r企業の海外留学一覧』
（アスペクト編集部、1991a、17－24頁）における海外大学院留学制度（経営学）
を実施している企業38社、「日本型経営システムとMBA教育の課題」（吉村、1999
b）の中でインタビュー対象企業であった日本人MBAの在職する邦銀14社、「海外留学
制度：その現状と動向をみる」『労政時報』（労務行政研究所編集部、1984、2－48
頁）で事例として記述のある米国大学・大学院への派遣制度を導入している企業18社を
抽出した。
　同様の手法で就職ガイド・ブックからは、『日経ビッグ・ビジネス：白本の100社』3
の1・2巻に記載されている262社の企業データの中から、留学派遣制度に関する記述
のある企業171社を抽出した。この171社のうち、米国MBA派遣制度という記述が
ある企業、すなわち確実に米国MBA派遣制度を実施している企業は36社であった。さ
らに、1998年度版の各企業の会社案内書の中で、米国MBA派遣制度に関する記述の
ある企業を探したところ、米国MBA派遣制度を実施していると思われる10社を新たに
抽出することができた。
　これらの企業数ではまだ十分ではなく、配布先企業数を増やすために、rニューヨーク
大学卒業生名簿（1997年度版）』の中から、日本人のビジネス・スクールの修了者が
在職している日本企業名も全て配布先企業リストに加えている。これらの企業は、ニュー
ヨーク大学のビジネス・スクールへ社員を派遣している可能性が高いと考えた。卒業生名
簿を入手するにあたり、ニューヨーク大学のビジネス・スクールを選択したのは、そこは
日本企業の派遣先として人気が高いため、派遣MBAを多く輩出していると考えられたた
めである。加えて、筆者がニューヨーク大学の学部を修了しているため、卒業生名簿の入
手が容易であったことにもよる。
　このようなプロセスを経て抽出された、重複する企業を除いた調査対象企業の合計は2
63社である。そして、各企業で米国MBA派遣制度または留学派遣制度に精通している
と思われる研修・教育部門の部長以上の人名を、最新の会社人名録等を使用して調査した。
郵送先の部署が不明な企業数社に対しては、やもなく研修・教育部門部長宛とした。
　これら263社に対し、返信用封筒（切手貼付済み）を同封した質問票を送付し、回答
を依頼した。3週間以降、返信がない企業に対しては、ハガキによって再度の回答を依頼
2　フォーブス編集部（1997）8月号、ぎょうせい、26頁。
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した。調査は2000年7月に実施した。
　②　米国MBA派遣制度の実施状況と回答率
　調査票を送付した263社のうち、83社（31．6％）の企業から返信があった。しかし、
このような返信の約半数が・Eメールと電話による「回答ができない」である。回答がで
きない企業の理由は、企業の方針としてアンケート調査には協力しない、米国のビジネス・
スクールではなく米国の大学への派遣を行っている、米国のビジネス・スクールへの短期
派遣（学位をとらせない）を行っている、米国MBA派遣制度は存在しているがしばらく
誰も派遣していない等である。
　返信してくれた企業における米国MBA派遣制度の実施状況は多様であり、整理すると
図表5のようになる。回答率は、返信のあった83社を100％として計算している。そ
して、このような回答の傾向として、以下の主要な5点が指摘できる。
図表5　米国MBA派遣制度の実施状況と回答率
米国MBA派遣制度の実施状況 回答企業数（％）
迷璽MBA派遣制度を実施している　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“r噂嘘 　42社（5α6％）Oo囲　　　　　　　「
米国MBA丞遣鯉度を実施していない（過去にも実施経験がない）　　　　　　　　　　　　　　ρ■ρ顧尊 24社（2＆9％）　　　　　”，
米国MBA派遣制度は廃止した 　　2社（2．4％）ρ●　　　　　　　　圏「鳴
米国MBA派遣制度の導入を検討中　　　　　　　．曽噛ρ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲騨 　1社（L2％）梱●・卿
埜員1名を特別派遣中（米国MBA派遣制度は実施していない）　　　　　　　　　　　　　　曽
　　　2社（2．4％）・”　　　　　　　　　　ρ脚，
米国MBA派遣制度はあるが回答しない　　　　　　　　　鱒■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲r
7社（84％）　鞠，
米国MBA派遣制度があるかないか不明 5社（60％）
合計 83社（100％）
　第1に、米国MBA派遣制度を実施しているのが42社（50．6％）で、全体の半数を占
めていることである。本研究では、これら42社からの回答だけを分析している。42社
という全体サンプルは比較的少ないように思われるが、過去の留学派遣制度全体を対象と
した調査における回答企業数と比較しても、決して少ないとはいえない。米国MBA派遣
制度だけを対象として42社から分析可能な回答を得られたことは、成果があったといえ
る。
　このような42社のうち、日本のバブル経済崩壊以降、米国MBA派遣制度を一時停止
3
　日本経済新聞社編（1997）1998年度版就職ガイド・ブック、日本経済新聞社。
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している企業が5社あった。この5社に共通した理由は、経営状態の悪化により教育予算
の獲得が困難になったことである。
　第2は、米国MBA派遣制度を実施している企業に次いで多かったのが、米国MBA派
遣制度を実施していない企業で、24社（28．9％）あったことである。これらの企業は、
今後も米国MBA派遣制度を導入する可能性が低く、過去にも派遣の実績がない企業であ
る。
　この中のユ社で、国内のビジネス・スクールへの派遣制度は実施しているが、海外のビ
ジネス・スクールへの派遣制度は実施しないとの返信があった企業に対し、その理由を尋
ねてみた。この企業は、現在のところ国内への留学派遣制度だけで満足しており、米国MBA
派遣制度も含めた海外への留学派遣制度を必要としていない。国内のビジネス・スクール
への派遣制度も、2年間で1名程度と極めて少数派遣であるが、新入社員の年間採用人数
も30人から50人程度と少人数で削減の傾向にあるため、適切な派遣人数であると考え
ている。コストや安全面での課題が大きいことも、海外への留学派遣制度を実施しない理
由の一つであった。海外への留学派遣制度とは、企業にとって派遣者の安全や健康管理等
で手間がかかり、海外での非常時というリスクも伴うため、今後も実施しない意向を明ら
かにしている。
　第3は、米国MBA派遣制度を廃止した企業が2社（2．4％）あったことである。その中
の1社は、経営状態の悪化により留学派遣制度に経費がかけられなくなったことと、海外
派遣したい人材の不足を理由としてあげている。この企業では、4年前に米国MBA派遣
制度だけではなく、全ての留学派遣制度を廃止した。しかし過去に派遣で育成した4人の
MBAは、現在いずれも国際関係・財務・マーケティング等の各部署で活躍しており、彼
らの活躍は社内でも十分に評価されている。MBAは育成したいが、その育成にかかるコ
ストと派遣に適切な人材の不足により、現在はその育成を見送っている。
　第4は、米国MBA派遣制度の導入を検討中の企業が1社（1．2％）あったことである。
この企業では、留学派遣制度の根本的な見直しが行われており、米国MBA派遣制度につ
いても、そうした取り組みの中で目的を明確にして新しく導入する計画である。さらに、
米国MBA派遣制度は留学派遣制度の一制度として、欠かすことができない重要な制度で
あり、派遣MBAの社内での必要性を強く認識している。
　第5は、特殊なケースとして、米国MBA派遣制度は実施していないが、米国で勤務さ
せながら企業負担でビジネス・スクールに通学させている社員が1名いる企業が、1社
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（1．2％）あったことである。しかし今後は、社員を米国MBA派遣させる予定はなく、　i現
在派遣中の社員1入だけで派遣を終えるつもりである。このケースでは、本人のビジネス・
スクールに通学したいという強い意志、彼の米国での駐在員としての将来性、米国で勤務
中であったという3つの条件がマッチして、企業が特別に派遣を許可している。
　このように、本人の意思も含めて派遣に適切な人材がいる場合、米国MBA派遣制度を
実施していなくても派遣を行うケースがあるといえる。本人がビジネス・スクールへの通
学を強く望んでいる場合、企業が派遣しないと、その社員は退職してでも留学する事態も
考えられるため、やもうえず特別派遣という形態で処遇しているのであろう。
　尚、米国MBA派遣制度はあるが回答しないという返答のあった企業が7社（8．4％）あ
り、さらに5社（6．0％）からは返信はあったが、回答しない理由は不明であった。
　以上のような米国MBA派遣制度の多様な実施状況からいえることは、米国MBA派遣
制度を実施していない企業でも、今後、経営状態の改善による教育予算の獲得や派遣に適
切な人材の確保等が可能になれば、米国MBA派遣制度を導入する可能性が高いことであ
る。将来的には、米国MBA派遣制度を導入または過去に廃止したが再スタートさせたい
という企業の意欲は強い。
　現在は米国MBA派遣制度を実施しておらず調査には協力はできないが、今後実施する
可能性のために、調査結果を送付して欲しいという依頼を多く受けたことも、企業の米国
MBA派遣制度に対する関心の高さを示している。他の企業がどのように米国MBA派遣
制度を実施しており、実際にどのような課題を抱えているのか、米国MBA派遣制度がう
まくいっているケースを紹介してほしいとの問い合わせが数社からあったことも、米国
MBA派遣制度に対する企業の関心の高さと同時に、多くの課題も抱えている現状を示す
ものといえる。
　（3）　2000年企業調査の回答企業の概要
　2000年企業調査で返信のあった、米国MBA派遣制度を実施している42社の概要、
すなわち業種、従業員数、米国MBA派遣制度を導入した年代、企業内の派遣MBA数は、
以下の通りである。
　これらの企業の業種は、製造業が15社（35．7％）、商業・金融（保険、不動産を含む）
が13社（31．0％）、通信サービス（電信、電力・ガス、サービス）が10社（23．8％）、そ
のほか（農林水産、鉱業、建設、その他）が4社（9．5％）である（資料1：Q23（1｝）。
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　従業員数は、1500人から5000人までの企業が9社（28．19e）、5001人から1
0000人までの企業が8社（25．0％）、10001人以上の企業が15社（46．99。）であ
る（資料1：Q23（4））。つまり、これらの企業の約半数が、従業員数1万人以上の大企
業である。コストのかかる米国MBA派遣制度を実施するためには、経営状態に比較的余
裕のある大企業である必要があるからである。42社の中の1社を除く、全ての企業にお
ける国内外の連結ベースでの経常利益は、黒字またはイーブンであることからも（資料1：
Q23（2））、これらの企業の経営状態に比較的余裕があることが示唆されている。
　これらの企業が米国MBA派遣制度を導入したのは、図表6（資料1：Q15（1）から作
成）で示すように、1950年代前半からである。1950年代に制度を導入した企業が
5社（12．2％）存在しており、続いて、1960年代の導入が10社（24．49・）、1970
年代の導入が7社（17，1％）、1980年代の導入が11社（26．8％）、1990年代の導入
が8社（19．5％）である。このように、制度の導入時期は、1950年代前半から199
0年代後半までと長期にわたっていることから、2000年以降も、制度を導入する企業
が出てくることも予測し得る。しかし、その制度の継続は、企業の経営状態に左右されや
すい。すなわち、経営状態が悪化すれば廃止または一時停止され、改善すれば再スタート
または新たに導入する可能性が高いのである。
図表6　米国MBA派遣制度の導入年代
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企業内の派遣MBA数は図表7（資料1：Q14（1）から作成）で示すように、派遣MBA
数が20人以下の企業が半数を占めている。3割程度の企業における派遣MBA数は10
人以下である反面、派遣MBA数が51人以上の企業は2割程度と少ない。
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図表7　企業内の派遣MBA数
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　このような1社の平均派遣MBA数は30．3人である（資料1：Q14（1））。米国MBA
派遣制度が導入された1950年代から、派遣MBAが企業内で蓄積されてきているが、
毎年の平均派遣MBA数は少数である。
　例えば、1970年に米国MBA派遣制度を導入した企業が、仮に30歳位の社員を毎
年2人派遣しているとすると、1990年代後半までの派遣人数は少なくとも60人（3
0年×2人）に達しており、彼らはまだ50歳代で定年には達していない。
　もう1つの例として、1980年から制度を導入した企業の場合、仮に30歳位の社員
を毎年2人派遣しているとすると、1990年代後半までの企業内の派遣MBA数の合計
は40人（20年×2人）と、このケースでも全体の平均派遣人数である30．3人を上回
る計算となる。
　これら2社の例は推測範囲での単純計算でしかないが、米国MBA派遣制度の長い歴史
と、毎年コンスタントな派遣を継続している傾向からして、企業内の派遣MBA数の蓄積
人数はもっと多いに違いない。しなかしながら、退職者も少なくなく、こうした人数の蓄
積に留まっている。
　派遣MBAの蓄積数は、社員全体から見ると極めて少数である。例えば、主要な日本企
業40社における日本人MBA数の全体の社員数に対する比率を計算してみたところ4、日
4　企業内の日本人MBA数については、「これがMBAカリキュラムだ」『フォーブス日本版』（フォ
v－一uス編集部、1997、8月号、ぎょうせい、26頁）からのデータを参考にしており、そこに
記述されていた主要な40社の全従業員数については、r会社四季報：学生就職版』（東洋経済新報
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本人MBA数は、ほとんどの企業において1％以下であった。例えば、日本人MBA数が
比較的多いとされる三菱商事でも、全従業員数9241人の中の日本人MBA数91人
（1．0％）である。これら日本人MBAには私費留学者も含まれるため、派遣MBAだけの
全従業員数に対する比率は、さらに低いのが実態である。
》
社編、1998、東洋経済新報社）から、各企業の従業員数を参考に計算している。
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　　　　　　第1章米国MBA派遣制度の実態（1）
一応募条件、選抜、派遣中の処遇、中間フォローと帰国後の報告一
1．はじめに
　本章は、制度のいわば形態的な周辺要素である派遣者の応募条件、選抜、派遣中の処遇、
中間フォロー、帰国後の報告の5点の詳細を明示することを目的としている。
　派遣者の応募条件については、制度上の応募条件と実際に選抜される派遣者と異なる点、
すなわち中途採用者、外国人社員、女性社員の選抜者が極めて少ない実態を明らかにする。
企業が意図するのは「20歳代後半から30歳代前半の日本の大学を卒業した日本人の若
手の男性社員」の選抜であるが、建前上は公募であるため、多くの社員の応募が可能であ
る。このような派遣者の選抜は、応募者のモチベーションが最も重視され、次いで、英語
力や業務成績が重視されている。
　そして選抜され、社命に近い形で派遣される派遣者は、派遣中の処遇も海外駐在員に準
ずる厚遇であり、給与は、海外駐在員と同等、ないしは海外駐在員の給与から一定額を差
し引いた金額を支給、または国内給与の全額支給が一般的である。
　また、企業と留学中の派遣者との間のコミュニケーションは中間フォローと呼ばれてい
る。この点に関して企業は、派遣者が2年間の留学生活を終えて無事に帰国してくれれば
よいと考えており、必ずしも密度は高くない。帰国後の報告についても、派遣MBAの修
得スキルを把握することよりも、派遣MBAが派遣の成果を自己認識し、留学にあたって
労をとった人事部や上司にきちんと帰国後の挨拶を行うという過去からの慣行が重視され
てきている。
　こうした各点の実態を明らかにすることで、米国MBA派遣制度の外形を明らかにする。
そしてこれらの要素には、米国MBA派遣制度の長い歴史の中で培われた伝統や慣行が現
在も根強く残っているといえる。
2．派遣者の応募条件
　（1）派遣者の応募条件
　米国MBA派遣制度の応募条件は、社員の既婚・未婚に関係がなく、さらに特定部署の
社員だけを対象とするのではなく、全ての部署の社員が派遣の対象である（資料1：Q4
（3））。しかし、家族帯同によるコストがかかっても、派遣者の精神面を考慮すると、家族
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帯同による派遣の方が好ましいと考える企業もある。さらに、中途採用者、本社勤務以外
の社員（子会社勤務や駐在中の社員）、外国人社員も派遣の対象となっている（資料1：
Q4（3＞）。しかし実際には、中途採用者や本社勤務以外の社員、外国人社員を派遣した実
績のある企業はみあたらない。
　とくに外国人社員の派遣については、制度上は外国人社員も日本人社員と平等に対象で
あるケースがほとんどであるが、実際に在籍する外国人社員も少なく、応募してくる外国
人社員はより少数である。将来的には子会社の優秀な外国人社員に対しても、米国MBA
派遣のチャンスを与えていきたいとの展望を持っている企業もあるが、高いコストを伴う
派遣であり、また日本人社員の派遣が第一に考えられている現状では、その実現は容易で
はないとの認識もある。さらに、日本人の派遣MBAでさえ帰国後の退職者の増加が問題
となっている今日、外国人の派遣MBAの帰国後の退職率は極めて高くなることが予測さ
れる。加えて外国人社員は、既に企業が派遣MBAに期待する修得スキル、つまり国際セ
ンスや英語力を身につけている可能性が高い。
　同様に、日本人社員よりもグローバル・スキルに秀でた帰国子女の海外派遣に対して問
題視する企業もある。すなわち、英語が得意な帰国子女が派遣されやすいからである。あ
る企業では、帰国子女を本来的にグローバルな人材であるととらえ、一般の日本人の大卒
社員の派遣が基本であると考えている。この企業では、帰国子女が過去数年にわたり継続
して選抜され続けたため、英語力に優れた社員が選抜されやすいという欠点を持つ選抜制
度の根本的な改革を試みた結果、最近では、帰国子女が選抜されなくなっている。
　また、男性社員も女性社員も平等に応募は可能であるが（資料1：Q4（3））、実際に派
遣されるのは男性社員が中心となっている。もしくは派遣者を男性社員に限定している企
業も少なくない。女性の派遣MBA数の平均は0．3人と、少ないのが実情である（資料1：
Q14（2））。
　派遣が男性中心であることは、97年MBA調査で対象とした派遣MBA　102人のう
ち、女性の派遣MBAがわずか2人に過ぎなかったことからも明らかである。将来的にも
女性社員の米国MBA派遣について、企業はあまり積極的であるとはいえない（資料1：
Q19）。その理由は、「女性は派遣後に転職しやすい」ことや「少ない人数枠の中ではど
うしても男性の派遣が中心になってしまう」「女性が帰国後に生意気になって扱いにくく
なると困る」などの直答に端的にあらわれている。
　米国MBA派遣制度への応募対象年齢の平均は、20歳代後半から30歳代前半の若手
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であり、職務経験が最低でも2年から3年あることが必要とされている（資料1：Q4（1）
②）。このような若手社員の派遣を中心とするのは、「米国のビジネス・スクールの学生の
平均年齢（20歳代後半から30歳代前半）に派遣者の年齢もあわせたい」「異文化に対
して吸収力や柔軟性のある若いうちに派遣したい」「若手社員の派遣の方が、帰国後の処
遇に問題が少なくてすむ」といった点である。
　制度上の応募条件としては、既婚・未婚、特定部署に関係がなく、中途採用者、本社勤
務以外の社員、外国人社員や帰国子女の応募も可能であり、男性社員と女性社員も平等に
応募できるよう制度化されている。米国MBA派遣制度とは、「より多くの社員の参加を
前提とした、社員のための留学派遣制度である」という企業の指摘にあるように、社員の
派遣希望の実現のために制度が運営されている。
　しかし制度とは別に、企業が意図する派遣者像は、「20歳代後半から30歳代前半の
日本の大学を卒業した日本人の若手の男性社員」である。応募が可能であることと、実際
に選抜されることとは別問題なのである。
　この制度への応募方法は、「公募のみ」を行う企業が4割程度であり、「指名・推薦・公
募」「推薦・公募」を行う企業も加えると、8割程度の企業が「公募」を実施しているこ
とになる（資料1：Q5（1））。反面、「公募」を含まない「指名・推薦」「指名のみ」「推薦
のみ」を行う企業の合計は、2割程度と少ない。
　年間の平均派遣人数は、1年制のビジネス・スクールへは1．8人、2年制のビジネス・
スクールへは2．9人と、極めて少数派遣である（資料1：Q20（1））。年間の平均派遣人
数が2人から3人と少ない企業では、指名・推薦・公募を組み合わせて、制度や応募のプ
ロセスを複雑化させるよりも、公募だけを行う方が人事部としても手間が省けるのも確か
である。さらに公募による社内PR、公開・公平性などのメッセージ効果は、制度の運営
上、欠かせない要因でもある。
②　派遣先ビジネス・スクールの選択条件
　社員の派遣希望を実現するために制度が運営されているという企業の認識が強いことを
反映して、派遣先ビジネス・スクールの選択には、本人の意思が最も重視されている（資
料1：Q4（4））。本人の意思は全ての企業に「重要」「やや重要」とされており、反面、「重
要でない」「あまり重要でない」という企業は存在しない。すなわち、いったん選抜され
れば、企業が指定する条件にあうビジネス・スク・一一一一ルの中で、派遣者が希望するスクール
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に留学できることが、この制度の魅力でもある。反面、派遣先ビジネス・スクールが企業
との提携スクールであること、過去に派遣実績のあるスクールであること、ロケーション
（場所）、学費が安いという条件は、ほとんど重視されていない（資料1：Q4（4））。
　しかし、企業が意図する派遣先ビジネス・スクールには、あらかじめ条件が付けられて
いる。それは、カリキュラム内容が優れていること、すなわちビジネス・ウィーク誌など
のビジネス・スクール・ランキングの少なくともトップ20以内、企業によってはトップ
10以内に毎年名前をつらねているような米国のビジネス・スクール以外のスクー一一・ルは認
めないという条件である。したがって、本人の意思の次に企業が重視するのが、カリキュ
ラム内容とトップ20以内というランキングである（資料1：Q4（4））。
　日本企業の関係者は、ランキングの順位が高いことと、カリキュラムの質が高いことが
相応関係にあると認識する傾向が強い。米国でのトップ・ビジネス・スクールに対する社
会や企業からの評価は絶対的であるため、ランキングの順位を巡って、トップ・ビジネス・
スクール間に熾烈な競争を生みだしている。さらにトップ・ビジネス・スクールであるほ
ど、増加する留学生への対策を兼ねて、グローバル化に向けたカリキュラム改革を継続的
に行っている。すなわち、近年の米国のビジネス・スクールでは、従来の米国人中心の伝
統的なカリキュラムから、グローバルな展望を視野に入れた革新的なカリキュラムの導入
に、積極的に取り組んでいるのである（Keida＆Harveston、1998）。
　スクール間の熾烈な競争によって、カリキュラムの高い質を維持しているトップ・ビジ
ネス・スクV－－Eルにおける経営教育は、日本企業が期待する派遣者の修得スキルに対しても
有効であろう。すなわち、トップ・ビジネス・スクールへの派遣は、同時に質の高いカリ
キュラムが保証されていることでもあり、その結果、高い派遣成果が期待できるからであ
る。
　企業は本人の意思も建前上では重視するが、派遣先ビジネス・スクールの選択条件とし
てもっとも重視されているのは、そのビジネス・スクールの日本での知名度である。派遣
者が、どのビジネス・スクールへの留学を望もうと、日本でそのビジネス・スクールの知
名度が高ければ、企業としてはそれに干渉しないのである。逆に、米国ではその専門分野
における知名度が高くても、日本での知名度が低く、スクール全体のランキングがトップ
30程度のビジネス・スクールへの派遣者の希望を認可しない企業もある。
　日本企業が派遣先ビジネス・スクールの知名度を極めて重視する傾向は、日本に企業訪
問するために来日した、米国の主要なビジネス・スクールのPR担当者にも、「日本企業
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は授業内容よりも、大学の知名度や他社の動向で派遣先を決める」1といわれているほど
である。
　世界的にも、ビジネス・スクールの創立数が増加している今日、その頂点に君臨する少
数の米国のトップ・ビジネス・スクールへの派遣は、日本企業にとってさらに重要になっ
てきている。反面、派遣先ビジネス・スクールの知名度にこだわる企業が抱くもう一つの
意図として・企業間での横並び意識も影響していると思われる。例えば、同業他社の米国
のトップ・ビジネス・スクー一一ルを修了したMBAの存在に対抗して、それ以上にレベルの
高いビジネス・スクールを修了するMBAを育成したいと考えている企業の存在などであ
る。さらに、トップ・ビジネス・スクールであるならば、全米から優秀な米国人が集まっ
ていること、すなわち優秀な米国人との人的ネットワークの構築に有利であるとの認識も
強いからであろう。
　また、米国MBA派遣制度を実施する企業では、就職ガイド・ブックや会社案内書に、
米国のトップ・ビジネス・スクールに限定して派遣先ビジネス・スクール名を記述する傾
向がある（詳細は第2章を参照）。米国のトップ・ビジネス・スクールに関する記述は、
企業のグローバルなイメージのPRや、社内のMBAである優秀社員の存在など、大卒の
求職者に対するメッセージ効果が高いため、優秀社員の獲得に有利であると企業は考えて
いる。
　加えて、社内でも米国のトップ・ビジネス・スクールへの派遣に限定して派遣者を募集
することにより、応募対象者である若手社員に対して、トップ・ビジネス・スクールに入
学可能なレベルの英語力の修得や高い業績を積むことに対する意欲やチャレンジ精神を高
めるといった、別のインセンティブ効果も期待されている。
　一方、日本企業が毎年同じ時期に、米国のトップ・ビジネス・スクールに絞って派遣を
行う傾向は、日本企業からの派遣者間におけるビジネス・スクールへの入学願書の差別化
が困難になることや、日本人のトップ・ビジネス・スクールへの入学の競争率が高くなる
などの問題を生じさせている。一校のビジネス・スクールに入学できる日本企業からの派
遣者数は、米国人学生や日本人以外の留学生、さらには日本からの私費留学者との人数の
バランスをスクール側が考慮して制限している。そのため、トップ・ビジネス・スクール
への入学を巡っては、少ない人数枠の中での、日本企業からの派遣者同士の入学争いにな
?
「欧米ビジネス・スクール：求む！日本のビジネスマン」『日本経済新聞』1992年2月6日付
朝刊。
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るのである。
（3）派遣コスト
　企業が負担するコストは、通常の留学期間である2年間に支払われる給与・賞与・諸手
当も加算すると、派遣者1人あたりの平均的な総額は、2千万円から2千5百万円にもの
ぼる（資料1：Q10（2））。例えば、ニューヨーク大学のビジネス・スクールへ2年間派
遣したケースでは、派遣者1人にかかる総額は、約2千5百万円である。
　派遣にかかるコストは、派遣先ビジネス・スクールが1年制か2年制のプログラムか、
私立か州立か、ロケーションが都市か地方か、派遣者は家族帯同かなどの条件により異な
ってくる。一般には、私立のビジネス・スクールでの1年間にかかる学費は3万ドル、州
立の場合は1万5千ドル程度であるが、州外に住む米国人や外国人は、州内に住む米国人
よりも、多く支払う仕組みになっているため、日本からの留学生にとってはあまりメリッ
トにならないケースも多い。また地元での生活費も、ニューヨークやシカゴのような大都
市か、オハイオ州やミゾーリー州などの郊外かにより、車が必要になってくるなど、かな
りの差が生じている。
　派遣にかかるコストである、渡航費、米国での入学前の英語研修費、学費（入学費、授
業料）、教科書・参考書代、通学費については、全額を支給する企業が半数以上を占めて
いる（資料1：Q10（1））。その中でも、渡航費と学費は、ほぼ全ての企業が全額負担し
ている。派遣のための支度金は、半数以上の企業が一定範囲で支給している。一方、研究
費（授業以外の研究参加費など）、住宅費（食費・光熱費など）、生活費（アパート・寮な
ど）については、支給しない、一定範囲で支給する、全額を支給するケースに分かれてい
る（資料1：Q10（1））。唯一、マイカー支援（リース・ガソリン代など）は支給しない
とする企業が半数以上を占めている。
　派遣者の一時帰国のための費用は、一時帰国を認めている7割程度の企業（「認める」「条
件付きで認める」の回答合計）において（資料1：Q6（3））、支給しない企業と、一定範
囲で支給するまたは全額を支給する企業とに分かれている（資料1：Q10（1））。また、
家族帯同にかかる費用は、家族帯同を認めている8割程度の企業（「認める」「条件付きで
認める」の回答合計）において（資料1：Q6（4））、その中の2割程度の企業が不支給と
する反面、残り8割程度の企業が、一定範囲で支給または全額を支給している（資料1：
Q10（1））。
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　このように、研究費、住宅費、生活費、マイカー支援などのコストの一部を派遣者が負
担するケースもみられるが・渡航費・学費・派遣のための支度金、一時帰国や家族帯同に
かかる費用まで・派遣にかかる大きなコストは全て企業負担であるのが一般的な傾向であ
る。派遣者にとっては・コストのほとんどを企業に負担してもらえるため、恵まれた経済
環境で留学できる反面、企業の重いコスト負担は、米国MBA派遣制度の問題点の一つに
もなっている（資料1：Q18）。
　しかし、コストの企業負担を削減するために、留学したい社員に対して休職して私費留
学を認める方向や、コストのかかる派遣MBAの育成人数を削減して私費MBAの採用を
増やす、といった対応に対する企業の関心は高いとはいえない（資料1：Q19）。一方、
コストを削減するために、2年制から1年制のプログラムへと、派遣期間を短縮させると
いった対策をとる企業は存在する。
　基本的に、コストは全て企業が負担するという前提の上に、米国MBA派遣制度は運営
されている。企業がコストを負担しなければ、経済的な理由により、派遣できる社員が応
募時点から限られてくるため、公募の社内PR、公開・公平性などのメッセージ効果が薄
れてしまうのである。すなわち、「いくらコストが高いからといって、応募者に対して独
身だけとか派遣コストの一部を個人負担という条件を定めることは公募である意味がなく、
誰でも参加できることがこの制度の大前提である」という企業の指摘の通りである。
　しかしながら、コストのほとんどが企業負担であるとはいっても、派遣者にとっては目
に見えないコストも存在する。すなわち、留学中、派遣者は実務を離れることになるため、
その間に得られるであろう昇進機会、取引関係、実務経験、社内での人間関係などの一部
は、当然、得られなくなる。また、社会人であった派遣者が学生に戻ることによる家族関
係の変化、修了後の帰国に伴うリバース・カルチャー・ショック2の経験なども、派遣者
2
　リバース・カルチャーショックとは「リエントリー・ショック」や「セカンド・カルチャー・シ
鼠ぎ豪蹴搬諜瀧離難奢1Σ享懸鷹鰹難麟憲講
1難萎繊総灘蕃1難雛萎繋饗簿1難
くなる時期）・帰国直後のハネムーン時期（帰国直後は周りの友人や家族とも旧交を暖め、興奮のま
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にとっては目に見えないコストである。
長期間にわたり企業を離れるという代償が意外にも大きいことを、派遣MBAは帰国後、
実務に戻った時認識することが多い。例えば、実務では留学申に構築した国際人的ネット
ワークよりも、社内でのインフォーマル、フォーマルな人的ネットワークの方が重要であ
るため、帰国後は社内の横の人間関係の構築に苦労することなどである。しかしそれ以上
に、留学で得たもの、すなわち「自分の人生観が変わった」「グローバルなものの見方が
できるようになった」「キャリアに対して真剣に取り組むようになった」などのメリット
の方が大きいとする指摘も少なくない。
3．派遣者の選抜
　（1）派遣者の選抜
　派遣者を選抜する際の要因は、図表1－1（資料1：Q5（4）から作成）に示すように、
応募者の意欲と志望動機がもっとも重視されている。「重要」「やや重要」と回答する企業
の合計は、ほぼ100％である。とくに社員の派遣希望を最優先する公募を実施する企業
では、応募者のモチベーションを何よりも重視している。
　応募者のモチベーションに次いで重視されているのが、英語力である。ここでの英語力
とは、詳しくは後述するが、米国のトップ・ビジネス・スクールへ入学するための高いレ
ベルの英語力のことである。このような英語力を「重要」「やや重要」とする企業の合計
は、9割以上である（図表1－1参照）。
　英語力に次いで重視されるのが、業務成績である。業務成績を英語力と同様に、「重要」
「やや重要」とする企業の合計は9割以上を占めるが、業務成績を「重要」とする企業（5
割程度）は、英語力を「重要」とする企業（6割程度）よりも少ない（図表1－1参照）。
　一方、専門知識資格、社内試験（小論文、筆記試験）、大学の成績は、選抜要因とし
てあまり重視されていない（図表1－1参照）。これらの選抜要因は、選抜プロセスの中
で過去から慣行的に含まれているからである。
　尚、派遣者の永年勤続の意思に対しては、7割程度の企業が「重要」「やや重要」とし
ているが（図表1－1参照）、実際に選抜前では応募者が永年勤続の意思をもっているか
まではみわけられないとされている。ほとんどの応募者が、選抜されることを目的に、帰
国後も企業に残ってがんばりたいとの強い意思を示すからである。一応、面接で永年勤続
に関して応募者に聞いてはみるものの、派遣前に応募者の永年勤続の意思を確かめること
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は、あまり意味がないとの指摘が多い。
図表1一ユ　派遣者の選抜要因
　　　　　英語力
　　専門知識・資格
　　　　業務成績
　　　上司の推薦
社内試験（小論文）
社内試験（筆記試験）
　　　　　　面接
　　　大学の成績
　　　　健康状態
　　永年勤続の意思
　　　　志望動機
将来のキャリア設定
　　　本人の意欲
24．9
731
7．31〔9．8
　　29．3
2．4麗24．4
2．4■■22
012．2
01　14．6
6ユ
3L7
41．4
　34．1
23．11■■■1■■10．3
　そして派遣者の選抜にもっとも深く関わるのが人事部であり、9割程度の企業で人事部
が選抜に関わっている（資料1：Q5（8））。社長や役員以外に、人事部長が最終的な派遣
者の決定権をもつケースもみられる。派遣者の選抜は、社長、人事部、役員、先輩の留学
体験者から構成される派遣者のための選抜委員会が社内で組織されたり、社長の独断で決
定する、または人事部だけで内密に決定するなど、企業ごとにかなり異なっている。
　社長、役員、所属部署の上司は、入事部ほどには派遣者の選抜に深く関わってはいない。
したがって、人事部が適切な派遣者を選抜できるかは、人事部が派遣に適切な人材を見抜
くことができるか、または米国のビジネス・スクールをどのくらい理解しているかにかか
っている。しかし、米国MBA派遣制度に関わる人事担当者の1割程度しか、米国MBA
留学体験者はいないのである（資料1：Q5（7））。外資系企業では、　MBAの人事担当には、
MBAをあえて配置するケースなどがみられることと比較して、日本企業ではそうした傾
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向は少ない。
　②　英語力の審査方法
　英語力の一般的な審査方法は、留学に必要な英語試験であるTOEFLの点数、米国のビ
ジネス・スクールへの入学の際に必要な試験であるGMATの点数ビジネス英語の修得
程度の測定に使用されるTOEICの点数、さらに外部委託による英語試験の実施などであ
る（資料1：Q5（5））。このほか、英語検定試験（1級）、社内英語検定試験、英語の小論
文の提出またはテスト、外国人講師によるテストを実施する企業もみられる。
　多様な英語力の審査方法の中で、半数以上の企業が実施しているが、TOEFLとTOEIC
の点数の最低ラインを定める方法である。この際、TOEFLは557点程度、　TOEICは7
26点程度が最低ラインである（資料1：Q5（5））。一般社員が派遣に必要なTOEFLや
TOEI　Cの最低ラインの点数を獲得するのは困難であるといえる。企業は多くの社員の積極
的な応募を意図してはいても、応募者は英語が得意な社員だけに限られてくるのである。
　しかし企業は、英語が得意な社員が派遣したい人材とは限らないと考えている。すなわ
ち、英語が得意であるため派遣されやすいという事態は回避したいのである。英語力に優
れるだけではなく、業務成績　2年間の留学に耐えうる精神的強さや忍耐力、健康状態な
ど、バランスのとれた人材の派遣を望んでいる。
　反面、米国のビジネス・スクールの入学には欠かせないのがGMATの点数であるが、
GMATの提出を応募の際に義務づけている企業は1割程度と少ない（資料1：Q5（5））。
TOEFLやTOEICの英語試験と比較して、高い点数の獲得が困難であるGMATについては、
選抜後に企業の金銭的または特別研修などの支援を受けながら、テストを数回受けて、派
遣者が希望するビジネス・スクールの入学に最低必要とされる点数を獲得することが義務
づけられている。
　さらに派遣者に対しては、日本を離れる直前または日本を離れてからも、英語力向上の
ための支援が行われている。その支援方法は、派遣者を企業負担で日本の英語学校や予備
校へ通わせるのが一般的である（資料1：Q5（6））。このほか、派遣者をはやいうちから
米国の英語学校に通わせたり、国内外での企業内英語研修へ参加、さらには、個人を対象
に必要とされる英語力向上のための資金援助を行うケースもみられる。英語力向上のため
の日本での支援目的は、米国のビジネス・スクールに入学するために必要なだけのTOEFL
とGMATの点数を獲得させることである。
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　英語力向上のための支援は、派遣者の渡米後も、米国のビジネス・スクールへの入学直
前まで行われている。ビジネス・スクールへの入学直前の米国での英語研修の目的は、米
国での生活や授業で困らないために、英語の会話やライティングのスキルを向上させるこ
とである。
　以上のように、実際には、英語力の向上を中心として、派遣者の派遣前の数ヶ月前、も
しくは1年前から米国のビジネス・スクールへの入学準備を行う必要性が高いため、企業
と派遣者のかなり長期にわたるコミットメントが必要とされている。派遣者が希望するレ
ベルの高いビジネス・スクールに入学できるよう留学準備に専念させるため、派遣の半年
や1年前から派遣者の仕事の負担を軽くしたり、就業時間を短縮したりするケースもみら
れる。このような場合、派遣者の上司や同僚の理解や協力がなければ、派遣者を留学準備
に専念させることは難しいのである。
4．派遣中の処遇
　派遣者の留学中の給与は、海外駐在員と同等、海外駐在員の給与から一一定額を差し引い
た金額を支給または国内給与を全額支給するケースが多い（資料1：Q7）。賞与は、
海外駐在員と同等、または国内給与を全額支給する傾向にある。諸手当は海外駐在員と同
等、または海外駐在員の給与から一定額を差し引いた金額を支給する傾向にある。
　派遣者の留学中の給与・賞与・諸手当は、基本的に海外駐在員に準ずる扱い、もしくは
派遣前の在職中に準ずる扱いである。派遣者の留学中の給与・賞与・諸手当が、海外駐在
員に準ずる扱いであるのは、いくら公募による選抜とはいえ、社命に近いと企業は考えて
いるからである。すなわち、社命である限り、海外駐在員に準ずる厚遇が必要なのである。
　留学中は企業派遣者ならではの特権として、派遣にかかるコストのほとんどが企業負担
であるのはもちろんのこと、給与についても、場合によっては海外諸手当などを含めると、
派遣前の在職中よりも支給額が多い厚遇が受けられるケースもある。さらに、家族帯同や
N時帰国が認められている企業では、それらに伴うコストまでも企業負担してもらえるの
が一般的である。派遣者は留学期間中、詳しくは後述するが、企業からの中間フォローに
伴う手厚い配慮やサボ・一・一トを受けながら、経済的・精神的にも恵まれた環境で学業に打ち
込める。
　派遣者が恵まれた厚遇で米国での学生生活を送ることを可能にしている米国MBA派遣
制度に対して、「仕事の報酬である」との企業の指摘も理解できる。さらには、「2年間、
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全額給与の支給付きで海外で遊ばせてやったため、帰国後は静かに企業にまた戻って原職
復帰してほしい。したがって帰国後まで厚遇する必要は全くない」との指摘もある。
　このような企業の指摘に対し、「米国MBA派遣制度は仕事の報酬的な役割を担ってい
るため、2年間は海外駐在員に準ずる厚遇で遊ばせてくれて当然である」との認識を持っ
ている派遣MBAもいる。すなわち、留学中の2年間は海外で楽しく気楽に過ごせるが、
帰国後は地方の営業にまわされるケースも存在するなど、企業のMBAに対する評価は低
く、一般社員と変わらない状態に戻らなくてはならないという認識である。
　そして派遣者の留学中の身分は、人事部所属の在職扱いが一般的であるが（資料1：Q
6②）、派遣前と派遣後で所属が変わらない企業では、原職部署の所属となる。
5．中間フォローと帰国後の報告
　く1）中間フォロー
　中間フォローとは、企業と留学中の派遣者との間のコミュニケーションの方法や目的の
ことであり、留学中の派遣者の管理方法のことでもある。中間フォローに関しては、行う
企業と行わない企業にわかれている。中間フォローを全く行わない企業の理由は、留学中
の2年間は企業のことは忘れて、可能な限り現地に溶け込んでほしいため、忙しい派遣者
の学業の妨げにならないようにするためである。
　中間フォローを行うに際し、企業が行う派遣者とのコミュニケーション方法は、中間報
告書の提出、Eメールでのやりとり、社内報・社内情報の配布が一般的である（資料1：
Q8（1））。このほか、国際電話、近くの子会社との交流を行う企業もある。反面、日本か
らの学校訪問や、本社社員の米国出張の際に派遣者と交流を行う企業は比較的少ない。
　中間フォローの中心である中間報告書の提出義務は、2ヶ月か3ヶ月にユ回、毎月提出
というように、年に数回義務づけられているのが一般的である（資料1：Q8（2））。しか
し、制度上は中間報告書の提出を義務づけてはいるが、留学中の派遣者は異文化での生活
や学業に忙しいため、提出回数や提出時期は個人に任せているという企業もある。中間報
告書の提出に際しては、多くの企業で制度化されてはいるが、実際にはそれほど厳密に義
務づけられているわけではなく、学業で忙しい派遣者の負担にならないよう配慮されてい
る。
　さらに、中間報告書の内容は、留学生活、学業・成績、留学成果の報告が中心である（資
料1：Q8（3））。加えて、会計報告、現地事情の報告を義務づける企業もある。現地事情
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の報告は・企業にとって情報収集という企業戦略の一部を兼ねているため、派遣者の定期
的な現地事情に関する報告を重視する企業もある。中間報告書の形式は、派遣者が自由に
意見を述べることができるよう、いくつかの基本的な質問項目に回答するほかは、自由に
書き込める形式であるものが多くみられる。
　企業が中間フォローを行う目的は、主に派遣者の留学生活のサポートと派遣成果の把握
にある。図表1－2（資料1：Q8（4）から作成）に示すように、留学生活のサポートを「重
要」とする企業は6割程度を占めており、「重要」「やや重要」とする企業も合計すると、
9割程度を占めている。同様に、派遣成果の把握を「重要」とする企業は5割程度である
が、「重要」「やや重要」とする企業も合計すると、9割以上を占めている。
図表1－2　留学中の派遣者とコミュニケーションする目的
　派遣者の異国での安全面に関する日本からの情報伝達、または異国での生活や法律に関
する問題についてサポートすることは、中間フォローのもっとも重要な目的であるとする
企業もある。派遣者に問題が生じた場合、今後の制度の運営そのものを危うくする危険性
があるからである。
　さらに、派遣者に中間報告書を提出させることにより、「派遣者の帰国後の職務決定の
ための参考資料として使う」または「今後、派遣を行う社員のための資料として使う」や
「今後の制度の運営の参考資料として使うために、社内におけるMBA情報の蓄積を目指
している」企業もある。「派遣者の帰国後の職務決定のための参考資料として使う」とい
う企業は6割程度（「重要」「やや重要」の回答合計）であり、「MBA情報の蓄積を目指す」
企業は7割程度であるが、双方とも「重要」と回答する企業は各3割、1割程度と、留学
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生活のサポートや派遣成果の把握という目的と比較して少ない（図表1－2参照）。
　しかし、派遣成果の把握については、帰国後は原職復帰が基本となっている企業（資料：
Q11の職務が「変わらない」「あまり変わらない」と回答する3割程度の企業）では、
とくに関心が低い。社内でのMBA情報の蓄積も、過去からの長期にわたる派遣の実績に
ょり情報の蓄積がなされてきている企業では、これ以上蓄積しなくても留学ガイド・ブッ
ク以上に十分な社内情報があるとの認識も強い。
　ある企業は、「厳しい社内選抜を勝ち抜いた優秀な派遣者であるだけに、留学中に問題
を起こしたり中途退学する者はほとんどいない」と指摘する。しかしインタビュー調査（2
000年企業補足調査）の中で1社だけ、異国での厳しい学校生活により、派遣者が精神
面で異常をきたして帰国したケースがあったことが指摘されている。この企業ではそれ以
降、派遣者の肉体的な健康面だけではなく、精神的な健康面のサポートにも注意し、派遣
者に対する定期的なストレス・チェックを心がけている。
　このような中間フォローを行うのは主に人事部であるが（資料1：Q8（5｝）、派遣者の
帰国後も原職復帰が基本である企業の中には、原職部署の上司が中間フォローを行うケー
スもある。その理由は、派遣者が帰国後も上司とスムーズに意志疎通ができるようにする
ためである。
　しかし一般には、海外留学に精通している人事担当者が、派遣者の選抜、留学の手続き、
派遣者の留学中の安全管理や健康面のチェック、さらには派遣者の帰国後の職務配置の決
定までを一手にうけもっている。派遣者の選抜から帰国後の職務配置にまで深く関わって
いる人事部の、米国MBA派遣制度に果たすマネージメント的役割は極めて大きい。
　以上のような中間フォローの現状について、企業は特に問題はないとしている（資料1：
Q18）。派遣者が2年間の留学生活を無事に終えて帰国してくれれば、それで中間フォ
ローの目的は十分に達成されているとの認識が強い。
　（2）帰国後の報告
　派遣者の企業に対する帰国後の報告については、帰国後の原職復帰を基本としている企
業や中間フォ・一を行わない企業でも、形式的礒務づけているケースが少なくない．帰
国後の報告は、留学に際して労をとった人事担当者や上司への挨拶という意味で、過去か
らの慣行であるとの見方が強く、6割程度の企業（「重要」「やや重要」の回答合計）が、
この見方を支持している（資料1：Q9（4））。派遣MBAが帰国報告を行う主な相手は、
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派遣に最も深く関わる人事部・次いで原職部署の上司、役員、社長の順である（資料1：
Q9（2））。
　帰国後の報告方法は、帰国報告書の提出や口頭での帰国報告が一般的である（資料1：
Q9（1））・このほか・幹部社員や一般社員を聴講対象とした派遣MBAによる帰国報告会
の開催を行う企業もある。
　帰国後の報告の中心でもある帰国報告書の内容は、留学成果、学業・成績、留学生活、
現地事情の報告が中心であり、次いで会計報告などである（資料1：Q9（3｝）。派遣成果
の報告が最も重視されているのは（資料1：Q9（3））、帰国後の派遣MBAに2年間の留
学生活を振り返る機会を与え、その成果を自己認識して欲しいという企業の期待が込めら
れているからである。企業が派遣MBAの派遣成果の把握を行うよりも、派遣MBAに派
遣の成果を自己認識させることが重要であるとの認識が強い。このほか、今後のキャリア
希望について報告させる企業もみられる。
　また、派遣MBAによる帰国報告会の開催を行う企業は2割から3割程度（「行ってい
る」「頻繁に行っている」の回答合計）であり（資料1：Q9（1＞）、同じ企業でも年度によ
り実施する時と実施しない時がみられる。帰国報告会の中でも、一般社員を聴講対象とし
た派遣MBAによる帰国報告会は、将来の米国MBA派遣を狙う若手社員にとって人気の
高いイベントであり、同時に、グローバル指向の中堅社員にとっても良い刺激になってい
るとされている。現在は経営幹部だけを聴講対象として派遣MBAによる帰国報告会を開
催している企業でも、今後は出席したという一般社員の要請に応えて、一般社員の参加に
ついても許可を与えていきたいとしている。
　しかし、ほとんどの企業は、帰国報告会の開催、一般社員と派遣MBAのインフォーマ
ルな勉強会、派遣MBAを社内での講師として活用するなどの活動を通して、派遣MBA
の修得スキルの一部を、一般社員に波及・移転したいとまでは考えていない。社内の極め
て少数派である派遣MBAが及ぼす一般社員への影響は、あまりにも小さいからである。
さらに・派遣MBAの修得スキルはあくまで個人レベルのものであり、一般社員へ波及．
移転する必要性は低いと考える企業もある。
　以上のような帰国後の報告の現状についても、前述した中間フォローの現状と同様に、
企業は特に問題はないとしている（資料1：Q18）。派遣MBAが派遣成果を自己認識
し・留学にあたって労をとった人事部や上司にきちんと帰国後の挨拶を行えば、それで帰
国後の報告の目的は十分に達成されている、すなわち帰国後の報告とは、米国MBA派遣
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制度の長い歴史の中で培われた伝統や慣行に他ならないとの認識である。
御
　　　第2章米国MBA派遣制度の実態（2）
一派遣目的、派遣MBAの修得スキル、帰国後の処遇一
1．はじめに
　米国MBA派遣制度の主要な要素は、派遣目的、派遣MBAに期待される修得スキルと
その成果、帰国後の処遇である。これらは、過去の留学派遣制度に関する調査でも必ず含
まれる調査項目であった。すなわち、米国MBA派遣制度の構造において、これらが中核
となっていると同時に、制度を維持するための課題ともなるため、詳細な実態の解明が必
要とされている。
　本章では、これら3点についてより詳しく考察する。とくに派遣目的については、今ま
でに様々な議論がなされてきているが、それらの議論を整理すると、どのような人材を育
成するのかという「育成目的」と、優秀な人材の採用や若手社員のためのインセンティブ
的な役割を期待する「インセンティブ目的」の二つに区分できる。本研究では、独自の調
査結果についてはもちろんのこと、インセンティブ目的を検証するために、就職ガイド・
ブックや各企業の会社案内（カタログ）での米国MBA派遣制度（及び留学派遣制度）に
関する記述の分析を試みている。
　さらに、派遣MBAに期待される修得スキルの区分も行っている。そして、それらのス
キルへの企業の期待と、派遣成果としての企業からの評価を調査し、期待と成果の間のギ
ャップの検証、さらにそのようなギャップが生じる背景及び派遣MBAが考える派遣成果
についても分析している。
　帰国後の処遇については、資格・給与・職位・配属・職務の実態を明らかにするにとど
まらず、帰国後の職務配置の特徴や、特別待遇されない理由についても考察している。
2．派遣目的
（1）育成目的とインセンティブ目的
米国のビジネス・スクールへの派遣目的とはいっても、多くの異なる視点から議論され
てきているが・基本的には・人材育成を目的として派遣する「育成目的」と、優秀な人材
の採用や若手社員のインセンティブ的な役割を期待する「インセンティブ目的」の二つに
大別できる。
　育成目的の典型は、「海外駐在員の育成」や「幅広い視野を持った人材の育成」（労務行
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政研究所編集部、1999、80頁）である。さらに、「派遣先国の事情に通じたスペシ
ャリストの育成」や「国際的視野を広める、国際人の育成」（労務行政研究編集部、19
84、4頁）なども育成目的として重視されている。
　インセンティブ目的には、主に大学生の求職者の中から、米国MBA派遣制度に関心を
持っ優秀な人材を引きつけるためのPR効果への期待が含まれる。すなわち、海外留学に
関心のある求職者に対し、米国MBA派遣制度が存在することをPRして、彼らの関心を
引きつけ、応募を促進することが期待されるのである。
　また、米国のビジネス・スクールに選抜派遣されるためには　高いレベルの英語力、優
秀な業務成績、上司の推薦などが必要であり、そのために若手社員の問に高い競争意識や
向上心をもたらすことへの期待も含まれる。すなわちインセンティブ目的には、優秀社員
の獲得と若手社員のインセンティブとしての二つの役割への期待が内在している。
　多くの企業が育成目的とインセンティブ目的の両方を重視する傾向にあり、以下では、
この二つに区分してもう少し詳しく考察する。
　②　育成目的
　育成目的は、米国MBA派遣制度の長い歴史の中で、経営環境の変化と共に進化してき
ている。1970年代から日本企業におけるグローバルな人材開発が注目されるにっれ、
米国のビジネス・スクールへの派遣目的も少なからず影響を受け、変化してきている。グ
ローバルな人材開発の進化段階と、米国MBA派遣目的との関連を示したのが、図表2－
1である。
　1970年代の日本企業では、グローバルな人材開発における派遣管理者、すなわちエ
クスパトリエイト（Expatriates）、海外出向者、海外勤務者、国際要員等と呼ばれた人材育
成が課題とされていた。そして量的にも増大する海外拠点への派遣に先立つ社内外での集
中的な語学及び派遣前教育が整備、体系化されていったのである（根本、2001，25
頁）。
　一方、米国MBA派遣制度が導入された1950年代から1970年代までは、インセ
ンティブ目的が中心であったという企業も少なくない。派遣MBAに対する派遣管理者と
しての期待はあったものの、育成人数が極めて少なかったことや、派遣MBAの派遣管理
者としての実績がまだ十分に認識されていなかったのである。
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図表2－1　グロー“一一バルな人材開発の進化段階と米国MBA派遣目的の関連
年代 グローバル人材開発の進化段階 米国MBA派遣目的
70年代 派遣管理者育成 インセンティブ目的重視
80年代 国際要員＆ローカル・マネジャーの育成 育成目的重視の派遣スタート（専門スタッフ、国際
齧蜒Xタッフの育成）
90年代 グローバル社員の育成 育成目的の多様化（専門スタッフ、経営幹部の予備
R、国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予
?Rの育成）
90年代後半グローバル・リーダー育成 グローバル・マネジャー予備軍の育成重視
出所：グローバル人材開発の進化段階に関しては、 根本孝（2001）『e一ラーニング』25頁を
参照している。米国MBA派遣目的については、2000年企業補足調査での各企業へのイ
ンタビューをもとに作成した。
　1980年代に入ると、日本の国際競争力の拡大、そして85年の円高を容認したプラ
ザ合意は、日本企業の海外進出に一層拍車をかけることになった。先進企業における海外
派遣者の数が増大し、長期的な国際要員養成の制度化が多くの企業で採用され、海外事業
要員育成、海外要員候補者登録制度などと呼ばれている（根本、2001，26頁）。
　1980年代は、企業がグローバルな人材育成として国際要員やローカル・マネジャー
の育成を重視するのと同時に、米国MBA派遣制度による専門スタッフや国際専門スタッ
フの育成が、育成目的として登場する。日本企業での国際要員の育成に対する需要が増加
し、米国MBA派遣イコール国際要員の育成である（神戸大学経営学部編、1990）と
のイメL・一一ジが社会的に定着しはじめたのも、この時期からである。現在でも、派遣MBA
イコール国際要員という社会的なイメージから脱し切れていないのは（吉村、1999b）、
この時期に定められた育成目的を、そのまま今日でも派遣目的としている企業が多いから
である。
　さらに1990年代に入ると、グローバルな人材育成の焦点は国際要員ではなく、海外
拠点の優秀な管理者を含めたグローバル要員の認定と育成、そのためのグローバルなロー
アーションなどにあてられていった。東京銀行では「国際総合職」と名付けられ、グロー
バルな基幹社員の人事管理、育成を日本の本社で統合的に行うことが目指され、ソニーで
国際人事部が設置されたほか、本社に国際人事室や、チーム等の設置も行われている（根
本、2001，28頁）。
一方、1990年代の米国MBA派遣制度における育成目的は多様化し、スタッフ・レ
ベルでの専門スタッフ、国際専門スタッフの育成はもちろんのこと、新たに経営幹部の予
職やグ・一バル・マネジャー予備軍の育成鐙場させた．このような育成目的は、図表
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2－2（資料1：Q1から作成）に示すように、専門スタッフの育成、経営幹部の予備軍
の育成、国際専門スタッフの育成、グローバル・マネジャー予備軍の育成という4つに区
分される。1990年代に入り、育成目的が重視されてきている点は、これら4項目の育
成目的に対する回答（「重要」と「やや重要」）が、6割以上の企業に支持されていること
からも明らかである。
図表2－2　派遣目的
　　　　専門スタッフ
　　　　　　経営幹部
　　　国際専門スタッフ
　グロー一バル・マネジャー
　　　優秀社員の獲得
若手社員のインセンティブ
　とくに1990年代後半は、グローバルなメガ競争の中で、グローバルな理念や知識共
有と学習組織づくり、継続的変革や挑戦的な文化構築の重要性が指摘されてきている。そ
こで、世界の拠点の経営者、トップ・リーダーあるいはその候補者の育成に焦点が集まっ
てきた。こうしたグローバルな人材育成は、1990年代における管理者クラスに加えて、
エグゼクティブ・クラスの候補者の研修へと拡大されている（根本、2001，28頁）。
　1990年代後半のグローバル・リーダー育成というグローバルな人材開発上の課題が
重視されることにより、グローバル・グループのリーダーとして、経営のノウハウの修得
に留まらず、経営理念や価値・文化の共有や経営戦略の共通理解などのほか、グローバル
な環境で必要なスキルの修得に対する企業の期待が一段と高くなった。例えば、優秀なグ
ロ・一一バル・マネジャーに期待される修得スキルは、グローバルな環境で成功裏に業務運営
を行うために、必要な業務と実践を行う構想力、バランス、プロセス、機会、多様性、グ
ローバルというマインドセット、知識に富み、分析的であり、戦略的であり、柔軟性があ
り、感受性に優れ、開放的であるという個人的特性、競争力、複雑性、整合性、変革、チ
』ム、学習というマネジメント能力などである（Rhinesmith，1993；訳書［1999］
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55頁）。
　米国MBA派遣制度の育成目的の中でも、今後は優秀なグローバル・マネジャー予備軍
の育成が重視される傾向にあるが（資料1：Q19）、企業が派遣MBAに対してグロー
バル・マネジャー予備軍としての期待を高めているのは、1990年代の世界レベルでの
グローバルなメガ競争の激化により、グローバルな経営環境の進展に対応できるグローバ
ル・マネジャーの育成が企業の注目を集めたからに他ならない（Rhinesmith、1993：
Moran＆Riesenberger・1994）。すなわち、1990年代の日本でのグローバル化の進展
は、米国MBA派遣制度における育成目的の重要性を高め、その申でも専門スタッフや経
営幹部の予備軍の育成という経営のプロフェッショナルの育成から、グローバルな環境で
活躍する国際専門スタッフやグローバル・マネジャー予備軍の育成、さらに今後は、国際
経営のプロフェッショナルである優秀なグローバル・マネジャー予備軍の育成へと、企業
の重点がシフトしてきているのである。
　しかし、企業が育成目的として意図しているのは、グローバル・マネジャー自体の育成
ではなく、予備軍の育成、それもエグゼクティブまたはトップ・クラスではない中間管理
職の人材育成である。すなわち、米国のビジネス・スクールを修了して帰ってきたからと
いって、ただちにグローバル・マネジャーになれるわけではない。帰国後は、一般社員と
の競争の中での実務的な成果が重要であり、本章で後述するが、派遣MBAに対するグロ
ーバル・マネジャーに直結する特別なキャリア・パスや特別待遇が存在しているわけでは
ない。
　実務経験の少ない若手である派遣MBAに対しては、帰国後に実務面で経験を積むこと
が必要であると考える企業も少なくない。派遣MBAは帰国後、少なくとも3年から4年
の実務経験を積んだうえで、その成果によりグローバル・マネジャーとして適切な人材で
あるかが判断される。このような3年から4年の間に、多様な実務経験を積ませるために、
企業内で職務ローテーションが行われるが、派遣MBAには納得のいかない職務に就かざ
るをえないケースもみられる。
（3）優秀社員獲得のためのインセンティブ
前述したインセンティブ目的のうち、企業の優秀社員の獲得について少し詳細に考察す
る・企業は優秀社員の獲得を目的に、米国MBA派遣制度のPRをして、そのPRの学生
に対するインセンティブ効果を重視してVlる．その購を明らかにするために、就職ガイ
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ド・ブック（企業紹介）と各企業の会社案内（カタログ）における米国MBA派遣制度（及
び留学派遣制度）の記述の分析を試みている。
①就職ガイド・ブックでの米国MBA派遣制度（及び留学派遣制度）に関する記述
　大学生のための就職ガイドブックである『日経ビッグ・ビジネス：日本の100社』1
の1・2巻に記載されている、262社の日本企業の分析を試みた。その結果、米国MBA
派遣制度と明確にわかる記述があったのが26社（9．9％）、留学派遣制度に関する記述が
あったのが52社（19．8％）であった。したがって、米国MBA派遣制度を含む留学派遣
制度に関する記述があったのは、合計で78社（29、7％）である。つまり、全体の3割程
度の企業が、留学派遣制度に関する記述を行っており、さらに全体の1割程度の企業が、
米国MBA派遣制度に関する記述を行っていることになる。
　米国MBA派遣制度であると明確に判断できる記述の例は、「海外留学＝＝ビジネス・ス
クール、ロースクール」（旧富士銀行）、「海外研修制度（語学、ビジネススクール、特定
テーマ、実務）」（伊藤忠商事）、「海外研修＝欧米ビジネススクール派遣など」（北陸銀行）
などである。
　米国MBA派遣制度に関する記述を行っている26社のうち、派遣先ビジネス・スクー
ル名を記述しているのが11社（42．39・）であった。それらは全て、ハーバード・ビジネ
ス・スクール、シカゴ・ビジネス・スクールなど、米国のトップ・ビジネス・スクールに
限られている。企業にとって主要な派遣先である米国のトップ・ビジネス・スクール名を
記述することにより、企業のグローバルなイメージや、社内にトップ・ビジネス・スクー
ルを修了した派遣MBAの先輩の存在を求職者にPRしているのである。
　さらに、米国MBA派遣制度の記述がある26社の業種は、金融が20社（76．9％）と
もっとも多い。この傾向は、2000年企業調査での回答企業の3割程度が、商業・金融
関連の企業であったことにも示唆されている（資料1：Q23（1））。さらに「金融業界で
は、複雑な金融に関する専門分野の研究が世界的にも進んでいる米国のビジネス・スクー
ルのMBAであることは、他の業種よりも重視される」と派遣MBAからも指摘されてい
る。
　同業他社や優秀社員の獲得に対する競争意識が高いのも、金融業界であると推測される。
1　日本経済新聞社編（1997）ユ998年度版就職ガイド・ブック、日本経済新聞社。
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企業間の横並び意識の存在については、「多くの日本企業が米国のビジネス・スクールに
社員を派遣するのは横並び意識のためである。企業の人事担当者は、同業他社の派遣人数
を常に気にしている。したがって、人材活用とは別の目的のために制度が存在しているこ
とが問題だと思われる」との派遣MBAからの指摘もある。
一方、留学派遣制度全体の派遣人数からみてみると、米国のビジネス・スクール（2年
制）への年間平均派遣人数である2．9人より（資料1：Q20（1））、短期派遣制度である
語学・専門学校（年間平均派遣人数4，1人）や海外トレーニーとしての派遣人数（3．4人）、
長期派遣制度でも技術系大学院への派遣人数（4．8人）の方が多い傾向にある（資料1：
Q21）。派遣人数からすると、年間平均派遣人数が少ない米国MBA派遣制度よりも、
年間平均派遣人数が多い制度を中心に記述を行う方が現実的であると思われるが、留学派
遣制度を実施している企業の3分の1が、米国MBA派遣制度を中心に記述しているのは、
求職者に対するPR効果が、ほかの制度よりも高いからである。実際には、米国のビジネ
ス・スクールへの年間平均派遣人数が1名である、もしくは過去数年間は誰も派遣してい
ない、さらには、社内の派遣MBAのほとんどが退職してしまっているといったケースに
おいても、過去に派遣の実績があったという観点から、米国MBA派遣制度に関する記述
を行う企業もある。
　求職者の米国MBA派遣制度に対する関心の高さは、新入社員の採用時、大学生から米
国MBA派遣制度の応募条件や選抜要因に関する具体的な質問が多く寄せられるという人
事採用担当者からの指摘や、米国MBA派遣制度の有無は、大学時代には企業を選択する
際の重要な要因の一つであったという派遣MBA自身からの指摘にも示唆されている。
②各企業の会社案内（カタログ）での米国MBA派遣制度に関する記述
　また、大手企業200社の会社案内（1998年度版）における米国MBA派遣制度に
関する記述を分析した。その結果、200社の中の10社（5．0％）2で、米国MBA派遣制
度に関する特集が組まれていることが明らかになった。その特集内容を整理すると、社員
　2これら10社に限定して、社員募集（ホーム・ページ）での米国MBA派遣制度の記述について
検索したところ、住友信託銀行だけが米国MBA派遣制度に関する記述を行っていた。それは、「プ
ロフェッショナルを目指して」と題して「留学はハーバード、マッサチューセッツ工科大をはじめ
ビジネス・スクールへ」という内容である。今後、さらに企業のホーム・ペー一ジでの社員募集が重
視されてくるにつれ、米国MBA派遣制度のホーム・ページでの記述も重視されていくことが予測
される。
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の留学体験記、プロフェッショナル資格としてのMBAの紹介、派遣者の応募資格、派遣
先のビジネス・スクールの詳細、過去の派遣の実績である。
　社員の留学体験については、数頁の特集を組んでいるものもみられる。例えばリクルー
ト社では、カリフォルニア大バークレーのビジネス・スクールに在学中の社員の留学体験
が詳細に記述されている。その社員の留学体験は「…　　具体的にリクルートが（業界に
おけるNo．1を目指していくために）何をやるかって？おっとそんな大切な情報をこんな
ところで話せませんよ！聞きたければ直接私に聞いて下さい。いつでもWELCOMEです」
と締めくくられている。記述全体として、派遣中の社員と求職者の間の親密感を深め、求
職者の派遣に対する好奇心を高めるような効果をもたらす記述方法がとられている。すな
わち、リクルート社に入社することにより、米国のビジネス・スクールでの楽しい留学経
験が体験できるチャンスが誰にでもあるというイメージを、求職者にPRしているといえ
る。
　東京証券取引所でも、カリフォルニア大バークレーのビジネス・スクールに在学中の社
員の留学体験を特集している。この社員は「ビジネス・スクールで培った経験は、今後の
東証の発展の一助となるものと信じています」と述べている。
　リクルート社の派遣社員による記述は、求職者が親密感を抱けるよう工夫されている反
面、東京証券取引所からの派遣社員による記述は、米国MBA派遣制度による経営のプロ
フェッショナルの育成を目指すという企業の意図が明示されている。両社とも米国のトッ
プ・ビジネス・スクールに在学中の社員の留学体験を特集している点で共通しているが、
求職者に繭する制度のPR方法と、そこから読みとれるメッセージは異なっている。さら
に、リクルート社と東京証券取引所の両社に共通したPR方法として、留学中の派遣社員
を実名と顔写真付きで特集することで、その情報の新しさや信頼性をさらにPRしている。
同時に、企業の社員に対するグローバルな教育に対する投資、企業のグローバルなイメー
ジ、先輩社員の優秀さなどのPRの相乗効果も期待できる。
MBAをプロフェッショナル資格の1つとして扱うものとしては、中央信託銀行におけ
る6名の資格保有者の社員の特集があげられる。それらの資格とは、MBA、不動産鑑定
士、証券アナリストなど、いずれも「プロフェッショナル」資格と呼ばれるものである。
これらの資格のはじめに紹介されているのがMBAであり、過去に派遣でMBA学位を修
得した社員に対する質疑応答の形式で記述されている。それらの質問内容は、現在の職務
配置、MBAに対する優遇、個人的な仕事のやりがいなど、9項目にもわたっており、派
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遣MBAのプロフェッショナルとしての社内での活躍が目立つ内容となっている。
　このように、MBAとは求職者に「プロフェッショナル」としてのイメージを抱かせる
のに効果的であると思われる。すなわち、rMBAイコール国際経営のプロフェッショナ
ル」という一般的な社会での見方も手伝い、MBAはほかのプロフェッショナル資格と呼
ばれる公認会計士や税理士などよりも、グローバル指向が強い求職者に対するPR性が高
いのである。
　米国MBA派遣制度の応募資格に関しては、例えば、東京三菱銀行が米国MBA派遣制
度の派遣先ビジネス・スクール、派遣時期、派遣期間、派遣人数とともに、派遣対象者及
び選抜方法を明示しているものがあげられる。求職者の中には、この制度への応募資格を
具体的に知ることにより、自分の応募の可能性を見極め、その企業への応募を真剣に考え
るきっかけとなるのである。
　派遣先ビジネス・スクv－－tルについては6社が明らかにしている。これら6社の記述の共
通点は、米国のトップ・ビジネス・スクールが中心であり、それ以外では、東京三菱銀行
がINSEAD（フランスのビジネス・スクール）を記述するのに限られている。
　企業が派遣先のビジネス・スクールとして、米国のトップ・ビジネス・スクールを重視
しているのは、米国のビジネス・スクールへの派遣がMBA派遣制度の中心であることは
もちろんであるが、米国のトップ・ビジネス・スクールは世界的にも知名度が高く、海外
派遣に関心のある求職者の一番のあこがれであるからである。
　過去の派遣実績に関して、「欧米の一流大学院（MBA，LL）への留学派遣制度では、同
期の1割以上の派遣実績をもつ」などの記述がみられる。しかし、この記述を行っている
企業における、1990年代の派遣MBAの退職率は100％であり、現在、企業内に派
遣MBAは1人も残っていないことが、2000年企業調査から明らかになっている。つ
まり、社内の派遣MBAの存在をPRするのではなく、過去の派遣実績だけを重視してい
るのである。
　確かに、その企業が過去に米国MBA派遣制度を実施した経験がある限り、派遣MBA
のほとんどが退職しようが、彼らの帰国後の活用に問題があろうが、派遣の実績を記述す
ることに何の問題もない。派遣実績と派遣MBAの退職率とは関係がないとの見方である。
また、派遣の実績を派遣MBAの退職率や活用問題と切り離して考えるのであれば、優秀
社員の獲得を目的として制度自体の運営は継続させていきたいという、企業の意図は明確
である。
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　以上のように、米国MBA派遣制度を実施している企業では、実際には極めて少数派遣
であったり、派遣MBAの退職や活用に問題があったとしても、制度の存在を求職者に対
するPR手段として活用しているといえる。企業は、派遣先としての米国のトップ・ビジ
ネス・スクールの求職者に対するPR性の高さや、そのメッセージ効果を高く評価活用し
ているのである。
（4）若手社員のインセンティブ
　4割程度の企業が優秀社員の獲得を「重要」「やや重要」と回答しているのに対し、そ
の2倍である8割程度の企業が、若手社員のインセンティブとしての役割を「重要」「や
や重要」と回答している（図表2－2参照）。したがって、若手社員のインセンティブと
しての役割への期待は、インセンティブ目的の中心であるといえる。企業が若手社員のイ
ンセンティブとしての役割を重視していることを明らかにするために、社員の米国MBA
派遣制度への応募率と応募者の傾向に着目している。
　米国MBA派遣制度への社員の平均的な応募率は2倍から3倍であるが、その幅は1倍
から30倍までと企業によるバラツキは極めて高い（資料1：Q5（2））。社員の平均的な
応募率が2倍から3倍であるというのは低いように思われるが、応募率を低く押さえる以
下の3つの要因を考慮する必要がある。
　第1に、応募に際しては厳しい条件が付いていることである。例えば、ある企業では、
応募するためには最低でも、実務経験が3年から8年程度、大卒以上、留学に必要なテス
トであるTO肌とGMATの各点数が600点以上、さらに派遣先のビジネス・スクール
も全米ランキング上位20校に限る、という4点をクリアすることが応募条件となってい
る。一般社員が、TOEFL、　GMATの各点数を600点以上獲得することは極めて困難であ
る。したがって、よほど英語力に自信のある社員しか応募してこないであろう。それも米
国のトップ・ビジネス・スクールへの入学を考えると、その数はさらに限られてくるので
ある。
　このような厳しい条件をクリアにして、米国のトップ・ビジネス・スクールに入学でき
そうな社員が社内になかなかいないとの問題点が企業から指摘されている。さらに、英語
力が派遣者を選抜する際のもっとも重要な選抜要因になっていしまい、逆に英語力のない
社員は応募すらできない状況にある。より多くの若手社員に対するインセンティブとして
の役割を期待している企業では、可能な限り多くの社員が応募できることを考えているの
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である。
応募者にとっても米国MBA派遣制度とは、「まず社内における厳しい競争を勝ち抜き、
さらにビジネス・スクールに入学するための競争に勝ち抜かなければならない。最終的に
は2段階の試練に勝ち残らなければならない」という指摘の通り、厳しい2重のステップ
を踏むまなければならない。一般には、若手社員のインセンティブを重視するため、制度
的には多くの社員の応募を可能にしてはいるが、実際に応募してくるのは、ごく一部の学
力や英語力に優れた社員だけである。
　第2は、日本のバブル経済崩壊以降、日本企業における新卒社員の採用人数の減少傾向
により、募集する若手社員の母集団の人数が減少してきていることである。ある企業では、
1990年代後半は特に文化系の新卒採用人数が削滅されており、さらに採用されたうち、
少なくとも10人は入社してすぐに海外子会社に海外トレーニーとして派遣されるため、
米国MBA派遣制度への応募が可能な若手社員の人数がさらに減少する傾向にあるという。
この企業では今後、米国のビジネス・スクールへの派遣人数を削減することを検討中であ
る。さらに、少ない母集団から派遣に適切な人材を選抜することが困難になってきており、
派遣に適切な人材がみつからない年度が存在することも、派遣人数を削減したいと考えて
いる要因の一つである。
　第3は、1990年代後半の若手社員全体の傾向として、米国MBA派遣制度に代表さ
れる学位修得が難しい長期の留学派遣制度よりも、短期間で学位修得を目的としない海外
トレーニーとしての派遣制度や語学・専門学校への派遣制度など、派遣成果が実務と直結
しやすく、苦労も少なくてすむ短期の留学派遣制度への参加を好む傾向が強まってきてい
ることである。米国のビジネス・スクールでMBA学位を修得すること自体が困難である
以上に、その間は実務を離れることで、同期入社の同僚より昇進面などで後れをとってし
まうなどのリスクを、若手社員が嫌がる傾向がみられる。
　グローバル指向が極めて強く、帰国後のキャリア形成におけるマイナス面でのリスクを
背負う覚悟がある社員でもない限り、MBA留学には簡単に踏み切れないのも確かである。
さらに苦労してMBA学位を修得したからといって、帰国後に優遇されることはあまりな
く、個人的な満足や達成感以外に、社内でのMBAのメリットが少ないことも、最近の若
手社員に敬遠される要因であろう。このような最近の若手社員の意識変化に伴い、米国の
ビジネス・スクールへの派遣人数を削減して、海外トレーニーとしての派遣制度を中心に、
実践的である短期の留学派遣制度を充実させる方向を目指す企業もではじめている。
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　しかし平均的には、米国MBA派遣制度への応募者数は、過去3年ほど、変わらない傾
向にある（資料1：Q5（3））。毎年ある一定の応募者数は確保できているのである。この
背景には、通常、社員がMBA留学したい場合でも、企業は長期休暇や休職を認めない傾
向にあるため（資料1：Q19）、社員にとっては派遣で留学するか、退職して私費で留
学するかという二つの選択肢しか残されていないことが影響している。ある企業では、私
費留学などによる休職は認めていないため、MBA留学したい社員については、可能な限
り派遣で留学させるよう努力している。
　企業がMBA留学したいという社員に対し、派遣で留学させるよう努力しているのは、
MBA留学を考えるような優秀社員を簡単に退職させたくないという、企業の意図による
ものである。MBA留学したいという優秀社員を簡単に退職させてしまうよりは、派遣で
留学させ、帰国後は企業に貢献して欲しいといと考えている。長期休暇制度や休職が認め
られない企業でMBA留学を志す社員にとっては、米国MBA派遣制度のインセンティブ
としての役割は、さらに重要なものとなっている。
　以上のように、少人数ながらも、毎年一定の応募者数を確保している米国MBA派遣制
度は、グローバル指向の若手社員のインセンティブとしての役割を担っているといえる。
派遣MBA自身の「自分が派遣された企業の表向きの派遣目的として、米国文化を身をも
って体験し英語を学ぶという説明を受けたが、企業の本音は若手社員のインセンティブだ
と思う。制度の運営によるグローバル企業というメッセージ効果も重要である。また、社
内のMBA人材の必要性よりも、若手社員のインセンティブという意味合いが強いのは確
かである」という発言や、「派遣目的は表向きには海外人材の育成と幅広い知識の修得と
されていたが、本音は完全に新卒採用のためのリクルーティングや、社員に対するインセ
ンティブのためであり、それは社内での公然の派遣目的になっている」といった指摘にも、
インセンティブ目的の重要性が示唆されている。
3．派遣MBAの修得スキル
（1）派遣MBAに期待される修得スキルの区分
企業が期待する派遣MBAの修得スキルを明らかにするためには、派遣MBAの修得ス
キルに関する過去の文献を整理することが必要である。米国MBA派遣制度の先行研究で
取り上げた調査・研究に限らず、MBA専門家の意見やMBA関連の記事なども含めた多
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様な情報から、派遣MBAに期待される修得スキルの明確化と区分を行う3。
　日本企業の派遣目的は、「外国のビジネス・スクールに留学生を送り出す企業の側から、
日本企業の本音をいえば、その派遣制度の狙いは、高度な専門的トレーニングと知識の習
得それ自体では多分ないであろう。むしろ言語能力、とくに英語力のブラッシュアップと
外国での人脈づくりにその狙いがあるのではないだろうか」4といわれてきている。語学
力の向上、アメリカ経営の取得、国際的な人的ネットワークであるとの指摘もある（小林、
1992，23－24頁）。また、派遣MBAに期待される修得スキルに関して、唯一実
証的研究といえるのが『日本経営教育システム構想委員会研究報告書』（神戸大学経営学
部編、1990）である。
　このような派遣MBAに期待される修得スキルに関する意見・研究・調査を整理すると、
英語力のブラッシュアップ、外国での人脈（国際的な人的ネットワーク）、アメリカ経営
学（経営判断力の獲得）、専門知識の獲得、国際センスの向上（世界への視野を広げる）、
現地事情が指摘されている。これらの修得スキルは、英語力のブラッシュアップ、外国で
の人脈、国際センス、現地事情の理解という「グローバル・スキル（Global　skilD」と、ア
メリカ経営学、専門知識の獲得という「プロフェッショナル・スキル（Professional　skill）」
の二つのスキル領域に大別できる（Kim、1998b）。
　「グローバル・スキル」には、英語力のブラッシュアップ、外国での人脈、国際センス、
現地事情の理解などが含まれるが、すなわち「国際センス（lntemational　sense）」「国際人
的ネットワーク（lnternational　human　network）」「英語力（Business　English＞」である。「国
際センス」とは、異文化に対する感受性や理解力が高く、異文化社会での生活や仕事に対
する適応能力のことである。「国際人的ネットワーク」とは、異文化社会で外国人との人
脈を形成・維持する能力のことである。そして「英語力」とは、英語で職務を遂行するた
めの語学力、及び日常的な生活面での英語のコミュニケーション能力のことである。
　「プロフェッショナル・スキル」とは、KatZ（1982）が提唱するテクニカル・スキ
3
スキルの区分に関しては、Katz（1982）とヒューマン・アセスメント（マネジメント・サー
ビス・センター編、1994）によるスキルの区分方法を参考にしている。その理由は、Katzは管
理職のスキルの区分を目的としており、ヒューマン・アセスメントも管理職のスキルの区分を含ん
でいること、現在でもこれらのスキルの区分方法は企業で活用されていることである。派遣MBA
に対するスキルの区分には、管理職のスキルの区分がより適切であると思われる。
4　榊原清則（1996）「企業も個人も熱中するMBAはビジネスにほんとうに有効か？」実業の日
本社編集部r実業の日本』12月号、実業の日本社、42－45頁。
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ルとコンセプチュアル・スキルを総称したものであり5、アメリカ経営学、専門知識の獲
得等が含まれるが、それらは「経営管理能力（Management　skil1）」「専門知識（Special
㎞owledge）」に区分できよう。「経営管理能力」とは、企業の経営管理全般に関わるプロ
フェッショナルとしての専門スキルのことであり、「専門知識」とは、特定の経営分野に
おけるスペシャリストとしての専門スキルのことである（金、2001、24－45頁）。
（2）派遣MBAに期待される修得スキルとその成果
企業が期待する派遣MBAの修得スキルとその成果に関するアンケート調査結果は、図
表2－3（資料1：Q3から作成）に示している。全体の傾向として、成果よりも期待の
度合いの方が高い。唯一、英語力だけが企業の期待と成果の度合いが一致しているが、英
語力を除く修得スキルは全て、成果と期待の間にギャップが生じている。それは、英語力
がほかの修得スキルよりも、具体的に成果としての評価が容易であるためと思われる。
　企業が期待する派遣MBAの主な修得スキルは、国際センス、英語力、経営管理能力、
専門知識である（図表2－3参照）。しかし、経営管理能力と専門知識は、実務的な成果
が発揮されない限りその評価が困難であることが、成果が期待よりも低く評価されている
ことと関係している。
　さらに、育成目的と派遣MBAに期待される修得スキルとその成果の相関関係は、図表
2－4（資料1：Q1とQ3の相関関係）の通りである。育成目的と派遣MBAに期待さ
れる修得スキルの間には、専門スタッフの育成と専門知識の間に正の相関、国際専門スタ
ッフの育成と国際センスの間に弱い正の相関、グローバル・マネジャー予備軍の育成と国
際人的ネットワークの間に弱い正の相関関係がみられる。すなわち企業は、専門スタッフ
の育成を目的とする場合は専門知識の修得を期待しており、国際専門スタッフの育成を目
的とする場合は国際センス、グローバル・マネジャー予備軍の育成を目的とする場合は国
際人的ネットワークの構築を重視しているのである。
　5Katzが提示した3つのスキル区分は、テクニカル・スキル（特定の活動、手法、プロセス、手
順、あるいはテクニックを関わり合う活動を理解し、それに熟達していること）、ヒューマン・スキ
ル（グループの一員として手際よく仕事をし、自分の率いるチーム内で力を合わせて努力する場を
作り上げる能力のこと）、コンセプチュアル・スキル（企業を総括的に捉えることのできる能力のこ
と）である。換言すれば、知識を行動に変換する能力としてのスキルの概念は、技術的行動をとる
（テクニカル・スキル）、個人とグループを理解し動機づける（ヒューマン・スキル）、共通の目標
に向かって組織の行動と関心を全て調整し統合する（コンセプチュアル・スキル）という3つのス
キルに区分できるものでなくてはならないとしている（Katz、1982）。
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図表2－3　企業が期待する派遣MBAの修得スキルとその成果
専門知講ζ
／
9
?
4．4英語力
口期待口成果
図表2－4　育成目的と派遣MBAの修得スキル（期待と成果）の相関関係
期待
国際センス 国際的人的
lットワーク
英語力 経営管理能力 専門知識
専門スタッフ 0，101 0，016 0，109 0，036 0．605＊＊＊
経営幹部 0，008 0，022 一〇．297 0，220 一〇．399＊＊
国際専門スタッフ 0，338 0，167 0，200 一〇，054 一〇．011
グローバル・マネジャー 0，036 0．220＊ 一〇．054 一〇．485＊＊＊ 一〇．089
成果
国際センス 国際的人的
lットワーク
英語力 経営管理能力 専門知識
専門スタッフ 0362 一〇．307 0245 0，091 0，299
経営幹部 一〇，182 一〇．（y74 一〇．392＊＊ 0，146 一〇．450＊＊
国際専門スタッフ 0，146 0，132 一〇，198 一〇，133 一〇，187
グローバル・マネジャー 一〇．064 0、533＊＊＊ 一〇．371 一〇，167 一〇，158?
：15ケースは、欠測値のため除外されており、27観測資料を計算に使用。
＊5％水準で有意、＊＊1％水準で有意、＊＊＊0．1％水準で有意（両側t検定）。
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　尚、企業が意味するグローバル・マネジャー予備軍の修得スキルとしての国際人的ネッ
トワークとは、米国のビジネス・スクールでの日本人学生同士やアジアからの留学生との
人的ネットワー・一クではなく、米国人学生との人的ネットワークのことである。例えば、あ
る企業は「優秀な米国人学生との国際人的ネットワークは、将来的に企業や派遣MBA自
身に有益であり、米国に派遣したのだから米国人との国際人的ネットワークを中心に構築
するべきである」と考えている。
　さらに、育成目的と派遣MBAの修得スキルの成果との間には、専門スタッフの育成と
国際センスの間に弱い正の相関、グローバル・マネジャー予備軍の育成と国際人的ネット
ワークの間に正の相関関係がみられる。すなわち企業は、専門スタッフの育成目的に対し
ては専門知識の修得を期待する反面、実際の派遣成果としては、専門知識よりも国際セン
スを高く評価しているのである。
（31派遣MBAの修得スキルが高く評価されない背景
　一般に、派遣MBAは2年間も海外留学してきたのだから、当然、英語力や国際人的ネ
ットワークを修得して帰国すると考えられている。しかし、派遣MBAに期待されるほど
には、成果は企業に評価されていない。すなわち、あるていどの英語力を修得して帰国し
たからといって、米国人と十分にコミュニケーションできるとは限らないという認識が、
企業の間で強まってきているのである。英語力を修得することと、相手との間に納得のい
くコミュニケーションを行うための基礎的な能力でもある、交渉力や社交性を修得するこ
ととは別の問題である。さらに、国際人的ネットワークの構築についても、ネットワーク
の対象が米国人とは限らず、日本人同士であったり、アジアからの留学生とのネットワー
クが中心であったりすることも、企業があまり成果を評価しない要因であろう。
派遣MBAの中にも、海外留学の際の基本的な修得スキルである英語力や国際人的ネッ
トワークの構築が不十分なまま帰国する者が存在する。このことは、派遣MBA自身によ
る「日本人MBAには二つのタイプがあると思われる。それは外国人留学生と同じように
MBAスキルを修得してきた人と、日本人学生とのチーム・ワークにより2年間をサバイ
バルしてやっとMBA学位を修得できた人である。後者はMBAスキルを修得していない
にせものである。日本企業の問題は、これら2つのタイプの人材を区分できないことにあ
る。したがって、日本人MBAの実力は社内で『使えない』『たいしたことはない』とい
う評価に繋がってしまう」という指摘に端的に示されている。
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　修得して当然であると思われている英語力の修得や国際人的ネットワークの構築が、予
想外にも日本人MBAにとっては課題となっていることが、　Sugano（1990）の調査に
も示唆されている。それは、米国のビジネス・スクールに在学中の学生に対する質問で、
旧本人学生の気になる点」として、日本人学生がもっとも多く指摘するのが、「他のア
ジァ人より英語に問題がある」（27％）ことである。同じ質問に対して、アジア人学生は
17％、米国人学生の5％しか問題があると回答していない（Sugano、1990，51頁）。
さらに「学業上の問題点」としても、日本人学生は「学業が厳しい」（38％）に続いて、「英
語力が十分でない」（30％）を指摘している。反面、アジア人学生の12°／。しか「英語力
が十分でない」を指摘していないことからも、留学中の日本人が英語力の不足で苦しむ傾
向が明らかになっている（Sugano、1990，31頁）。
　日本人学生の英語力の不足をさらに深刻化させているのが、米国人学生からの指摘がも
っとも多かった「静かで内向的である」（20％）という、日本人の一般的な性質であろう。
なかなか米国人学生とうちとけられず、日本人同士またはアジア人学生と第2外国語（英
語）での会話という環境では、英語力が不足してしまうのは当然のことである。
　同様に、国際人的ネットワークの構築についても、日本人学生全体の問題点として、米
国人学生とアジア人学生にもっとも多く指摘されているのが、「日本人学生は彼ら同士で
集まる傾向が強い」（54％）ことである。4分の1を占める日本人学生も、日本人学生同
士で集まりやすい傾向を問題点として指摘しているくSugano、1990、51頁）。
　加えてSuganoの調査は、日本人学生と米国人学生、及びアジア人学生、さらには教員
との関係にまで調査がおよんでいる。日本人学生と米国人学生との関係については、日本
人学生の3割程度が、問題があると指摘している（Sugano、1990，41頁）。日本人
学生は、常にアジア人学生や日本人学生同士で集まりやすいからである。
　とくに、日本人学生の英語力の不足という問題が、米国人学生とのコミュニケーション
を困難にさせていると思われる。日本での受験や文法中心の英語教育によって修得された
英語力や派遣者同士の助け合いなどにより、彼らが米国のビジネス・スクールでの授業を
乗り切っていくことは可能であるが、米国人とクラスでディスカッションを行うことや、
個人的なコミュニケーションをとるとなると問題を抱えてしまうのである。
　同様に、日本人学生の教員との関係についても、日本人学生の3割程度が問題があると
指摘している（Sugano、1990，39頁）。日本人学生が教員との関係の構築に苦労す
る理由として、日本人学生が日本で受けてきた意見を述べなくてすむ受動的なクラス態度
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や、教員との上下関係が明確である日本の教育制度からの影響が考えられる。それは、「米
国のビジネス・スクールの教員の質問に、私がまともに答えられるはずがない。日本企業
の中で、上司が私に期待したことといえば、忠実に命令に従い、真面目に仕事をすること
であって、決して自分自身の生意気な意見を持つことではなかったからだ」（竹内、19
95、254頁）というハーバード・ビジネス・スクールに留学した日本人の言葉にも示
唆されている。さらに、受験システムという日本の自由競争は、自己準拠化によってつく
られる人間像であり、それは情熱も熱意もなく、しかしそれなりのがんばり人間が日本の
エリート像である（竹内、1995、254頁）ともいわれている。
　尚、日本人学生のアジア人学生との関係は、日本人学生のほとんどが問題がないとして
いる（Sugano、1990，41頁）。日本人学生にとって、同じアジアからの留学生とし
て文化的な共通点を多くもつアジア人学生との交流は、比較的容易なのであろう。しかし
ながら日本企業は、日本人学生同士やアジア人学生との交流よりも、優秀な米国人学生や
教員との国際人的ネットワークの構築を重視している。
　米国のビジネス・スクールにおいて日本人学生同士が集まりやすいというSuganoの調
査で明らかになった傾向は、97年MBA補足調査からも明らかになっている。派遣MBA
の場合、私費MBAのように帰国後に必死になって仕事を探す必要もないため、派遣者同
士が助け合い、米国のビジネス・スクールでの厳しい勉強を乗り切って、逆に優秀な成績
で修了していく傾向は、派遣者同士ならではのメリットとして指摘されている。反面、英
語力の修得や国際人的ネットワークの構築という側面からは、極めてマイナスである。
　しかし、米国のビジネス・スクールで日本人学生同士が集まりやすいという傾向は、卒
業後の日本人のMBA同士の結束を強めるという逆のメリットを生んでいる。国内での日
本人のMBA同士のネットワークが重視されるという傾向は、1990年代から特に強ま
ってきている。日本に戻ってからは、外国人との人的ネットワークよりも、日本人のMBA
同士の人的ネットワークの方が、実際の仕事上でのメリットが大きいとされている。
　例えば、シカゴ・ビジネス・スクールの日本人のMBA同士のネットワークでは、日本
では通常30歳代、40歳代で課長・部長クラスになると社外とのつながりが欲しくなる
ため、そのようなニーズに対応して、シカゴ大学のOB会では、大学の学部のOB会より
も近いバック・グランドで、さらによりハイレベルでの直接のコネクションづくりを可能
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にしている6。日本企業ではトップに立ち権限が拡大してこそ社外のつながりが威力を発
揮するため、日本人MBAのメンバーが日本企業の中枢に入ったとき、米国のトップ・ビ
ジネス・スクールのOB会は、その威力を発揮するとも指摘されている。
　最近では、ニューヨーク大学のビジネス・スクールのように、米国のビジネス・スクー
ルと日本の同窓会がホーム・ベージを通しての就職情報の公開やビジネスに関する情報交
換、さらには日本人OBと米国のビジネス・スクールの学生との勉強会などが活発化して
きている。日本人のMBA同士の日本での堅い結束は、その活動内容も単なる懇親会や人
的交流から、戦略的なビジネスに関する情報交換へと内容を変えつつある。
　このような日本人のMBA同士の親密なネットワークが、派遣MBAが転職をする際の
貴重な情報源となって、転職を促進させているのも確かである。例えば、同窓生であるMBA
の実際の転職体験、MBA人材を対象とした外資系企業からの求人、　MBA同士の処遇比較
などの情報交換を通して、ネットワーク内の日本人MBAを刺激したり、さらには企業へ
の不満をあおったりして、彼らの転職を後押ししているケースである。また、米国のビジ
ネス・スクールの在学時代に知り合った日本人MBAから同窓会でたまたま声をかけられ
たケースや、派遣MBAが同窓会で入手したMBAを対象とした求人情報を、同僚の派遣
MBAにもちかけて転職を支援したというケースもみられる。
　最近は、学閥より「MBA閥」とまでいわれている7。企業の意図とは裏腹に、派遣MBA
にとって日本人のMBA同士の人的ネットワークの構築は、米国人との人的ネットワーク
の構築以上に、とくに帰国後、転職情報の交換なども含めて個入的なメリットが大きいと
いえよう。
（4）派遣MBAが考える派遣成果
派遣MBA自身が考える派遣成果とは、グローバル・スキルよりもプロフェッショナル・
スキルであるとの認識が強い。一般の米国大学院派遣や技術派遣とは異なり、米国のビジ
ネス・スクールならではの修得スキルであると考えられているのが、プロフェッショナル・
スキルである。すなわち派遣MBAは、グローバル・スキルの修得を期待するのであれば、
米国のビジネス・スクールへの派遣以外の長期の留学派遣制度、さらには短期や中期の留
6 「シカゴ大学の日本人MBA財務分野で結束を強める」『日経産業新聞』1996年8月16日付朝
刊。
?
「学閥よりMBA閥j　r毎日新聞』1990年3月20日付夕刊。
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学派遣制度でも、あるていどのスキル修得が可能であると考えている。彼らはMBAであ
ることにより、プロフェッショナル・スキルを修得したという高いプライドを持っている。
派遣MBAが指摘する、派遣の成果としてのプロフヱッショナル・スキルとは、米国流
コンセプチュアル・シンキング、ジェネラル・マネージメント能力、合理的・革新的思考、
問題発見・解決能力、思考力などである。すなわち、経営管理能力と専門知識の両スキル
を成果としている。
一方、派遣MBAが派遣成果として認識しているグローバル・スキルとは、他国の文化
や考え方を理解する能力、グローバルな領域における問題解決能力、日本企業がグローバ
ルに競争していくために国際的な商習慣を理解し外国企業と対等にコミュニケートできる
能力などである。すなわち国際センスである。英語力と国際人的ネットワークを派遣成果
として指摘する派遣MBAは極めて少ない。彼らにとって英語力と国際人的ネットワーク
とは、MBA留学に伴う最低限でも修得されるべきスキルであるからに他ならない。
　さらにMBAであること自体が、実務上メリットになっている点も派遣成果であるとさ
れている。例えば、取引相手にもMBAが多いため、共通の言葉やフレームワ・一一一クで交渉
ができることや、米国では「MBA＝米国ビジネス理解者」と認められるため、米国人と
の仕事が進めやすいことなどである。
　また、米国のビジネス・スクールで修得したストレス耐性や忍耐力、自分を考え直す時
間が持てたこと、将来のキャリア設計に対して真剣になったことなど、修得スキルとまで
はいえないが、個人的に様々な面でプラスになった点も、派遣成果として認識されている。
企業が期待する修得スキルに対してよりも、個人的なキャリアに対してどのようなスキル
がプラスになっているかがより重視されている。それは「派遣によるMBA留学とは、企
業が評価することが少ないため、自己評価、自己満足するしかない」という指摘に端的に
示されている。
4．帰国後の処遇
（1）帰国後の処遇
派遣MBAの帰国後の処遇については、日本企業の中で日本人MBAは特にMBA学位
の保持を理由に厚遇されることはないし、現在も状況は変わっていないといわれている（吉
村、1999b）。その理由として、日本人MBAは極めて少数のため特別な処遇ができな
い、日本企業は雇用の面において年功序列や終身雇用の傾向が強く、資格の修得があまり
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考慮されない、またする必要もなかったためとされてきた。すなわち、rMBAについては
未だ積極的に評価されているとは思わない」（吉村、1999b）というのが一般的な見解
である。
　日本企業が帰国後の派遣MBAを処遇面であまり評価しない傾向は、2000年企業調
査からも明らかになっている。図表2－5（資料1：Q11から作成）に示すように、派
遣MBAの帰国直後の資格・給与・職位は、派遣前とほとんど変わらない。帰国直後の資
格・給与・職位が変わるケースはまれであり、変わる可能性のあるのが配属と職務である
が、それぞれ「どちらともいえない」ケースがもっとも多く（5割程度）、帰国する年度
や個人により同じ企業でも多様である。
図表2－5　派遣MBAの派遣前後の処遇変化
資格
給与
職位
????
O％ 20％ 40％ 60％ 80％
4
4
0
100％
ロ変わらない口あまり変わらない■どちらともいえない■やや変わる■変わる
帰国直後の配属と職務が「変わる」「やや変わる」と回答する企業は、それぞれ3割程
度であり、「変わらない」「あまり変わらない」とする企業も、それぞれ2割程度である（図
表2－5参照）。「どちらともいえない」がほぼ5割で、実態としては「変わる」場合と「変
わらない」場合に二分されているとみることができる。
職務配置が変化するケースでは、図表2－6（資料1：Q13から作成）で示すように、
いくつかの傾向がみられる。
　第1に、海外での職務よりも国内での国際的な職務に配置されるケースが多いことであ
る。米国MBA派遣制度は若手社員の派遣が中心であり、その多くが派遣前に十分な実務
経験を積んでいないため、まずは国内であるていどの実務経験を積ませる必要があると企
業は考えている。派遣MBAに対し、本社の経営管理について理解させることが優先であ
り、帰国直後の派遣MBAをすぐに海外での実務に活用できるとは考えていない。海外よ
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りも国内の国際的な職務で、少なくとも数年間は実務を積んだうえで、その後の業務成績
や海外支店での人材のニーズなどの条件により、将来的には海外での職務に就く可能性も
ありうるのである。
図表2－6　派遣MBAの帰国直後の職務変化
　したがって、国内の国際的な職務と回答する企業が4割程度（「その通り」の回答）で
あるのに対し、海外の職務と回答する企業は3割程度（「その通り」の回答）と低い。ま
た、海外での職務に対し「全く違う」「違う」とする企業は2割程度である反面、国内の
国際的な職務に対し「全く違う」「違う」と回答する企業は1社だけである（図表2－6
参照）。
　第2は、経営管理・企画など、企業のマネージメント的な職務に配置するケースがある
ことである。帰国直後の職務配置としてもっとも多かったのが経営管理・企画であり、「全
くその通り」「その通り」と回答する企業が5割程度を占めている（図表2－6参照）。
　一方、帰国直後の派遣MBAが直接経営に携わるには経験不足で年齢的にもまだ若いと
いう理由から、実際には経営への積極的な参加やコミットメントはさせたくないという企
業や、経験も豊富で年齢が高い上司をさしおいて、若い派遣MBAの活用を考えること自
体が難しいとする企業もある。さらに、年齢が高く実務経験が豊富な上司と、実務を2年
間も離れた若手の派遣MBAとの折り合いが悪くなることを懸念する企業もみられる。
　派遣MBAが帰国直後、企業のマネージメント的な職務に携わることができても、職務
権限やリーダーシップが発揮できる範囲は限られている。この傾向は、帰国直後の派遣
MBAがリーダー的役割についているかという質問に対して、「どちらともいえない」とい
う回答が最も多かったこと（6割程度）にも示唆されている（資料1：Q13）。
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第3は、派遣MBAを企業内でのプロジェクトや新規事業の立ち上げに参加させたいと
考えている企業が存在することである。反面、企業はそのようなチャンスを派遣MBAに
多く与えたいとは思ってはいるが、企業内でのプロジェクトや新規事業の立ち上げは、実
際にはそれほど多くはなく、まったく存在しないケースもある。
　企業の理想としては、プロジェクトや新規事業の立ち上げに参加させることは、派遣
MBAの有効な活用方法であるとの認識が強い。しかし実際には、そのような機会が少な
いことや、リーダー的役割を与えることが困難であるため、企業の考える理想と現実の間
にズレが生じている。したがって、実際にプロジェクトや新規事業の立ち上げに参加でき
るのは、「その通り」「全くその通り」という回答の合計から、それぞれ4割ないし2割程
度である（図表2－6参照）。
（3）派遣MBAを特別処待遇しない理由
　派遣MBAを特別処待遇しない理由は、図表2－7（資料1：Q12から作成）に示す
ように、派遣MBAも一般社員も実務での成果次第で評価するという企業がほぼ100％
（「全くその通り」「その通り」の回答合計）を占めている。次いで、入社後に修得した大
学院の学歴評価は行わないとする企業が、「全くその通り」「その通り」という回答を合計
すると、5割程度である。さらに、派遣MBAにエリート意識をもたせない、一般社員と
派遣MBAのバランスをとるためという理由については、「全くその通り」「その通り」と
いう回答が、2割から3割程度である。
図表2－7　派遣MBAを特別待遇しない理由
なぜ企業は派遣MBAを特別待遇しないのかが重要な問題である。一般的には、以下の
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主要な4点を指摘することができる。
　第1は、一般社員への配慮である。派遣MBAにエリート意識をもたせないようにした
り、入社後に修得した大学院の学歴評価を行わない企業が存在する背景には（図表2－7
参照）、企業の一般社員に対する配慮があるからである。日本企業ではチーム・ワークを
重視しており、組織における個々の機能中心というよりも、集団中心の協調関係を重んず
る傾向が強い（高木、1997，169頁）。
　さらに、日本企業が一般社員を配慮するのは、選抜されなかった社員の仕事意欲を削ぐ
ことなく、帰国直後の派遣MBAと一般社員を同じスタートラインに立たせることで、一
般社員の派遣MBAに対する反発や反感を回避するというメリットが大きい。派遣MBA
が一般社員にとってエリート的存在ではなく、良い刺激程度の存在であることが重要なの
である。「日本企業では企業内の少数派である派遣MBAよりも、一般社員があくまで活
用の中心である」という企業の指摘にあるように、派遣MBAの一般的傾向である「個を
中心とした人間関係」「独立志向」「自己の確立」などの強い個性は、組織内でかえってマ
イナスになってしまう。また、帰国直後の派遣MBAに対し、一般社員への同化を要請す
る企業もある。極端なケースではあるが、帰国直後の派遣MBAをあえて地方の工場に送
るなどして、いわゆる「MBAのアカ」を落とさせたり、帰国直後の彼らのモニターを強
めたりするケースも指摘されている（丹下、1992，235頁）。
第2は、実務での成果を重視する傾向である。MBAそのもについては評価しないが、
派遣MBAを一般社員と同様に、実務的な成果により評価していきたいと考える企業がほ
とんどである（図表2－7参照）。企業が派遣MBAの評価について実務的な成果ばかり
を強調する傾向は、裏返せば、資格としてのMBAを軽視していることに他ならない。入
社後に修得した大学院の学歴を評価しないという半数の企業（「全くその通り」「その通
り」の回答合計）では（図表2－7参照）、学歴自体に対しては評価しないが、実務的な
成果を中心に評価したいということである。
　このような実務での成果を重視する企業に対し、派遣MBAは「企業の期待する成果を
だせる環境やチャンスがなくては、企業に一方的に成果だけを期待されても、それは無理
である」と指摘する。とくに、派遣MBAの派遣前と派遣後で職務配置が変化しないケー
スでは、この意識は特に強い。派遣MBAの評価に対し、実務での成果次第で評価したい
という企業の意図に反し、派遣MBAは職務配置に対する企業からの配慮がない限り、成
果をだすこと自体が難しいと考えている。
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　第3は、資格としてのMBAを軽視するという、第2の問題の裏面の問題である。企業
が資格としてのMBAを軽視する傾向は、その一端がSugano（1990）の調査にも示峻
されている。それは、米国の主要なビジネス・スクールの日本人学生が指摘するMBA学
位の一番の問題点が、「母国でMBA学位が認知されない」（27％）ことである（Sugano、
1990、35頁）。一方、米国人学生でMBA学位が米国で認知されていないと考える
学生はいない。さらにアジア人学生でも、母国でMBA学位が認知されないと考えている
のは、5％だけである。
　また、MBA学位は企業内での肩書きていどにしか考えていない企業もある。すなわち
MBAとは、何らかのグローバルな学歴をもっている人材であるといったていどの評価し
かされていないのである。社内での厳しい選抜を勝ち抜き、そのうえで米国で経営のプロ
フェッショナルとしての教育を受けてきたという自負が高い派遣MBAにとって、　MBA
学位が「プロフェッショナル資格」ではなく、「肩書き」ていどにしか評価されないこと
は、彼らの高いプライドを傷つけてしまっている。
　企業が資格としてのMBAを軽視する傾向は、企業に「彼らはアメリカナイズされてし
まっている」「一般社員との協調性に欠ける」「自分は特別のエリートだと思っている」な
どといわれていることにも示唆されている。さらに、「MBAに対する上司や同僚の妬みな
どにより、派遣MBAに対する企業の評価を下げようとする風潮が社内に存在する」との
派遣MBAからの指摘もある。
　第4は、日本での理論研究機関としての大学院イメージが強い傾向である。日本の大学
院で修得される修士レベルの学位に対し、企業が学歴評価を行わないという一般的な傾向
』は（図表2－7参照）、日本の経営大学院またはビジネス・スクールでさえも、経営のプ
ロフェッショナルの育成よりも、将来の大学教員の育成や理論研究が中心であり、実践に
役立つ能力やスキル開発はなされていないという認識が強いためである。したがって、プ
ロフェッショナル・スクールの代表的な存在である米国のビジネス・スクールで修得され
るMBA学位に対しても、日本での大学院に対する理論研究機関であるとのイメージから
脱することができず、米国でのようにMBAを経営のプロフェッショナル資格として評価
するまでには至っていない。
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第3章派遣MBAの退職の実態
1．はじめに
米国MBA派遣制度の実態を解明するにあたって、企業iの視点だけではなく、派遣MBA
の視点からも考察することは、本研究の重要な研究課題の一つである。とくに、派遣MBA
の退職の実態を探るために、動機や置かれた状況との関連を探ることが必要である。20
00年企業調査と97年MBA調査において、派遣MBAの退職の概観を明らかにするこ
とはできたが、退職のより深い実態を探るために、転職経験のある派遣MBAを個別のケ
ースとして分析している。
　本章では、派遣MBAの退職の現状について、2000年企業調査を中心に概観した上
で、派遣MBAの退職の実態として、退職理由、退職時期（退職意識の変化）、退職後の
方向について、2000年MBA補足調査のケース分析を中心に考察する。これらの実態
分析から、米国MBA派遣制度には、派遣MBAが退職しやすい構造上の問題点があるこ
とを示唆する。すなわち、インセンティブ目的を重視する企業では、派遣MBAの修得ス
キルに対する期待が低く、帰国後の職務配置に対する配慮も少ないことから、その結果、
派遣MBAの企業への不満が高くなり、退職へつながりやすい制度上の弱点があると考え
られる。
　派遣MBAの退職に対する企業の対策は、誓約書において学費返還義務の規定を明記す
ることに他ならない。この退職対策としての学費返還義務の有効性は事実上、なきに等し
く、またその法的拘束力が弱いことについても実例を通して考察する。
2．派遣MBAの退職の現状
　日本企業に米国MBA派遣制度が導入されていらい、派遣MBAの退職者がでるという
問題は常に存在してきたが、1990年代後半からの退職者のさらなる増加により（資料
1：Q16（3））、問題は表面化してきている。それは、派遣MBAからの「海外大学院留
学で育成した6人の社員（3人は派遣MBA）は、1人を残して1年以内に退職してしま
った」「1年で1人つつの派遣で過去10年間に育成した派遣MBA　10人のうち、6人が
学費を返してでも帰国後すぐに辞めている」「派遣MBAの4割から5割が退職している」
という指摘の通りである。
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　97年MBA調査で対象とした102人の派遣MBAのうちの4分の1が、退職意識を
抱いていることは驚くに値しない。実際に退職するのは一部の派遣MBAであるが、その
背後では・退職までには至っていないが、企業への高い不満を抱えながら継続勤務する派
遣MBAが多いことが推測される。
　派遣MBAの年間平均退職率は1社平均2割程度であるが（資料1：Q16（2））、派遣
MBAの退職者がまだでていない企業もあるものの、派遣MBAの8割が退職してしまっ
た企業や、全員が退職してしまった企業もある。
　派遣MBAの主な退職理由は、彼らが米国のビジネス・スクールで修得したスキルが企
業内で活用できないことである（資料1：Q16（1））。このほかには、企業内に自分がし
たい職務がみあたらない、処遇面（給与）での不満、資格としてのMBA軽視などの理由
も指摘されている。
　派遣MBAの退職時期は、帰国後1年目頃から3年目頃までがもっとも多く、3年目以
降の退職者は徐々に減る傾向にある（資料1：Q16（5））。また、留学中に退職するケー
スもあるが、帰国後に退職するケースよりも少ない。
　派遣MBAの退職後の主な方向は、外資系企業への転職である（資料1：Q16（4））。
反面、外資系企業への転職と比較して、日本企業への転職や独立するケースは少ない。
　このような退職理由、退職時期、退職後の方向について、以下で5人のケースを中心に
考察する。
3．派遣MBAの退職の実態
　（1）派遣MBAの退職理由
　派遣MBAの主な退職理由である、米国のビジネス・スクールで修得したスキルが企業
内で活用できない実態を明らかにする。このためのケース分析は、2000年企業調査で
の、F氏の「家庭の事情により退職金が必要だったため」という理由を除く、A氏、　B氏、
C氏、D氏、　E氏の5人の退職理由（序章：図表3参照）からである。
　これら5人の退職理由は、その内容により二つに区分できると思われる。企業への不満
が退職の直接の原因である「不満型」と、企業への不満よりも企業外部でチャレンジした
いことが退職の原因である「挑戦型」である。通常は「不満型」と「挑戦型」の二つの理
由の混合により退職が行われると思われるが、本研究では、「不満型」と「挑戦型」のど
ちらの理由が、退職を行う時点でより重要であったかという派遣MBA自身の意見から区
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分した。その結果、A氏、　E氏、　C氏のケースは「不満型」に、　B氏とD氏のケースは「挑
戦型」に区分できる。
　A氏の退職理由は、米国のビジネス・スクールで修得したファイナンスのプロフェッシ
ョナル・スキルが企業内で活用できなかったこと、すなわちA氏の派遣企業での所属は貿
易関係で、ファイナンスとはあまり関係がなかったのである。現在52歳のA氏は、33
歳の退職当時について、「日本の証券会社がはじめてMBAを外部採用するという機会を
得たため自分で応募した。とくに、自分ははじめてのMBAの外部採用者ということで、
バブル崩壊以前でもあり待遇がよかった（課長待遇）。この転職により、派遣企業では活
かせなかったビジネス・スクールで学んだファイナンスの知識が活かせると思った」と述
べている。
　E氏の退職理由は、企業内に自分がしたい職務がなかったことである。現在40歳のE
氏は、32歳の時に行った退職の理由について、「派遣企業の組織体制が硬直していたこ
とに不満があった。さらに、バブル経済崩壊後の仕事の後始末に忙しく、企業の実際のコ
ントロールは銀行に握られてしまっていたため、社内で自分のしたい仕事ができなかっ
た」と述べている。
　C氏の退職理由は、企業のMBAに対する低い給与と、資格としてのMBA軽視に対す
る不満が大きかったことである。現在37歳のC氏が、35歳の時に行った退職の理由は、
「特に給与への不満が強かった。自分の上司よりも高い給与がもらえないという現実。そ
して年功序列の企業経営。もっと自分を評価してくれる企業に行きたかった。自分はビジ
ネス・スクールでがんばって優秀な成績で卒業したのに、帰国後は社内でのMBAのメリ
ットが全くなかった」というものである。
　B氏の退職理由は、個人的なキャリアの実現が、派遣企業では無理であると判断したた
めである。現在38歳のB氏が、33歳の退職当時に目指していた個人的なキャリアの実
現とは、「留学中に経営の仕事がおもしろいと思い、経営に関する仕事に就きたいと思っ
た。したがって、派遣企業にいると経営者（常務）になるには22年かかると計算した。
それで自分の仕事を整理したら、業界固有の習慣化されたオペレーション業務、無能な上
司に対するレポーティング業務という二つしかないことがわかった。つきるめるとこの2
つしかないことが整理でき、これを22年間行っていても経営者になれるかどうか疑問で
あったため退職した。経営者になるのに一番良い選択肢として戦略コンサルティング企業
を転職先として選んだ」というものである。
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　D氏の退職理由は、派遣企業での職務にはある程度満足していたにも関わらず、さらに
企業外部で自分のファイナンスのプロフェッショナル・スキルを活用してみたかったため
である。現在34歳のD氏の、31歳の時に退職した理由は、「仕事自体については満足
していた。企業外部をみたいという気持ちが強かった。企業外部で自分でチャレンジした
い、自分の知らない世界をみたいという気持ちが強かった。また、同じ部署で多くの人が
転職していったことも影響していた」というものである。
　尚、C氏とB氏は、転職後の現在の職場でも強い退職意識を抱いている。すなわち、現
職よりも良い給与、職場環境、ポジションのどれか一つでもオファーされれば、いっでも
転職したいと考えている。このようなC氏とB氏は転職について、「自分が望むキャリア
を構築していくうえで欠かせない必要条件である」と主張する。
　さらにC氏とB氏は、転職を繰り返すことによりキャリア・アップしていくという米
国的な考え方を、外資系企業での数回にわたる転職で既に実践してきている。C氏は、現
在も抱いている退職意識について、「もう少しチャレンジしたい。全力をだしきってやる
仕事が欲しい。いっでも向上心を持つべきであり、現状に満足していてはいけないと思う。
しかし、あまり転職ばかりを繰り返すのはキャリアにマイナスになるため、現職に2年か
3年はとどまるつもりである。自分の気持ちとしては、よい条件があればいつでも転職を
行う準備ができている」と述べている。
　一方、B氏が抱く退職意識は、　C氏とは異なっている。それは外資系企業での全て自己
責任で職務を遂行するハード・ワークの中で、体力的な限界を認識してのことである。B
氏は、外資系企業での体力的な限界について、「よりよいキャリアを求めるのはもちろん
のことであるが、実際には毎晩の帰りが夜中の1時2時と遅いので、体力的にきついため
逃避したい。これ以上は体がもたないと思う」と述べている。
　C氏やB氏に限らず、外資系企業への転職をしたB氏、C氏、　D氏、　E氏の転職に対す
る共通意識は、米国のビジネス・スクールで修得したプロフェッショナル・スキルが活か
せるようになるまで、またはキャリア・アップをするためには、今後も数回は転職を繰り
返すことが必要であるとの認識が強いことである。一方、いったん彼らのプロフェッショ
ナル・スキルが活用可能な転職先がみつかれば、そこで全力を尽くしたいとも考えている。
MBAであるという経営のプロフェッショナルとしての高い自信と向上心が、彼らの転職
に対する不安やリスクを、逆に新しいチャンスを求める探求心や挑戦へと変えている。
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（2｝派遣MBAの退職意識の変化と退職時期
派遣MBAの退職の際、その原因となる企業への不満が一気につのるケースはまれであ
り、派遣前から帰国後数年間のどこかの時点で企業への不満が生じ、その不満が徐々に膨
らんで、最終的に退職へと至るケースが一般的である。派遣MBAの企業への不満が高く
なるほど、彼らの退職意識も同時に高まるという関係から、企業への不満すなわち退職意
識と、派遣前から帰国後までの時間との関係は、以下のように要約できる。
　派遣前から帰国後数年の期間に限定して、派遣MBAの企業への不満が高まる平均的な
パターンを示したのが、図表3－1である。その横軸は、派遣MBAが選抜検討される「派
遣前」の時点から、米国のビジネス・スクールの通常の2年間の留学期間である「派遣中」、
そして「帰国後」数年間という3つのフレームに分けて、米国MBA派遣にかかる時間を
示している。縦軸は、派遣MBAの「企業への不満」の高低を示している。ここでの「企
業への不満」とは、すなわちプロフェッショナル・スキルが企業で活用できないこと、資
格としてのMBA軽視などに他ならない。
図表3－1　　派遣MBAの意識転換モデル
企業への不満
　　　浪
退職萌芽ポ1ント
?
退職
継続勤務
低
派遣前
期派遣皐年目卜3薦国農讐
派遣MBAが退職するパターンは多様であり、個人ごとに異なっているのはもちろんで
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あるが、図表3－1は、インタビューを行ったF氏を除く5人の退職時期の傾向分析から
（序章：図表3参照）、一つのパターンを導きだしている。すなわち、これら5人は全て、
図表3－1のパターン全体または部分的にあてはまるのである。
　尚、「自分の派遣企業は日本的な企業ではあったが、上司が外国人であったことと、総
合企画部で自分のスキルを発揮できたことで恵まれていたため、帰国後に退職は全く考え
なかった」と指摘するF氏は、企業への不満を抱えやすい一般の派遣MBAと比較して、
「自分は運が良かった」と考えている。
そのほかの5人が派遣者として選抜された時点から、帰国後4年目で退職したA氏のケ
ー一・Xまでの時点での退職意識の変化をたどってみると、派遣前から退職意識がある、派遣
中に退職意識を強める、帰国後に退職意識を強める、という3つ傾向があることが明らか
になった。従って図表3－1は、このような3つの時点での退職意識の変化を反映した、
「派遣前」「派遣中」「帰国後」という3区分した時間的フレームを目安にして、派遣MBA
の企業への不満がどの時点で高まり、どの時点で退職するかをモデル化して示している。
　派遣MBAが退職に至るまでには、カーブ上に点在する、退職意識が萌芽する「退職萌
芽ポイント」、退職意識が強まる「退職願望ポイント」、退職を行う「退職ポイント」とい
う3つの意識転換ポイントを通過するのが一般的な傾向である。もちろん、「選抜検討」
時点で既に企業への不満を抱いているケースもみられるが、一般的には少ない。
　派遣MBAが退職を行う「退職ポイント」に至るまでには、大きな意識転換となる「退
職萌芽ポイント」と「退職願望ポイント」の2点を通過することは着目に値する。「退職
萌芽ポイント」は派遣中の1年目頃から2年目頃である留学期間の中心に位置しており、
「退職願望ポイント」は留学を終え、帰国する前後に位置している。そして「退職ポイン
ト」は、帰国後3年目頃に位置するのである。反面、「退職ポイント」で企業への不満が
ピークに達しても退職に至らないケースでは、その後、派遣MBAの企業への不満は徐々
に低くなっていき、継続勤務へとつながる。
　人事部にとって、派遣MBAは表面的には突然退職をするようにみられているが、その
背後には、派遣前、派遣中、帰国後の数年間という長期にわたる企業への不満のうっせき
が存在するケースが多い。そこで、5人の退職に至るまでの意識転換の個別のケースを、
図表3－1のカーブにあてはめながら、以下で考察する。
①ケース分析：B氏
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　派遣前の「選抜検討」時点で、企業への不満を既に抱いていたのがB氏である。B氏の
ケースでは・将来的には経営に携わる職務に就きたいと考えていたが、B氏の派遣企業で
は年功序列の影響により、かなり年齢が高くなってからでないと経営に携わる職務に就く
ことはできなかった。従ってB氏は、派遣前の「選抜検討」が行われた時点から、自分の
将来のキャリアに対する漠然とした不満を抱いており、企業への不満を抱えながら留学へ
出発している。しかしこの時点では、企業への漠然とした不満程度で、米国のビジネス・
スクールを修了した後に退職したいとまでは考えていなかった。
　B氏のように、「選抜検討」の時点で、企業への不満を既に抱いている応募者がいるの
も確かである。すなわち、社内での昇進やキャリア・アップを目指す以上に、将来は企業
内部・外部に関わらず、個人のキャリアを最優先していきたいという意向である。一方、
この時点では帰国後の退職までには意識が至っていない。選抜されるか、無事に米国のビ
ジネス・スクールを修了できるかといった不安の方が大きいため、その修了後までには考
えが至らないのである。
　さらにB氏は、「退職萌芽ポイント」で企業への不満が高まり、退職を意識しはじめて
いる。B氏は、派遣企業と米国のビジネス・スクールのクラスで取り上げる経営に関する
先端の欧米企業との比較検討により、派遣企業の欠点を客観的にみることができたという。
そして、派遣企業に対する不満が高まるにつれて、将来は派遣企業に在職しても自分のキ
ャリアにプラスになることは少ないと確信するに至っている。この「退職萌芽ポイント」
以降、それまで漠然としていたB氏の企業に対する不満は、退職意識へと変化していくこ
とになる。
　留学1年目は、異国での厳しい学業や新しい生活に慣れることに忙しく、派遣企業への
不満や自分の将来のキャリアを考える余裕は少ない。学業や自分の生活だけで精一杯とい
うのが留学1年目である。しかし、留学2年目頃ともなると、徐々に新しい生活にも慣れ
はじめ、クラスに対しても積極的な参加ができるまでになっていく。そこで、初めて自分
の派遣企業やキャリアを客観的にみつめなおす時間的余裕がでてくるのである。さらに、
米国人学生との交流やクラスで取り上げるケースなどにより、派遣企業や自分の将来のキ
ヤリアに対しても新しい見方ができるようになる。
　すなわち、B氏のようにグローバル及び長期的な観点から自分の人生やキャリアをみつ
めなおすきっかけとなるケースが多いのである。そして、時間的な余裕がではじめた留学
2年目頃に、派遣者の企業への不満が高まり、退職意識が萌芽する傾向にある。「退職萌
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芽ポイント」以降・派遣者の退職意識は退職方法へと具体化していく。
　このようにB氏は、図表3－1のカーブの動きの通りに、「選抜検討」「退職萌芽ポイン
ト」「退職願望ポイント」へと徐々に企業への不満を高めており、帰国後2年目で派遣企
業から退職している。さらにB氏は、派遣MBAの一般的な退職意識について、「当時、
金融関連の企業から派遣されて帰国した派遣MBAが1000万円くらい給与をもらって
いて、外資系のコンサルティング関連の企業に転職した派遣MBAは1300万円くらい
もらうことができた。しかし、日本企業に在職する派遣MBAは300万円くらいで転職
のリスクを負えないため、転職にふみきれない人が多かった。転職にふみきれず、金融関
連の日本企業に在職し続けている派遣MBAの多くはひどく後悔している。　MBA学位を
持っていても、35歳を越えると転職の機会が激減するためである。友人の約8割の派遣
MBAは退職意識をもっており、その中の半数が実際に転職を行う傾向にある」と分析す
る。
　30歳代前半くらいの年齢で帰国する派遣MBAは、年齢的にも30歳代前半での転職
を目指すケースが多い。帰国後3年目を過ぎると、年齢的にも彼らの転職のチャンスも少
なくなる。「退職ポイント」あたりでの退職は、気力的にも年齢的にも転職に適切な時期
であるといえる。このような傾向は、A氏とB氏は33歳、　C氏は35歳、　D氏は31歳、
E氏は34歳という、全員が30歳代前半の若い時期に退職していることにも示唆されて
いる。
　加えて、派遣MBAの30歳代前半での転職をさらに促進するのが、外資系企業で評価
されるMBA学位や主要な日本企業での職務経験、　MBA同士の人的ネットワークにおけ
る求人情報、ヘッド・ハンターからの転職の誘いなどである。特にヘッド・ハンターから
は、帰国直後から新しい仕事のオファー一一を多数受けるという。派遣MBAの「退職ポイン
ト」という時期と、ヘッド・ハンターからの仕事のオファーのタイミングが一致すると、
派遣MBAは退職を選択することになる。
②ケース分析：E氏、C氏、　D氏、　A氏
　E氏は帰国後2年目、C氏とD氏は帰国後3年目、　A氏は帰国後4年目で退職している。
すなわち・彼ら全員が帰国後2年目頃から4鯛頃までの間腿職している．退職1こ対す
る共通意識として・米国のビジネス・スクール修了と同時に退職したいとは考えておらず、
まずはいったん派遣企業賑り・企業力s’どうあつかってくれるのか様子をみてカ・腿職す
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るかを決めている。すなわち、企業に対する不満を持つと同時に、企業がMBAを活用し
てくれるのではないかという期待も抱いている。一方、同じ派遣企業から派遣された先輩i
のMBAからのアドバイスなどにより、帰国後の活用にあまり期待できないこともいいき
かされている。
そして留学2年目の終わりになると、派遣者は企業に戻るという現実に直面する。2年
間の留学期間を終えて企業に戻るとなると、企業に対する様々な不満がではじめる。すな
わち、企業には戻りたくないと考えはじめるのである。戻ったとしても派遣前と変わらな
い処遇がまっている場合、派遣者の退職意識はより高まる。
　この時点では、既に戻る部署も決定されているため、帰国後の派遣者自身の企業内にお
けるポジションが明らかになっている。このような「退職願望ポイント」で退職意識を強
める派遣MBAは多い。ちょうど、留学生活から現実社会に戻る時点で、急に多くの不安
や不満を抱きはじめるのである。
E氏が帰国後につのらせた企業への不満は、派遣MBAの活躍の場が企業内になかった
こと、米国のビジネス・スクールでのメジャー（主専攻）と帰国後の職務配置との関連が
少なかったこと、プロフェッショナル・スキルの活用がなされなかったこと、資格として
のMBA軽視、派遣前と派遣後で処遇が変わらないこと、という5点であった。このよう
な不満がもっとも高まった帰国後2年目頃に、タイミングよく外資系企業へとヘッドハン
ティングされていった。
　C氏の帰国後の企業への不満は、派遣MBAの活躍の場が企業内になかったこと、米国
のビジネス・スクールでのメジャー（主専攻）と帰国後の職務配置との関連が少なかった
こと、プロフェッショナル・スキルの活用がなされなかったこと、帰国後は英語の便利屋
的存在（上司が英語ができなかったため）であったこと、という4点であった。このよう
な不満がもっとも高まった帰国後3年目頃に、外資系企業にヘッド・ハンティングされた
のである。
　D氏は、帰国直後の職務配置が自分の希望するものではなかったことに不満を抱いてい
た。D氏の派遣企業では、派遣MBAの帰国後の職務配置について、本人の意向は全く考
慮されなかった。しかし、半年後の異動により少々納得のいく職務に就くことができたが、
米国のビジネス・スクールでの主専攻（メジャー）と職務内容との関連が少ないなど、1
00％満足できるとまではいかなかった。そして、このような状態で帰国後3年目にさし
かかった時、ヘッド・ハンティングされたため、思いきって企業外部にプロフェッショナ
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ル・スキルが活かせる仕事を求めたのである。
　A氏は帰国後1年から2年の間には、たまに退職を考えるていどであり、実際の退職ま
では考えていなかった。退職のきっかけとなったのは職務異動であった。1回目の職務異
動があり、それを断った時に退職意識が高まり、再び2回目の職務異動の話があった帰国
後4年目の時、退職した。A氏は2回目の職務異動の時、これ以上この企業にいても、自
分が米国のビジネス・スクールで修得したファイナンスの知識が活かせる可能性は低いと
判断し、退職にふみきった。また、2回目の職務異動が行われる際、ヘッドハンティング
されたという、タイミングの一致もA氏の退職を後押ししたのである。
　このような4氏のケースにみられる共通点は、帰国直後の職務に不満であったこと、企
業内での職務異動の時やヘッドハンティングされた時など、退職を後押しするきっかけが
存在していることである。
　派遣MBAの企業への不満は、帰国後3年目頃にピークに達する傾向にある。すなわち、
「退職ポイント」が、派遣MBAが退職を行うか行わないかの分岐点となるのである。し
かし、こうした退職への意思決定プロセス、さらには個人のパーソナリティーとの関連は、
より詳細な分析が必要であることはいうまでもない。
　（3｝派遣MBAの退職後の方向
①外資系企業への転職のケース分析：A氏、D氏、B氏、（F氏）
F氏を含めて、A氏を除く5人が、派遣企業から外資系企業へ転職している。　A氏は、
派遣企業から同業他社の日本企業への転職を行った後、再び外資系企業へ再転職しており、
現在はその外資系企業に在職している。A氏のように転職を繰り返すメリットは、転職を
行うたびに給与と職位があがることである。とくに外資系企業への転職の際には、MBA
学位プラス日本企業で働いた経験が高く評価され、実務上も日本人との人的ネットワーク
などが役立つため、外資企業から日本企業へ転職するよりも、日本企業から外資系企業へ
転職する方が、MBA学位に対する「プロフェッショナル資格」としての評価はあがると
されている。
　さらに、金融業界でもとくに証券関連の業務では、MBA学位は最低限もっていなけれ
ばならない資格であるとA氏は主張する。米国のビジネス・スクールで学んだ最先端のフ
アイナンスの知識が、近年の複雑化する証券関連の業務上、欠かすことのできないスキル
であるという。
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　D氏の場合、派遣企業から外資系企業へ転職することにより、給与と職位が大きくあが
ったため、転職先の外資系企業での処遇に対する満足度が高い。同時に、転職先の外資系
企業での、職務上での裁量権が拡大したことにも満足している。外資系企業での自由な企
業文化の中で、全て自己の収益により評価される点が、日本企業では経験できなかった点
であると指摘する。一方、外資系企業では業績をあげることに対するプレッシャーが極め
て高いため、良い意味で仕事に対する個人のモチベーションがあがり、「自分の力で企業
内で生きていかねばならない」という自覚が芽生えた点もメリットとしている。
　D氏はこのような転職後、派遣企業での人事制度がかわって再び派遣企業に戻っている。
その理由は、派遣企業での給与体制が完全な年俸制へと改革されるなど、外資系企業と変
わらない人事制度に改革されたためである。このような人事制度の改革がなければ、派遣
企業に戻ることは決してなかったと主張する。
　しかし、派遣企業に戻った後のD氏は、さらなるチャレンジを求めて再び外資系企業へ
の転職を目指している。日本企業の堅い組織体制の中で、自己責任により自由にチャレン
ジすることができなくなったことがその理由である。すなわち、転職前の外資系企業と現
在の派遣企業での処遇はほとんど変わらないが、職務上の裁量権やチャレンジできる機会
が少なくなったことに不満を抱いている。このようなD氏のケースでは、外資系企業への
転職により、処遇面の改善だけではなく、自分の仕事に対する意識までも変化させている。
　B氏は、派遣企業から外資系企業への転職により、仕事の中身（「オペレーションから
戦略へ」）、仕事に対する自分の姿勢（「受動から能動へ」）、仕事内容に対する自分の意識
（「やらされ仕事でつまらないから自分でできるのでおもしろいへ」）、仕事場における自
分のポジション（「自分で自分のポジションを明らかにする」）、という点で自分の意識が
変化したと指摘する。さらに、転職先の外資系企業での労働時間が、派遣企業での労働時
間より極めて長くなったことが、彼のキャリア意識をさらに高める結果につながっている。
このようなB氏のケースでは、外資系企業への転職により、自分の仕事に対する意識を根
本から変化させている。
　尚、F氏は家庭の事情により外資系企業への転職を余儀なく行ったケースであるが、そ
れでも、転職先の外資系企業での仕事に対する満足度は、派遣企業に在職していたころよ
りも高い。その主な理由は、外資系企業でのあっさりとした人間関係である。すなわち、
F氏は「外資系企業の人間関係では、日本企業のどろくささが少なく、曖昧な人間関係に
無駄な時間をさかなくてよくなった」と指摘する。外資系企業では親密な人間関係よりも、
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単純に仕事自体しか存在しないというのである。
　このような4人のケースにみられるように、外資系企業への転職後の派遣MBAの処遇
や職務に対する満足度は高く、本調査に限っては、転職を後悔したケースはみあたらなか
った。しかし、本調査は、たまたま外資系企業への転職による成功例だけであったという
可能性は否定できない。派遣MBAの中には、転職を繰り返すことにより、処遇がさがっ
たり、キャリア面でもマイナスになるケースも存在するであろう。さらなるケース分析が
必要である。
　②転職先としての外資系企業の魅力
　外資系企業へ転職した派遣MBAが指摘する、外資系企業への転職のメリットを整理す
ると、第1に、給与や職位が転職前と比較してあがることである。基本的に、派遣MBA
が転職を繰り返す理由の一つとして、転職をするに伴い給与や職位があがることがあげら
れる。さらに派遣MBA自身も、処遇面でより条件の良い職場へと、比較的容易に転職し
ていく傾向にある。
　第2に、外資系企業では、主要な日本企業での数年間の職務経験が高く評価されること
である。外資系企業が要請するのは、日本企業や日本のマーケットをよく知っている人材
であり、ただMBAである人材ではない。この点で、派遣MBAのMBA学位プラス主要
な日本企業での職務経験、さらには日本のマS－一一ケットでの人脈というバック・グランドが、
外資系企業にとって重要なのである。
　日本企業での職務経験が少ないまたは全くない私費MBAよりも、主要な日本企業での
職務経験や日本人との人的ネットワークがある派遣MBAは、外資系企業にとってより適
切な人材であるといえる。派遣MBAが外資系企業からのヘッド・ハントの対象になりや
すいことにっいては、「米国MBA派遣制度は外資系企業のための人材教育」とまでいわ
れている。
　第3に、外資系企業のオフィス環境、すなわち日本企業でのような大部屋ではなく、個
室やパティツシ・ンで醐られている、また燗関係においても仕事以外のつきあいが少
ない・日常の業務でひんぱんに英語を使う、外国人社員と一緒の職場など、米国的なオフ
ィス環境や人間関係が、派遣MBAの企業での居心地をよくしていることである。派遣MBA
の企業内でのポジションも、日本企業でのように曖昧ではなく、MBAであることにより、
処遇上で優遇されることも識らの高いプライドをくすぐっている．外蘇企業のMBA
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に対する「プロフェッショナル資格」としての評価は高く、MBAを評価する反面、仕事
に対する責任や業績も個人次第とする傾向が強い。
　さらに、外資系企業での仕事に対する厳しい自己責任の追及の姿勢が、チャレンジ精神
旺盛で若い派遣MBAに好まれている。また、外資系企業は派遣MBAのプロフェッショ
ナル・スキルの活用にも焦点をあてているため、採用の際、具体的な修得スキルの成果や
主専攻（メジャー）を重視する一般的な傾向も好まれている。そして、派遣MBA個人の
プロフェッショナル意識や自分で自分のキャリアを構築していくという認識が高まるなど、
心理的な側面での自己改革がなされる点も、外資系企業への転職によるメリットであると
されている。
　もちろん、外資系企業への転職による、心理的な変革がポジティブにあらわれるとは限
らず、処遇や評価がさがったりすることにより、心理的にもダメ・一一・一ジを受けるなど、マイ
ナス面での自己変革を起こしてしまうケースもある。しかし、米国での2年間の厳しい留
学経験とMBAであるというプライドが、彼らを精神的に支えており、外資系企業への転
職に際しても、プラス面が強調されている。すなわち、仕事上でのチャレンジが大きかっ
たり、置かれた仕事の状況が厳しいほど、彼らはチャレンジ精神や意欲を燃やすのである。
　したがって派遣MBAからは、「派遣MBAがもっとも定着しているのは外資系企業であ
り、この状態は今後10年くらいは続くであろう」といわれている。さらに「近年の日本
への外資系企業の進出の動きと、それに伴う米国のトップ・ビジネス・スクールからのMBA
学位と主要な日本企業での職務経験をあわせもつ優秀な派遣MBAに対する外資系企業の
需要拡大の傾向は、今後ますますヘッド・ハントの機会を増加させるであろう」との指摘
の通り、派遣MBAの外資企業への流動性は高まることが予測される。
③日本企業（アトラクション型）から外資系企業（プロモーション型）への転職
　派遣MBAの処遇（資格・給与・職位・配属・職務）（縦軸）と、プロフェッショナル
資格としてのMBAの重視度（横軸）の高低により企業を4類型化し、派遣MBAの一般
的な転職の方向を矢印で示したのが、図表3－2である。
　派遣MBAを特別待遇し、資格としてのMBAを重視する傾向にある企業を「プロモー
ション型」、派遣MBAの処遇は一一ee社員とかわらないが、資格としてのMBAを重視する
傾向にある企業を「ディベロップメント型」、派遣MBAの処遇は一般社員とかわらず、
資i格としてのMBAも重視しない傾向にある企業を「アトラクション型」、派遣MBAは特
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別待遇するが、資格としてのMBAは重視しない傾向にある企業を「プレステージ型」と
名付けている。
図表3－2　企業の4類型と派遣MBAの転職の方向（矢印）
?
処遇
低
麟蝉）
慧呈叢編
r〈外資融毅1、
　　資格としてのMBA重視
　まず、日本の外資系企業や米国企業は「プロモーション型」であると思われる。米国企
業でMBAに対する特別待遇がなされている傾向は、　MBAを「特急組」とする昇進制度
（小池、1993）や、「ファースト・トラック・プログラム」というMBAのためのス
ピード出世プログラム（山田、1976）などの存在に示唆されている。
　米国企業での昇進制度は一般に、学歴による「特急組」、3年から4年の実績により特
急組が選ばれる場合、7年から10年の実績による場合という3種に区分されている。
MBAに代表される学歴による「特急組」の中では、とくにはやい人は30歳代には部長・
副社長クラスであり、40歳代では取締役・常務クラスに就くことが可能である。小池に
よる米国系銀行からの聞き取り調査では、MBAが毎年約50人ほど採用され、それぞれ
「卸」と「小売り」の両部門に配置されるが、同じ「小売り」でも、MBAの配属は学部
卒業生と全く異なる傾向にある。つまり、MBAは「卸」でも、法人相手の貸付等に従事
するよう特別に配慮されるのである（小池、1993，55－57頁）。
　「ファースト・トラック・プログラム」の目的は、個々の管理者としての潜在的能力を
人事考課や特定のテストによって測定してみいだすことである。さらに、管理職の候補者
の責任範囲を急速に拡大し、加速的に負担される業務を増大させること、新しい任務や特
別な開発活動の機会を与えることにより、広く多様な機能をもつ責任を果たさせて、管理
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職に必要な能力の育成を行うこと、周期的な進歩の評価によって管理職としての潜在的能
力の再評価を行うことである。このようなプログラムの第一候補者が、MBAとされてい
る（山田、1976，89－91頁）。
　米国企業と同様に、在日外資系企業もMBAに対する特別処遇、つまり給与やポジショ
ンによる学歴評価を行う傾向にある1。しかし、このような傾向は入社当時に限られてお
り、入社後は仕事の成果次第である。すなわち、外資系企業の人事担当者の「本人のトー
タルな能力が重要であり、単にMBAが資格として優遇されるべきではない。しかし、ポ
ジションによってはMBAが必要条件となるものもあり、広い職務機会が与えられる」と
いう指摘や、「MBAというのは、ある一定の経営スキルや専門知識を持っていることの証
明になる」という指摘に端的に示唆されている。さらに、「MBAを特別待遇してはいない
が、結果としてMBAは企業内の重要なポジションを占めており、それなりの待遇を受け
るケースが多い」と別の外資系企業の人事担当者は指摘する。
　一方、日本企業は「アトラクション型」であると思われる。日本企業が派遣MBAを特
別待遇したり、資格としてのMBAを重視する傾向が極めて少ないことは、第2章で既に
議論した通りである。日本企業は派遣MBAに対して、アトラクション（誘引・吸引）的
役割、すなわち企業内でのMBAの存在が、大学生の求職者に対するインセンティブとし
て役立つことが期待されているのである。
　さらに、日本企業に在職している日本人MBAの多くが、派遣MBAであるという点は、
米国企業や在日外資系企業に在職するMBAの多くが私費留学者である点と異なっている。
日本企業が私費MBAの採用を控えているのは（資料1：Q19）、日本企業からの指摘
である「私費MBAを採用しない理由は、何年かするとキャリア・アップのため、企業を
去っていくのがみえるからである」という理由に他ならない。派遣MBAの活用の難しさ
や退職問題に対する企業の不安は、私費MBAの場合ほどには大きくはない。派遣MBA
が少々退職しても、育成にコストがかかろうと、退職の可能性が高く処遇に対する高い要
求を平然と行う私費MBAよりも、派遣MBAの方が企業内でコントロールしやすいと企
業は考えている。
　尚、「ディベロップメント型」の企業としては、その一例として韓国企業があげられよ
?
　このような傾向は、1997年に筆者が独自に行った在日外資系企業13社と私費MBA　30人
を対象に行った実態調査に示唆されている。回答企業の7割程度がMBAに対する特別待遇を行っ
ており・6割程度がMBAを「プロフェッショナル資格」として評価していた（Kim、1997）。
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う。韓国企業がMBAに対し、給与や職位において優遇することはあまりないが、　MBA
資格に対する評価は極めて高い2。韓国企業ではMBAを特別処遇しないかわりに、企業内
のMBA同士でプロジェクト・チームを組ませたり、米国企業との重要な交渉役として活
用するなど、職務上で彼らの修得スキルが活かせるような工夫が試みられている。
　さらに「プレスティージ型」の企業としては、2世経営者が在職する日本の中小企業が
あげられる。つまり、2世経営者は経営者の子息または跡継ぎということで処遇上優遇さ
れるケースが多いが、企業内でのMBA資格は肩書きていどの役割しかはたさないのであ
る。日本の中小企業の2世経営者が、将来の肩書きのために米国のビジネス・スクールに、
親の意向や命令により留学させられるケースはよくみられる。帰国後は、企業内である一
定のポジションが用意されているため、MBA自体を評価してもらう必要性は低い。した
がって、入学が困難な米国のトップ・ビジネス・スクールでなくても、入学可能なレベル
の米国のビジネス・スクールでMBA学位を私費で修得するケースが多くみられるのであ
る。
　以上のような企業の4類型において、派遣MBAの転職先の方向としては、図表3－2
の中の矢印の方向、すなわち処遇もMBA評価も比較的低い「アトラクション型」である
日本企業から、処遇もMBA評価も比較的高い「プロモーション型」である外資系企業へ
の転職である。これまで分析を行ってきた5人の外資系企業への転職のケースも、これに
あてはまる。
4．派遣MBAの退職の構造
　これまでに議論してきた派遣MBAの退職に関するケース分析と、米国MBA派遣制度
の実態分析（第1章と第2章）を総合して考察することにより、派遣MBAが退職しやす
い構造を明らかにする。すなわち、中核要素である派遣目的、派遣MBAの修得スキル（期
待と成果）、帰国後の処遇（職務配置）、派遣MBAの行動（退職）が、図表3－3のよう
になる時、派遣MBAが退職する可能性が高くなるということである。
　インセンティブ目的を重視する場合、インセンティブ目的が派遣MBAの修得スキルへ
と反映することは少ないため、必然的に、派遣MBAの修得スキルに対する企業の期待は
2　このような傾向は、1997年に筆者が独自に行った韓国企業22社と韓国人MBA　30人を対
象とした実態調査に示唆されている。回答企業の7割程度がMBAに対する特別処遇はないとして
おり、8割程度がMBA学位を「プロフェッショナル資格」として評価していた（Kim、1998a）。
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高くはない。そして、インセンティブ目的が効果を高めるための募集方法は公募が中心で
あり、そのための選抜要因としても、本人の意欲や志望動機といった応募者のモチベーシ
ョンが重視され、加えて重視されるのは英語力である。
図表3－3　派遣MBAの退職の構造
語力・志望動機・本人の意欲
（選抜要因）
團
（応募方法）
囲〆
（派遣蹴ﾓ）
　　　　　國、
；i厩篭磐聯舗薩凝
　修得嬉フ螂め低糊待≒・
、1・派遣成塁彊¢働熟評無・st
（派遣MBAの修得スキル）
　さらに、インセンティブ目的を重視する場合、派遣MBAの職務配置が派遣前と派遣後
でかわる可能性が低い。すなわち、育成目的を重視するのではないため、派遣MBAの修
得スキルへの期待はもちろんのこと、帰国後の活用に対する企業の関心も低いのである。
　このようなインセンティブ目的、派遣MBAの修得スキルへの低い期待（派遣成果への
低い評価）、派遣MBAの帰国後の職務配置が変化しないケースにおける派遣MBAの不満
はとくに高い。さらに、帰国後の職務配置が派遣前とかわらない、またはかわっても彼ら
の修得スキルとあまり関連のない配置であった場合、企業への不満はピークに達し退職す
る。
　このような退職の構造は、これまでケース分析を行ってきた5人の派遣企業での共通の
構造でもある。そして、これら5人の退職の原因が、帰国後の職務配置にあったことも共
通している。帰国後の職務配置は、派遣MBAの退職または継続勤務を決める重要な要素
であるといえる。
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　従って、企業と、派遣MBA自身の意識ギャップは、図表3－3でも示す通り、帰国後
の職務配置に存在する。企業はインセンティブ目的を重視するため、派遣MBAの帰国後
の職務配置は派遣前と同じでかまわないと考えている反面、派遣MBAは修得してきたス
キル（特にプロフェッショナル・スキル）を活用したいとの意欲が強い。そこで、両者の
間に意識のズレが生じ、派遣MBAは修得スキルが派遣前と同じ職務配置では活用できな
いことに対する不満を抱えるのである。また、職務配置がかわっても、修得スキルや米国
のビジネス・スクールでの主専攻（メジャー）とあまり関係がない配置では、彼らの帰国
前後の職務配置がかわらないケースと同様に、不満を抱えることになる。このような不満
が帰国後3年目もしくは4年目頃までの間にピークに達し退職する傾向は、図表3－1で
明らかにした通りである。
5，企業の退職対策
　（1）企業の退職に対する考え方
　企業の派遣MBAの退職に対する考え方は多様であり（資料1：Q17）、さらに人事
部の中でもいくつかの意見にわかれるケースもみられる。その中でもっとも多いのは、優
秀社員の損失であるという考え方である。すなわち、時間とコストをかけて育成した人材
に簡単に退職されてしまっては、企業にとって優秀な人材面での損失になるということで
ある。
　次いで多いのが、派遣にかかったコストの損失であるという考え方である。それは、米
国MBA派遣制度に対して「投資対効果」を考えているケースであり、企業からの「派遣
MBAに退職者がでることに対する不満が大きい。その理由は、コンサルタントになりた
いとか、ベンチャー志向であるため、米国で勤務したいや、大学に戻りたいなどである。
そうすると、米国MBA派遣制度の投資対効果をどう考えていくのかが大きな課題となる」
という指摘の通りである。
　この企業では、米国MBA派遣制度の今後の方向について、「企業内教育制度の一制度
という観点からは、この制度は継続していきたいが、投資対効果という観点からいうと、
今後の派遣人数はかわるであろう」としている。すなわち、この制度の投資対効果が明確
にならない限り、将来的には派遣人数を削減したいと考えているのである。米国MBA派
遣制度に対し、投資対効果という観点からみる場合、投資は派遣コストであるが、その効
果といった場合、何を派遣の効果とみるのかである。さらに、派遣の効果をどのように測
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定するかという課題も残されている。
　さらに、「退職者がでるのは仕方がない」や「ほっといてやめさせろ」という考え方も
ある。すなわち、派遣MBAの退職だけに限らず、日本の労働市場全体の流動性が高まっ
ているため、何も派遣MBAの退職だけを特別だと考えることはないというのである。
　また、r派遣MBAの育成は一種の社会貢献である」という考え方をしている企業も一
社ある（資料1：Q17）。すなわち、「派遣で育成したMBAの半数が全て帰国後2年目
で退職している。とくに、制度を導入した当初に派遣で育成したMBAは、ほとんどが退
職してしまった。しかし、それで当社の人間が世間に広がるのであれば、それはそれで良
いと考えているので、彼らの退職に対しては、それほど問題視しない方針をとっている」
というのである。また、「帰国後5年間は在職するようにという誓約書は一応かわしてい
るが、派遣者が破ったら破ったで仕方がない」とも考えている。
　この企業では、社長の派遣MBAの退職に対する考え方が、そのまま企業の考え方とな
っているため、社長の意向の通り、派遣MBAの退職者が今後も増加しても、米国MBA
派遣制度は継続させていきたいとの方針を明らかにしている。すなわち、この制度のイン
センティブ効果を十分に評価しているため、制度自体の継続は企業にとって必要であると
考えている。
　このような派遣MBAの育成は一種の社会貢献であるという考え方について、派遣MBA
は「企業は社会貢献くらいのつもりで米国MBA派遣する覚悟が必要である」と支持して
おり、企業は退職についてはどうすることもできないとの認識が強い。また、派遣MBA
の退職は企業のイメージ・ダウンにつながると考えている企業も少なくない（資料1：Q
17）。
　②　退職対策としての誓約書の作成
派遣MBAの退職対策を行っている企業は1割程度（「全くその通り」「その通り」の回
答合計）である（資料1：Q17）。それも、派遣前に企業と派遣者との間で交わす誓約
書の作成が、一般的な退職対策となっている。すなわち、誓約書の中で派遣にかかるコス
トの一部または全額返還義務のことを明示していることに他ならない。
派遣コストの返還義務については、その一部を返還させている企業がもっとも多く、反
対に、全額を返還させている企業は極めて少ない（資料1：Q16（7））。返還の義務は、
帰国後5年以内としている企業がもっとも多く、3年から10年の間での返還が一般的で
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ある（資料1：Q16（6｝）。
　しかし、派遣コストの一部ないし全額の返還を義務づけてはいても、実際には返還させ
なかったり、全額返還とはいっても一部だけを返還させたり・同じ企業であっても・ある
派遣MBAには返還させたが、ある派遣MBAには返還させないなど・多様なケースがみ
られる。
　その背景には、誓約書の法的拘束力が極めて弱いことが関連している。法的拘束力のあ
る誓約書に改革することを考えている企業もあるが、誓約書そのものの作成が派遣MBA
の退職防止に直接役立つとは考えておらず、その効果についても、ほとんどの企業が疑問
視している。このような傾向は、以下でのB氏とD氏のケースからも明らかである。
（3）派遣コストの返還義務のケース：B氏とD氏
派遣企業を退職する際に、規定されている派遣コストの一部返還を行ったB氏と、派遣
コストの返還義務が規定されているにも関わらず、返還しなかったD氏のケースである。
　まず、誓約書に規定されている期限内に外資系企業へ転職したB氏は、転職前に学費と
渡航費用の一部を企業に返還している。B氏はその事情について、「帰国後5年以内に退
職すると、学費・渡航費を返還することが誓約書に書かれていた。退職した場合、約10
00万円の返還が義務づけられていた。私の場合で700万円くらい返還したが、同じタ
イミングで退職した同僚は、1000万円全額を返還した。年に1人くらいの派遣で過去
10年間に派遣したMBA　10人のうち、6人が退職している。その中のほとんどが、学
費を返還してでも、誓約期限の前に辞めている」と述べている。
　派遣コストの一部を返還してまでも期限内に退職を希望したB氏は、帰国後は可能な限
りはやい時期から自分のキャリアを構築したかったという意識が強かった。さらに、企業
に返還した派遣コストの一部の金額くらいなら、外資系企業への転職後、すぐに稼いでい
けるとの自負が高かったことも影響している。
　このような、挑戦的なB氏のケースでは、派遣コストの返還義務は、退職対策としてあ
まり有効的であったとはいえない。誓約書の有無による退職との関係は弱かったといえる。
　一方、D氏は、派遣コストの返還義務があったにも関わらず、企業との話し合いにより、
派遣コストをまったく返還することなく外資系企業へ転職したケースである・D氏が企業
とかわした誓約書の中には、帰国後5年以内の退職につき、派遣コストの一部返還が義務
づけられていた。しかしD氏の派遣企業では、誓約書に記された期限以内に退職を行った
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派遣MBAに対する実際の派遣コストの返還やその金額は多様である。すなわち、誓約書
に定められた規定額の返還コストを全額返還した派遣MBAもいれば、まったく返還しな
いで退職していった派遣MBAもいるのである。
派遣コストの返還については、企業と退職を希望する派遣MBAの間の話し合いが重視
されており、派遣MBAが返還できる可能な金額を企業が指定して返還させている。した
がって、企業が派遣MBAに派遣コストの一部でも返還能力がないと判断した場合、返還
しなくても良いというD氏のようなケ・一一スが生じるのである。
　挑戦的なD氏は、たとえ派遣コストの返還を行ってでも、期限内に退職をしたかったと
主張する。派遣コストの返還義務という退職対策は、D氏にとっても、退職をとどまらせ
るほどの効果はなかったのである。
　以上のようなB氏とD氏のケースに代表されるように、派遣企業を退職するのであれば、
派遣コストを返還してでもはやめに退職したいというのは、退職を考える派遣MBAの一
般的な意向である。退職するのであれば、可能な限り30歳代半ばまでの若い時期に、学
位の修得後、すぐに自分のキャリアを構築していく方が、将来的に有利であると考えてい
る。また、派遣コストを返還しなくてはならないのなら、転職して給与をあげてはやめに
返還することも可能であると考えている。
　さらに、転職先の企業が返還コストの全額負担、または一部返還を負担するケースまで
みられる。派遣企業を退職する派遣MBAを一刻もはやく受け入れたいのは、はやめに退
職したいと考える派遣MBAと同様に、彼らの受け入れ先である企業の意向でもある。
　尚、E氏のように誓約書とまではいえないが、企業のために将来貢献するので留学費用
を支援して欲しいという「お願い書」を書いたという特殊なケースもある。この「お願い
書」では、派遣コストの返還義務は規定されていないが、帰国後は企業のために貢献する
ことを企業との間に契約としてかわしている。
　派遣コストの返還義務については、企業の指摘にもあるように、「一応、退職対策とし
てほかの企業も皆やっていることだから、何もないよりはあった方がましである」といっ
た存在なのである。
　（4）誓約書の法的拘束力
　誓約書で派遣コストの返還義務を規定している企業では、その弱い法的拘束力が問題を
悪化させ、企業が派遣コストの返還を巡って法廷に持ち込むケースもある。1990年代
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には、3件の判例が相次いでいる。長谷工コーポレーション事件（東京地裁、1997年
5月26日判決）・富士重工業事件（東京地裁、1998年3月17日判決）、新日本証券
事件（東京地裁、1998年9月25日判決）の3件である（産労総合研究所編集部、2
000、31－33頁）。
　第1のケースは、長谷工コーポレーション事件である。長谷工は、元社員の派遣の際、
「帰国後、一定期間を経ず特別な理由なく退職することとなった場合、派遣者が海外大学
院留学の際、支払った一切の費用を返却する」という誓約を結んでいた。しかし、元社員
は、米国のチューレイン大学院に2年間留学した後、帰国後2年5ヶ月で退職したため、
「誓約書」を根拠として学費分として約466万円の返却を企業から請求されたが、元社
員は誓約書は労働基準法第16条に違反して無効であると主張して争った。裁判所は、「会
社側は学費しか請求しておらず、また、元社員は帰国後2年5ヶ月しか企業に勤務してい
ないうえ、本件請求を減額しなければ信義則に反すると認めるに足りる具体的な事情につ
いて主張する立証はない」として、企業の留学費用返還請求を認容する判決を下している。
　第2のケースは、富士重工事件である。富士重工の元社員が、1年9ヶ月にわたり米国
の関連企業に派遣されたが、その際「研修員が研修中、または研修終了後5年以内に退職
する場合には、企業が負担した派遣費用の全額または一部を返却させることがある」とい
う誓約を結んでいた。元社員は、帰国後6ヶ月後に退職の意思を表示した。裁判所は、「本
研修は、企業の関連企業において業務に従事することにより、企業の業務遂行に役立つ語
学力や海外での業務遂行能力を向上させるというものであって、その実態は社員教育の一
態様であるともいえるうえ、研修期間中に企業の業務にも従事していたのであるから、そ
の派遣費用は業務遂行のための費用として、本来企業が負担するべきものである」と認定
した。
　第3のケースは、新日本証券事件である。新日本証券の元社員が米国のポストン大学の
ビジネス・スクールに1年5ヶ月にわたり留学したが、帰国後3年10ヶ月を経過した時
点で自己都合により退職した。元社員が結んだ誓約には「この規定を受けて留学した者が、
次の各号の一に該当した場合は、原則として留学に要した費用を全額返還させる。…
留学終了後五年以内に自己都合でにより退職し、または懲戒解雇されたとき」と規定され
ていた。このため企業は、留学規定に基づき、元社員の留学費用として合計約548万円
の返還と遅延損害金の支払いを請求した。裁判所は、「企業は、海外留学を職場外研修の
s“’ﾂに位置付けており・留学の応募自体は従業員の自発的な意志にゆだねられているもの
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の、いったん留学が決定されれば、海外に留学派遣を命じ、専攻学科も企業の業務に関連
のある学科を専攻するように定め、留学期間中の待遇についても勤務している場合に準じ
て定めているものであったから、企業は、従業員に対し、業務命令として海外に留学派遣
を命じるものであった」として、本件留学規定は「労働基準法第16条に違反して無効で
ある」として企業の請求を却下した。
　この3つ判例にみられるように、誓約書における派遣コストの返済義務は、退職対策と
いうにはその法的拘束力からして効果的とはいいにくい。これら3つの判例は、最終的に
は全て労働基準法第16条の「使用者は、労働契約の不覆行について契約金を定め、又は
損害賠償の予定をする契約をしてはならない」を適用して法的処理がなされているが、そ
の結論はわかれている。
　留学派遣制度の派遣コストの返還が複雑な法的問題状況を示している背景には、以下の
4つの問題が混在している。第1に、企業における留学派遣制度の目的や位置づけが必ず
しも明確ではなく、その実態は極めて多様な性格を帯びている点である。第2に、企業内
の留学派遣制度の法的根拠規定および費用返還の義務づけの方法にも相当の差異がみられ
ることである。第3に、留学派遣制度の派遣コストの返還の要件にも相当の差異がみられ
ることである。第4に、返還すべき派遣コストの範囲についても取り扱いに差異があるこ
とである（産労総合研究所編集部、2000、33－34頁）。
　1990年代には、派遣コストの返還義務を巡って、社員と法廷で争う事態を回避する
ために、誓約書の作成を廃止する企業もでてきている。企業が社員と法廷で争うような事
態は、企業のイメージ・ダウンにつながるだけではなく、その後の留学派遣制度の運営に
悪い影響をおよぼしかねないからである。
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第4章米国MBA派遣制度の4類型
1．はじめに
　第1章から第3章までで、米国MBA派遣制度の構成要素の実態を明らかにしてきたが、
派遣MBAの退職率が比較的高い制度と低い制度の構造に差異が存在する。その差異を明
らかにするために、米国MBA派遣制度を類型化して、構造的な特徴を明らかにすること
が本章の目的である。
　制度の類型化を行う際に重要なのは派遣目的である。どの派遣目的を重視するかにより、
各要素の特徴とその関係が異なってくる。そこで、米国MBA派遣制度を体系化したプロ
セス（序章：図表1）の最初に位置する「派遣目的」の相違により、「派遣MBAに期待
される修得スキル」から「派遣MBAの退職／継続勤務」に至るまでの要素がどのように
関連するかを考察する。さらに、制度の問題点や今後の方向についても、類型ごとの特徴
を明らかにしている。
派遣目的の差異によって4つに類型化することがが可能であるが、各々「グローバル・
インセンティブ型」「インセンティブ型」「プロフェッショナル型」「グローバル型」と名
付けている。そして、各類型の典型的ともいえる企業のケー一一ス分析により、さらに構造の
特徴を明確にすることを試みている。
結論的には、派遣MBAの退職率が比較的低い類型である「グローバル型」を、制度の
今後の改革方向として考察する。
2．米国MBA派遣制度の類型化
　第2章で明かした派遣目的間の相関関係は、図表4－1（資料1：Q1）の通りである。
「国際専門スタッフの育成」と「グローバル・マネジャー予備軍の育成」の間に正の相関
がみられ、「優秀社員の獲得」と「若手社員のインセンティブ」の間にも弱い正の相関が
みられる。さらに「専門スタッフの育成」と「経営幹部予備軍の育成」の間には、弱い負
の相関がみられる。
　このような相関分析から・米国MBA派遣制度の類型化には、正の相関がみられる「国
際専門スタッフの育成」「グローバル・マネジャー予備軍の育成」と「優秀社員の獲得」「若
手社員のインセンティブ」という二つに区分される派遣目的の重視度の高低により類型化
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を行うことが適切であると思われる。すなわち「国際専門スタッフの育成」「グローバル．
マネジャー予備軍の育成」という育成目的と、「優秀社員の獲得」「若手社員のインセンテ
ィブ」というインセンティブ目的を合成した2軸により類型化を行うことである。そこで、
「国際専門スタッフの育成」，と「グローバル・マネジャー予備軍の育成」の合成変数（縦
軸）と、「優秀社員の獲得」と「若手社員のインセンティブ」による合成変数（横軸）を
分割の基準とする。
図表4－1　MBA派遣目的の相関関係
　専門
Xタッフ
経営幹部 国際専門
Xタッフ
グローバル・
}ネジャー
優秀社員
ﾌ獲得
若手社員のイ
塔Zンティブ
専門スタッフ 1，000
経営幹部 一（1280＊㍉ 1，000
国際専門スタッフ 0，085 一〇．021 1，000
グローバル・マネジャー 一〇．066 0，132 0582＊＊＊ LOOO
優秀社員の獲得 0，027 0，101 一〇，006 0．297＊ 1，000
若手社員のインセンティブ 一〇．053 0，012 一（M32 一α047 0．357＊＊’ 1，000
注：2ケースは、欠測値のため除外されており、40観測資料を計算に使用。
＊5％水準で有意、＊＊1％水準で有意、＊＊＊0．1％水準で有意（両側t検定によるもの）。
　合成変数は、2項目にウェー一一ト付けを行わずに単純に和を求めている。得られた合成変
数の平均は、育成目的（国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備軍の育成）変数
が3．85（（3．7＋4．0）／2），インセンティブ目的（優秀社員の獲得、若手社員のインセンテ
ィブ）変数が3．65（（3．4＋3．9）／2）である。これら2変数を分割の基準として、図表4
－一@2のような4類型化を試みた。分割した4類型はそれぞれ「グローバル・インセンティ
ブ型（GI）」「インセンティブ型（1）」「プロフェッショナル型（P）」「グローバル型（G）」
と名付けている。
　グローバル・インセンティブ型とは、国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備
軍の育成目的と、優秀社員の獲得、若手社員のインセンティブ目的が、それぞれ平均値よ
り高い企業である。すなわち、育成目的とインセンティブ目的の双方の目的を重視する企
業のことである。
　インセンティブ型とは、国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備軍の育成目的
が平均値より低く、優秀社員の獲得、若手社員のインセンティブ目的が、平均値より高い
企業のことである。求職者や社員に対するインセンティブ的な役割への期待が高いため、
インセンティブ型と名付けている。
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　プロフェッショナル型とは、国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備軍の育成
目的と優秀社員の獲得、若手社員のインセンティブ目的が、それぞれ平均値より低い企業
のことである。まさにそれは両目的が低い曖昧なものであるが、この類型に分類される企
業の特徴は、専門スタッフの育成、経営幹部の予備軍の育成に対する期待が高く、経営の
プロフェッショナルの育成を目指していることから、プロフェッショナル型と名付けてい
る。
　グローバル型とは、国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備軍の育成目的が平
均値より高い一方、優秀社員の獲得、若手社員のインセンティブ目的が平均値より低い企
業のことである。グロV－一・・バルな人材育成を目指していることから、グローバル型と名付け
ている。
図表4－2　米国MBA派遣制度の4類型
　育成目的
（国際専門スタッフ、
グローバル・マネ
ジャー予備軍の育成）
??????? ー? ?
　＜一　　　　　一一→
低（3．65）高　　　　　　インセンティブ目的
（優秀社員の獲得、若手社員のインセンティブ）
　2000年企業調査の回答企業42社のうち、3社の欠測値を除いた39社を4類型に
分割した結果・グローバル・インセンティブ型が8社（205％）、インセンティブ型が6社
（15．4％）、プロフェッショナル型が9社（23．1％）、グローバル型が16社（41．0％）であ
つた（図表4－2参照）。
　これら4類型間にかなり明確な特徴が認められることは、定量的分析以外にも、4類型
ごとの典型であるA社（グローバル・インセンティブ型）、B社とC社（インセンティブ
型）、D社（プロフェッショナル型）、　E社（グローバル型）へのインタビュー調査（20
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図表4－3　米国MBA派遣制度の4類型の特徴
界紛穂E祉
プロヲェ護ショナル型
派遣目的：専門スタッフ、経営幹部予備軍
の育成を重視
派遣MBAの修得スキル：プロフェッショ
ナル・スキルへの期待、成果は英語力
職務配置：経営管理・企画
派遣MBAの退職率：2－3割
問題点：高い派遣コスト、派遣MBAの修
得スキルの活用
今後の方向：廃止（国内のビジネス・スク
　　　　　　ールへ）
ケデス分析弩か社
グローバル・インセンテ三イブ型
派遣目的：国際専門スタッフ、グローバ
ル・マネジャー予備軍の育成、優秀社員
の獲得、若手社員のインセンティブを重
視
派遣MBAの修得スキル：グローバル・
スキルとプロフェッショナル・スキルへ
の期待、成果はグローバル・スキル
職務配置：国内の国際的な職務
派遣MBAの退職率：1－2割
問題点：高い派遣コスト
今後の方向：継続
ケ7キ～翁析lA社
インセンテ貯ブ型
派遣目的：優秀社員の獲得、若手社員の
インセンティブを重視
派遣MBAの修得スキル：成果は英語力
職務配置：経営管理・企画
派遣MBAの退職率：2－3割
問題点：高い派遣コスト
今後の方向：縮小
ケ旨ズ分析：’B社iC社
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00年企業補足調査）からも明らかである。以下では、4類型の特徴をケース分析を含め
て明らかにしたい。
3．グローバル・インセンティブ型の特徴
　（1）グローバル・インセンティブ型の特徴
　グローバル・インセンティブ型に属する企業は、育成目的とインセンティブ目的の双方
を重視するため、派遣目的全体への期待が、他の類型より高いのは当然であろう（資料2：
Q1）。そして、派遣目的に対する高い期待を反映して、派遣MBAの修得スキル全体に
対する期待も、4類型の中でもっとも高い（資料2：Q3）。しかし、派遣成果としての
グローバル・スキルやプロフェッショナル・スキルの評価は低いのである。
　帰国後は、国内の国際的な職務を中心に配置されるケースがみられる（資料2：Q13）。
国際専門スタッフ、グローバル・マネジャー予備軍を育成するという目的が、国内の国際
的な職務への配置という形で反映されている。育成目的が帰国後の職務配置に反映されて
いるため、派遣MBAの企業への不満が比較的低く、1990年代の派遣MBAの平均的
な退職率も、1割から2割程度にとどまっている（資料2：Q16（2））。
　制度の問題点は、派遣コストが高いことであり（資料2：Q18）、今後は休職させ、
私費留学を認める方向を考えたいとする企業もある（資料2：Q19）。その反面、派遣
コストが高いからといって、派遣コストの個人負担を増やしたいと考える企業は少ない（資
料2：Q19）。インセンティブ目的も重視するこのタイプの企業は、派遣にかかる費用
のほとんどを、企業が負担するのは当然であると考えている。
　この類型に属する企業は今後とも、現状のまま制度の継続を志向している。すなわち、
育成目的がグローバル・スキルへの期待として具体化されており、派遣成果としてもグロ
ーバル・スキルが評価されている。それは、国内の国際的な職務への配置へと結びつき、
企業と、派遣MBA自身の意識ギャップが少なくなっていることでもある。したがって、
派遣MBAの退職率も比較的低く、この類型に属する企業が制度を継続していく可能性は
高い。
　さらに、この類型に属する企業は、今後は特にグローバル・マネジャー予備軍の育成を
重視したいと考えており（資料2：Q19）、同時にインセンティブ目的に対する期待も
高いため（資料2：Q1）、制度を縮小・削減させる可能性は極めて低い。しかし、コス
ト面での問題が大きいため、制度を拡大する可能性は低いが、4類型の中で制度の継続を
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もっとも重視している。
　②　グローバル・インセンティブ型のケース分析：A社
　A社の派遣目的は、近年の日本でのグローバル化の進展により、海外企業との提携や合
弁活動が活発になったことを反映して、国際的な業務に携わる国際的な視野を持った人材
の育成、すなわちグローバル・マネジャー予備軍の育成である。グローバル・マネジャー
予備軍の育成と同様に重視しているのが、米国MBA派遣制度の求職者（大学生）に対す
るPR効果である。
　A社の会社案内（カタログ）や就職ガイド・ブックにおける米国MBA派遣制度に関す
る記述は詳細で、会社案内では数頁にわたって、この制度を含む海外留学派遣制度を紹介
している。この制度を中心とする海外への留学チャンスは、特に大学生にとって重要な企
業の選択条件となるケースが多いとの認識がある。
　同様に、この制度の存在が、20歳代後半から30歳代前半の若手社員に対して、イン
センティブ的な効果を発揮しているという認識も強い。米国MBA派遣制度は、一部のグ
ローバル指向の若手社員のあこがれであり、この制度が存在していなければ、海外で勉強
できるチャンスは彼らにとってほとんどないと考えられている。
　A社の育成目的とインセンティブ目的重視の傾向は、派遣MBAの修得スキル全体への
高い期待となってあらわれている。ただし派遣成果に関しては、グローバル・スキルは期
待通りの成果であると評価しているが、プロフェッショナル・スキルは成果としてあまり
評価していない。それは、プロフェッショナル・スキルの成果の把握が困難であるからで
ある。プロフェッショナル・スキルに対する高い期待と成果の問にギャップが生じている
ことに対し、A社は「仕方がない」と考えている。
　帰国後の処遇は、海外留学者だから特別扱いするということは決してないが、派遣成果
が生かせる職務に就かせる工夫をしている。例えば、自己申告させたり、年に数回、派遣
MBAと上司との話し合いの機会を持たせていることである。過去には、帰国直後の派遣
MBAを地方の営業に回したりというケースもあったようであるが、それも帰国後10年
から20年先までを視野に入れた、長期的な視野からの活用を考えてのことであったとい
われている。
　近年の企業全体の急速なグローバル化の動きとともに、「海外派遣するのはグローバル
な人材育成のためであり・活用する必要がある」ということを念頭に置き、可能な範囲で
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修得スキルの活用が可能な配置をしてVlる・すなわち、派遣MBAの企業内評価1こついて
は特別扱いしないよう心がけているが・同時に海外での繊や知識を嚇で活用できる
よう、長期的なキャリア形成を考えて配置しているのである。
　そうした努力が実を結び、1990年代後半には、社内での派遣成果が徐々に高まって
きていると議されている・つまり・米国MBA派遣制度によるグ・一バル・マネジャ＿
予備軍の育成が企業内で評価されてきているのである。
　さらに、グローバルな経験を積んだ派遣MBAは、一般社員にとってよい刺激となって
いるとともに、今後のグローバル人材の理想像になる可能性をもっているとの見方もして
いる。しかし現状では、派遣MBAの修得スキルの一般社員に対する特別な波及・移転ま
では考えておらず、あくまで刺激程度の役割しか期待していない。それは、派遣MBAが
社内でも少数派であるため・人事部の立場として1ま、一般社員の仕事意欲を高く保つこと
が醸であり・派遣MBAの修得ス判レを生かすこと腫要なことではあるカ・・、搬社員
との「平等性」と派遣MBAを「活かす」ことのバランスを考えることがその基本1こある
とされているからである・すなわち・派遣MBAに対し「エリートとしてのパスポ＿トを
決して渡してはいけない」とも考えており・搬社員との脇醐の差別化をすることな
く、派遣MBAの活用を行いたいとしている。
　派遣MBAの退職者は現在まで数人と、同業他社と比較しても、極めて少ないのがA社
の誇りでもあり、派遣MBAの活用が「うまくいっている」との認識は強い。数少ない退
儲の理由も・個人的事情のようである．派遣MBAの退儲が極めて少ない理由の＿つ
として・A社からの派儲の平均年齢は30歳代半ばと、通常の平均派遣年齢が2臓代
後半から3臓代前半であることと比較して、高いことがあげられる．企業内で実務をあ
る程度経験させて、30歳代半ば頃になってから派遣を行うため、帰国後の派遣MBAの
平均年齢は30歳代半ばから後半になる・したがって、30歳代前半で帰国する他社の派
遣MBAと比較しても、年齢的に高くなるため、転職しにくくなるのである。
今後は・どのような人選を行うかがキー一一となってきている．現在は全ての派遣者を公募
しているが・派遣を希望する韻だけを対象とした選抜では、応募してきた人材が1辣の
グ゜一バルな基幹人材となりうる優秀な人材であるかどうかを判断することが困難である
と考えられている・一方・鞭の若手社員に対するインセンティ鋤果を考慮すると溜
学したい韻の全員鵬が前提となるため冷後も公募を変えるわけにはいカ・ないとも考
えられている・また・派遣MBAの退職者がまだ比較的少ないため、学費返還義務等の退
102
職対策は全く行っていないし、今後も行う予定はない。
　A社の米国MBA派遣制度は、1年制の米国のビジネス・スクールへの派遣制度は19
70年代半ばに導入され、2年制の米国のビジネス・スクールへの派遣制度は1980年
代後半から導入されている。現在では、1年制と2年制の米国のビジネス・スクールへの
派遣制度の2本立ての形態で、年間の平均派遣人数は合計で5名から6名程度である。
　今後は特に2年制の米国MBA派遣制度をより拡充し、派遣人数を増やしたいと考えて
いる。しかし、コストの問題が大きいため、まだ先のことであるとの認識が強い。また、
国内のビジネス・スクールへの派遣制度については、現在は実施していないが、今後、派
遣を行うことも視野に入れている。
4．インセンティブ型の特徴
　（1）インセンティブ型の特徴
　インセンティブ型に属する企業は、育成目的に対する期待が4類型の中でもっとも低く、
そのためか、派遣MBAの修得スキル全体に対する期待や成果としての評価も、4類型の
中でもっとも低い。しかしながら、派遣成果としての英語力に対する評価は比較的高い（資
料2：Q3）。
　帰国後は、経営管理・企画を中心に配置されるケースがみられるが（資料2：Q13）、
インセンティブ目的の重視、英語力の評価、帰国後の職務配置としての経営管理・企画と
いう3要素間にあまり関係性がみられない。そのことが、派遣MBAの不満を高めている
と考えられ、平均退職率は2割から3割程度と高い結果を示している（資料2：Q16（2））。
　制度の問題点としては、高いコストが指摘されている（資料2：Q18）、個人負担を
増やしたり、派遣期間の短縮、または休職しての私費留学を認めたいと考えている企業は
少ない（資料2：Q19）。すなわち、この類型に属する企業の場合、インセンティブ目
的を重視しているため、インセンティブ効果を高めるためには、コストの多くを企業が負
担するのが前提条件であるとしている。
　さらに、女性の派遣者を増やしたいと考える企業が、この型に属する企業にみられるが
（資料2：Q19）、これは女性社員に対する制度のインセンティブ効果を目的としてい
るのであり、帰国後に退職してしまう可能性が男性よりも高いため、必ずしも女性社員の
育成を重視しているわけではない。
　制度の今後の方向は、インセンティブ目的を重視しているため、継続させる意向が強い。
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しかしこの類型に属する企業は・派遣MBAの退職者の増加という問題を抱えており（資
料2：Q18）、この問題が深刻化すれば、制度を縮小すると思われるが、インセンティ
ブ効果を高く評価する企業では、制度自体を廃止する可能性は極めて低いであろう。
　また、英語力を成果として高く評価しているが、英語力の強化を狙うのであれば、米国
MBA派遣制度でなくとも・語学・専門学校への派遣制度や海外トレーニーとしての派遣
制度など、短期の留学派遣制度で十分であると考える企業もある。この類型に属する企業
の場合、米国MBA派遣制度を縮小させる一方で、英語力の修得を狙っては、短期の留学
派遣制度を強化していく可能性が高い。
　短期の留学派遣制度の中でも、エグゼクティブ・コースへの派遣に対する企業の関心は
とくに高い（資i料2：Q21）。すなわち、数週間から数ヶ月間で集中的に専門分野に焦
点を絞って学べるエグゼクティブ・コースへの派遣は、コストも安く管理者層の英語力向
上へのインセンティブ効果が狙えるからである。
　②　インセンティブ型のケース分析：B社
　B社は制度の若手社員に対するインセンティブ効果を期待しており、それによる社内の
活性化、すなわちMBA留学を希望する社員の仕事意欲を刺激することを目的としている。
もう1つのインセンティブ目的である優秀社員の獲得についても、グローバル指向の強い
求職者に対して、米国MBA派遣制度は十分なPR効果を持っていると認識している。し
たがって、会社案内（カタログ）や就職ガイド・ブックにおけるこの制度の記述を重視し
ている。一方、育成目的は「企業の国際事業に貢献する」ことであるが、インセンティブ
目的ほどには重視していない。
　B社が考える期待と成果が一致する派遣MBAの修得スキルとは、英語力である。国際
人的ネットワー．．一．クや国際センス等を修得して帰国しても、実務上あまり役立たないと考え
ている。したがって、派遣MBAの修得スキル全体に対する期待や成果も低いのが特徴と
いえる。
　帰国後の処遇は、派遣中の学業の成績次第と考えられている。すなわち、ビジネス・ス
クールでの学業成績に応じて帰国前後で配置が変わるケースもある。しかし、本人の意向
が通ることはまれであり、人事部長が決定しているが、現在でも派遣MBAの帰国後の適
切な職務配置については模索中である。人事部がベストと思って与えた職務に対し、派遣
MBAが不満を抱えるケースが多いため、人事部はジレンマを抱えている。今後は、派遣
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MBAの帰国後の職務配置として・経営管理・企画だけではなく、新規事業の立ち上げや
海外子会社の買収などで積極的に活用したいと考えている。
　B社における派遣MBAの退職者は、1990年代後半から増加の傾向にある。退職者
は帰国後5年以内に退職しており、全員が外資系企業へ転職している。主な退職理由は、
修得スキルが活用されないことである。派遣MBA退職者の増加という事態が、帰国後の
職務配置の決定をさらに困難にさせており、また同時に退職対策が模索の状況にある。
　（3）インセンティブ型のケース分析：C社
　B社と同様にインセンティブ型に属していても、米国MBA派遣制度に対して異なる見
方をしているのがC社である。C社は「米国MBA派遣制度は社会貢献である」という意
識が強い。しかし、この制度は求職者に対するPR効果が高く、若手社員に対するインセ
ンティブ的な役割も担っていると考えられていることは、B社とC社の共通の認識である。
したがって、会社案内（カタログ）などにおけるこの制度の記述や、社内報での派遣者の
公募を重視している。
　C社での米国のビジネス・スクールへの派遣人数は、1年に1人か2人と極めて少数派
遣であるため、会社案内でもそれほど大きくは取り上げてはいない。しかし、この制度の
会社案内への記述は、企業の国際的なイメージづくりに貢献するため、優秀社員の獲得の
ためには不可欠であると考えられている。
　派遣MBAの修得スキルに対する考え方は、「修得スキル」というよりも派遣に伴う「付
加価値」として認識している、英語力の修得と米国人との国際人的ネットワークの構築が
もっとも重要であり、その他のスキル修得に対する期待はあまり強くはない。
　帰国後は、原職復帰が基本であり、そのことの影響と思われるが、派遣MBAの半数が
帰国後3年以内に退職している。そうした退職者の増加を危惧しており、退職対策を模索
している。一方、退職した派遣MBAに対しては、「仕事に対する教育ではなく、人に対
する教育」という観点から、米国MBA派遣制度は一種の社会貢献等であり、それらの優
秀人材が他社で活用されれば良いという社長の考え方が根底にあると指摘している。
　したがって、この制度に対する今後の展望として、いくら派遣MBAの退職者が増加し
ても、米国MBA派遣制度は若手社員や求職者に対するインセンティブ効果が高いため、
廃止することはありえないと考えている。すなわち、インセンティブ目的の方が育成目的
よりも・企業にもたらすメリットが大きいと考えられており、制度を継続させていく意向
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が強い。
5．プロフェッショナル型の特徴
　（1）プロフェッショナル型の特徴
　プロフェッショナル型に属する企業は、専門スタッフや経営幹部の予備軍の育成（資料
2：Q1）・すなわち経営のプロフェッショナルの育成を目指している。したがって、派
遣MBAの修得スキルへの期待は、グローバル・スキルよりもプロフェッショナル・スキ
ルへの期待の方が高く、特に経営管理能力への期待は、4類型の中でもっとも高い（資料
2：Q3）。
　しかし、この類型に属する企業は、派遣MBAの修得スキルへの期待と成果に対する評
価が異っている。とりわけ、成果としての英語力に対する評価が最も高い（資料2：Q3）。
すなわち、プロフェッショナル・スキルの成果の把握が困難であることも影響し、日常の
業務で具体的に発揮されやすい英語力の方が、成果として評価されているのである。
　帰国後の職務配置が派遣前と変わるケースが4類型の中でもっとも少ないのも、この類
型に属する企業である。しかし、職務配置が変わる場合には、経営管理・企画への異動が
ほとんどである（資料2：Q13）。職務配置が派遣前と変わるケースが少ないことに対
する派遣MBAの不満が高いと考えられることから、派遣MBAの平均退職率は、2割か
ら3割程度と高い結果を示している（資料2：Q16（2））。
　制度の問題点としては、派遣にかかるコストが高いことだけではなく、派遣成果の把握
が困難であること、そのような派遣成果を発揮する場が企業内に少ないこと、さらには、
派遣MBAの修得スキルの活用が困難であるという指摘が多く、4類型の中でもっとも多
くの問題を抱えている（資料2：Q18）。コストが高いという問題については、休職し
ての私費留学を認めたり、派遣コストの個人負担を増加させたいと考えている（資料2：
Q19）。
　この類型に属する企業は、国内のビジネス・スクールへの派遣制度と米国のビジネス・
スクールへの派遣制度という2本立ての派遣を行っているケースが多い。プロフェッショ
ナル・スキルの修得に関しては、国内のビジネス・スクールへの派遣制度でも、海外のビ
ジネス・スクールへの派遣制度でも、成果はあまり変わらないと考えているからである。
　しかし、米国のビジネス・スクールへの派遣制度ならではの問題は、退職者の増加であ
る。米国で修得したMBA学位の方が、国内で修得したMBA学位よりも外資系企業への
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転職に有利であることから、同じ派遣MBAでも、米国で学位を修得した派遣MBAの転
職の方が多いのである。
　その退職者がさらに増加すれば、退職者の増加を防ぐためにも、米国のビジネス・スク
ールへの派遣制度ではなく、国内のビジネス・スクールへの派遣制度を重視していくと思
われる（資料2：Q21）。今後はさらに、　MBA派遣制度により専門スタッフや経営幹部
の予備軍の育成を強化させていきたいと考える企業にとって（資料2：Q19）、コスト
が国内への派遣より数倍も高く、留学中の派遣者の管理（中間フォロー）にも手間がかか
り、帰国後は退職者が多い米国のビジネス・スクールへの派遣制度よりも、業務との両立
さえ可能である国内のビジネス・スクールへの派遣制度の方がメリットが大きいと考えら
れてきている。しかしながら、国内のビジネス・スクールへの派遣制度はまだ歴史も浅く、
国内のビジネス・スクールを修了したMBAの活用方法や派遣成果が、米国のビジネス・
スクールへの派遣制度のそれよりも不明確であるとの認識も少なくない。
　②　プロフェッショナル型のケース分析：D社
　D社における米国MBA派遣制度の歴史は古く、1960年代前半に導入されている。
そして、1990年代前半から6年間一時停止していた米国MBA派遣制度を、1990
年代後半に再スタートさせている。この制度を一時停止した理由は、当時の派遣目的が曖
昧で、帰国後に退職者が多く出たことと、経営状態の悪化によるものである。この制度を
一時停止していた際、MBA留学を望む社員が退職して私費で留学するケースがでてきた
ため、社内にこの制度がある方が、留学したい社員を退職させることが少ないと判断した
ことも、制度を再スタートさせた一つの理由である。なお、制度を再スタートした年に応
募者が殺到したのは、長い間、制度がなかったため、留学したい社員が留学できずにフラ
ストレーションを高めていたことによると、人事部は考えている。
　また、この制度を一時停止していた問、社長が交代し、新しい社長が企業のグローバル
化を重視して、留学派遣制度の再スタートを要請・再開したのも一つのきっかけであった。
こうして再スタートされた制度の新しい派遣目的は、「将来の経営に携わる人材の育成」
である。そして、将来の経営に携わる人材の育成を目的として、派遣MBAに対し、グロ
ーバル・スキルよりもプロフェッショナル・スキルの修得を重視しており、そして帰国後
の実務での活用については、長期的な視点で考えている。
　さらにD社では、育成目的の内容を絞り込んで制度を再スタートさせ、過去の公募のみ
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の募集方法から・企業が派遣したい社員が派遣できるように、公募と指名の2本立てに改
革している。公募での選抜要因も、過去の英語力を重視する傾向から、英語力だけではな
く、業務成績や企業の期待する将来の経営に携わる人材像を考慮した、プロフェッショナ
ル・スキルの優れた人材の選抜を重視する傾向へと変化してきている。
　帰国後の職務配置は、最終的には経営管理・企画での活用を考えているが、帰国直後の
派遣MBAは年齢的にもまだ若いため、経営管理・企画以外の部署で実務経験を積んでか
ら経営管理・企画に就かせる計画をもっている。すなわち、帰国後の数年間は実務的な再
教育を行う必要性が高く、それを踏まえた企業内キャリア・パスの構築を課題としている。
　D社では制度を再スタートして間もないため、企業内に派遣MBAは数人しか在職して
おらず、退職者もまだでていない。しかし、過去に多くの退職者をだした経験もあり、今
後の退職者の動向に、改革後の米国MBA派遣制度の運営の成果が問われてくると考えて
いる。
　D社における米国MBA派遣制度は、1年制（スローン・スクールへの派遣）と2年制
（トップ20以内の米国のビジネス・スクール）への派遣制度の2本立てであるが、今後
の派遣MBAの企業内での活用がうまくいけば、派遣人数の拡大や、国内のビジネス・ス
クールへの派遣制度の導入についても、派遣成果が明確になり次第、視野に入れていきた
いとしている。
6．グローバル型の特徴
　（1）グローバル型の特徴
　グローバル型に属する企業は、国際経営のプロフェッショナルの育成を目指している。
したがって、企業が期待する派遣MBAの修得スキルはグローバル・スキルであり、プロ
フェッショナル・スキルへの期待よりも高い（資料2：Q3）。そして派遣成果としても、
プロフェッショナル・スキルよりもグローバル・スキルを高く評価している。
　帰国後は、国内の国際的な職務や経営管理・企画を中心に配置されるケースが多い（資
料2：Q13）。この類型に属する企業では、育成目的と修得スキルへの期待とさらに成
果の評価が、帰国後の職務配置にも反映している。すなわち、経営管理・企画などへ配置
されるケースも少なくなく、派遣MBAの不満は4類型の中でもっとも低い。したがって、
平均退職率は1割以下と、4類型の中でもっとも低い結果を示している（資料2：Q16
（2））。
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　制度の問題点としては、他の3類型と同様に高いコストを指摘しているものの、4類型
の中でもっとも低い（資料2：Qユ8）。すなわち、4類型の中で派遣MBAの退職率が
最も低く、全類型の問題点とされている高いコストに関しても問題視する傾向が低いので
ある。さらに、企業と、派遣MBA自身の意識ギャップも4類型の中でもっとも小さい。
　今後は、グローバル・マネジャー予備軍の育成を重視していきたいと考えており（資料
2：Q19）、制度を継続させる意向が強いのはもちろんのこと、拡大させたいと考える
企業も少なくない。
　②　グローバル型のケース分析：E社
　E社は米国MBA派遣制度を1980年代前半から導入している。しかし導入してから
すぐに一時停止しており、1990年代半ばから再スタートしている。再開後の制度の新
たな育成目的は、「グローバルな人材の育成」と「MBA学位を修得すること」の二つであ
る。E社がこの育成目的を重視する背景には、企業全体のグローバル化の遅れが影響して
いる。すなわち、E社にとって米国MBA派遣制度とは、企業をグローバル化するための
施策の一つであり、そこで、派遣目的をインセンティブ目的から育成目的へ重点をシフト
させ、グローバルな人材育成のための施策として新たに再スタートしたのである。
　E社は「グローバルな人材の育成」を目的として、国際人的ネットワークの構築への期
待がもっとも高い。プロフェッショナル・スキルよりもグローバル・スキルを重視してお
り、成果としてもグロs－一一バル・スキルを高く評価している。すなわち、E社におけるグロ
ーバルな人材とは、国際人的ネットワークを中心としたグローバル・スキルに優れた人材
のことである。
　帰国後の職務配置は、基本的にポジションの空きがあるかも左右して、派遣MBA全員
を適切と思われる職務配置に就かせることができないのが現状である。しかし、派遣MBA
に対しては、できる限り国内の国際的な職務や経営管理・企画を中心に配置している。
　派遣MBAが帰国直後すぐに海外の支店での勤務に就くケースも過去にはあったが、現
在ではそのようなケースはまれである。それは、入社して2年から3年間の実務経験しか
ない若手が派遣対象であり、帰国後も実務能力が低いためである。少なくとも帰国後4年
から5年間は本社で実務を積んでから海外子支店への出向が望ましいと考えている。この
ように、派遣MBAが帰国後の数年間は本社で実務を積んでから海外出向というパターン
が中心であり、留学期間も含めての「グローバルな人材」の育成に7年から8年をかけて
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いる。しかし、E社に在職する派遣MBAの3分の2が、海外への出向や海外駐在員の経
験者である実態は注目に値する。
派遣MBAに対し「グローバルな人材」としての活用を重視するE社では、彼らの帰国
直後は国内の国際的な職務、数年後には海外での職務と、一一貫して彼らの「グローバル」
な活用を行っており、派遣MBAの退職率は1割程度と比較的低い。この1割程度の退職
者の理由は、「職務があわない」「大学へ戻りたい」「給与が安い」という3つである。退
職者の多くが、帰国後2年から3年後に、海外出向を経験する前の本社勤務の時点で辞め
ている。
　また、派遣者は留学中、実務を2年間も離れることになるため、同期入社の社員より実
務面で後れをとることが問題とされている。E社は典型的な日本企業であるとの認識が強
く、基本的に教育よりも実務を重視しているため、米国企業のように修士学位を修得した
からといって、帰国後の処遇を考慮する必要はないと考えている。帰国直後の派遣MBA
はビジネス・スクールでの教育により「頭でっかち」になるため、日本で再度実務経験
を積み直す必要があるとしている。
　しかしE社では、米国MBA派遣制度によるグローバルな人材育成を高く評価しており、
将来的には、現在の本社の日本人社員だけを対象とした派遣に加えて、海外子会社の日本
人社員や外国人社員までも含めて派遣対象としていきたいと考えている。すなわち、米国
MBA派遣制度は、日本人に対するグローバルな人材開発の施策として有効であるばかり
ではなく、外国人社員に対するグローバルな人材開発の施策としても有効であるとの認識
が強い。
llO
第5章　米国MBA派遣制度の課題と改革
Lはじめに
　第3章では、インセンティブ目的を重視する企業は、派遣MBAの修得スキルへの期待
や派遣成果に対する評価が低く、帰国後の職務配置への配慮も低いため、その結果として、
退職につながりやすいことを明らかにした。すなわち、退職が多くみられるのは、第4章
で4類型化した中の、インセンティブ型に属する企業において、このような傾向が強い。
　本章では、派遣MBAが帰国後も継続勤務しやすいのは、育成目的、派遣MBAの修得
スキルへの期待とその成果、帰国後の職務配置が一貫している構造であることを明らかに
する。それは、グローバル型に属する企業の構造に他ならない。すなわち、米国MBA派
遣制度の改革方向としては、グローバル型に属する企業の構造を目指すことであり、その
ための改革課題も明確にする必要がある。
　結論的にいえば、インセンティブ目的と育成目的の間でジレンマを抱えている企業は、
インセンティブ目的か育成目的かという二者選択をするのではなく、固定的なインセンテ
ィブ目的に重点をおくことから、時代とともに状況適応で進化可能な育成目的を重視する
ことが重要である。それによって、企業と、派遣MBA自身の意識ギャップの縮小が進み、
派遣MBAの継続勤務へと繋がっていくと考えられる。
2．グローバル型にみられる継続勤務の構造
　グローバル型に属する企業の構造的な特徴は、第4章で明らかにしたように、派遣目的
である国際専門スタッフ、グロs－一・一バル・マネジャー予備軍の育成が、派遣MBAに期待さ
れる修得スキルとしてのグローバル・スキルに反映されており、派遣成果としてもグロー
バル・スキルに対する評価が高いことである。さらに、派遣目的と修得スキルが帰国後の
職務配置として、国内の国際的な職務（または経営管理・企画など）に反映しているとい
う特徴をもっている。すなわち、グローバル型は、国際専門スタッフ、グローバル・マネ
ジャー予備軍の育成、グローバル・スキル、国内の国際的な職務が「グローバル」という
観点で一貫して関連している構造を持つ、唯一の類型なのである。
　このような構造を反映して、派遣MBAの1990年代の年間の平均退職率は1割以下
と、4類型の中でもっとも低い。企業と、派遣MBA自身の意識ギャップも少なく、すな
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わち帰国後の職務配置において派遣MBAの修得スキルが比較的活用されているため、派
遣MBAの企業への不満は、ほかの類型に属する企業のものよりも低い。さらに今後、制
度を拡大させたいという企業も、グローバル型に属する企業にみられる傾向であり、退職
者も少ないため、今後の制度運営を拡大する可能性もありうる。
　反面、プロフェッショナル型に属する企業の場合、専門スタッフや経営幹部の予備軍の
育成という派遣目的が、プロフェッショナル・スキルへの期待として反映されている点は
グローバル型に属する企業との共通点である。しかし、プロフェッショナル型に属する企
業が評価する派遣成果は主に英語力であり、グローバル型に属する企業においてグローバ
ル・スキルへの期待と派遣成果が一致しているのとは異なっている。さらに帰国後の職務
配置において、帰国直後の若手の派遣MBAを経営管理や企画などで活用することが困難
であることは、第4章で指摘した通りである。したがって、プロフェッショナル型に属す
る企業における派遣MBAの年間の平均退職率は、2割から3割程度と高い。
　以上のように、グローバル型に属する企業の特徴は、インセンティブ目的ではなく、育
成目的が重視されており、育成目的が企業が期待する派遣MBAの修得スキルに反映され
ていることである。また、育成目的を重視する場合、企業が育成したい社員を選抜派遣す
ることが、育成目的の効果をあげるためにも重要である。派遣を希望する社員が、企業が
期待する派遣者とは限らないことは、企業からの指摘にある通りである。そして、このよ
うな育成目的と修得スキルへの期待が、派遣MBAの帰国後の職務配置に反映されること
がもっとも重要である。
　このようなグローバル型に属する企業の構造の特徴的な分析から、派遣MBAが帰国後
も継続勤務しやすい構造を示すと、図表5－1のようになる。それは、図表3－3（第3
章）で示した、派遣MBAの退職の構造の逆の構造に他ならない。
　重要なのは、育成目的、派遣MBAに期待される修得スキルとその成果に対する評価、
帰国後の職務配置の一貫性である。どのような育成目的にしろ、育成目的と修得スキルが、
帰国後の職務配置に反映されていることが重要である。そして、適切な職務配置が行われ
ることにより、派遣MBAの修得スキルの活用が可能となり、企業と、派遣MBA自身の
意識ギャップ、すなわち職務配置における派遣MBAの不満が少なくなるのである。この
ような構造は、最終的に派遣MBAの継続勤務という行動に表れてくる。
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図表5－1　派遣MBAの継続勤務の構造
（派遣MBAの修得スキル）
（派遣MBA璽行動・〉’幽”
襲懸遣、Aの継続動務’F
囲
画
　　　　退職対策④
・繭醜嚇醐鉱
　　　　　ウ
（育成したい社員の選抜）②
3．米国MBA派遣制度の改革方向
　米国MBA派遣制度の改革方向は、基本的に現在の米国MBA派遣制度の構造を、図表
5－1の構造へと近づけることである。そのためには、図表5－1の中に①②③④で示し
た、育成目的、派遣MBAの修得スキル、育成したい社員の選抜、適切な職務配置、退職
対策に焦点を絞った改革が必要である。
　例えば、グローバル型に属する企業にとっては、グローバル・マネジャー予備軍の育成
の重視、そのための選抜方法と選抜要因の工夫、国際職務を中心とする職務配置、将来の
海外職務でのキャリアの可能性などを明示する退職対策等が改革課題である。グローバル
型に属する企業は、今後は国際専門スタッフの育成よりも、グローバル・マネジャー予備
軍の育成を目指す傾向が強い（資料2：Q19）。そして、そのための選抜方法の改革が、
今後の改革課題の一つになっている（資i料2：Q19）。すなわち、グローバル型の多く
の企業において、今後はグローバル・マネジャー予備軍の育成がより重視され、それにと
もない企業が育成したい社員の選抜が、重要な要因になることが予測される。
　全ての類型の共通課題として、以下のような、育成目的と修得スキルの明確化、育成し
たい社員の選抜、職務配置における意識ギャップの縮小、帰国後3年目位までの退職対策、
という4点を中心とした改革が必要とされている。
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　（1）育成目的と修得スキルの明確化
　どの派遣目的を重視するかにより、米国MBA派遣制度の構造全体が変化することは第
4章で明らかにした。すなわち、派遣目的を明確にすることは、米国MBA派遣制度の構
造を変えることになる。とりわけ、育成目的を明確にすることが重要である。インセンテ
ィブ目的は、制度が運営される限り内在される派遣目的の一つであり、固定的であるとい
えるが、育成目的だけが時代とともに状況適応で進化可能であることも、第2章で既に明
らかにした。
　そこで、育成目的である専門スタッフ、経営幹部の予備軍、国際専門スタッフ、グロー
バル・マネジャー予備軍の育成のどれに焦点を当てるかにより、米国MBA派遣制度の構
造が異なることはいうまでもない。例えば、専門スタッフや経営幹部の予備軍の育成を重
視するプロフェッショナル型に属する企業の場合には、プロフェッショナル・スキルの修
得を重視するが、国際専門スタッフやグローバル・マネジャー予備軍の育成を重視するグ
ローバル型に属する企業の場合には、グローバル・スキルの修得を重視するなどである。
　企業が期待する修得スキルを明確にして派遣者に明示することは、派遣者を納得させる
ためにも必要なプロセスである。このプロセスを曖昧にすると、企業の意図する育成目的
に対する派遣者の理解が薄れ、両者の問の意識ギャップを拡大する可能性が高い。
　②　育成したい社員の選抜
　育成目的と、その育成目的が反映した修得スキルを明確にした後は、適切な派遣者の選
抜方法を工夫することが必要である。3割程度の企業（「全くその通り」「その通り」の回
答合計）は、派遣したい社員が応募してこないというジレンマを抱えており（資料1：Q
18）、同様に3割程度の企業（「全くその通り」「その通り」の回答合計）が、選抜方法
の改革が必要であると考えている（資料1：Q19）。インセンティブ目的を重視して、
公募を行う企業が多いことは第1章で明らかにしたが、問題は応募者の中に企業が期待す
る人材がいるかである。
　将来の基幹人材として期待される優秀社員の多くは、企業内で実績を積む方が将来的に
有利であると考えているため、長期の留学派遣制度には応募したがらない。したがって、
米国のビジネス・スクールに派遣されるのは、もっとも優秀な将来の基幹人材ではなく、
セカンド・ベスト層が多くなるとの人事部の声も少なくない。そのため、派遣者の帰国後
の評価活用も、それほど重視する必要はないという認識につながっている。
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　日本企業が将来の基幹人材の育成に対して、企業内育成を基本としている傾向は、r2
000年HRMプロジェクト人事・教育白書：基幹人材編概要報告書』（日本能率協会マ
ネジメントセンター編、2000）での調査による、207社からの回答分析にも示唆さ
れている。基幹人材の「効果が高い育成方法・施策」は「困難な事業の経験」（32．1％）と
「子会社などでの経営の経験」（30．49・）であり、逆に「MBA取得など海外留学経験」
（4．3％）を基幹人材の育成方法として重視する企業は少ない（日本能率協会マネジメント
センター編、2000、26頁）。企業は、MBA派遣による将来の基幹人材の育成よりも、
社内外での実務経験を通しての育成を重視している。
　企業は高いコストをかけて育成する派遣者に対し、表向きには将来の基幹人材としての
期待を示すとしても、その背後では、実務経験を通して育成した社員に対する将来の基幹
人材としての期待の方が大きい。さらに、2年間も企業外部の空気に触れてきた派遣者が、
留学期間に失う社内での人的ネットワークや実務経験により、同僚との昇進競争に遅れを
とるケースもみられる。
　企業としても実務経験の少ない若手社員を派遣するため、帰国後は実務教育を再度施さ
なくてはならないと考えている。したがって、「MBA派遣するのは社内の将来の基幹人材
ではなく、基幹人材の育成から外れたグローバル指向の強い人材である」と明言する企業
もある。さらに派遣者に対しては、「米国のビジネス・スクS－一・一ルへの派遣はエリートのパ
スポートではない。また、彼らにそのようなパスポ・一一一トを決して渡してはならない」と主
張する人事担当者も少なくない。
　将来的には、企業が派遣したい人材を選抜するためには公募だけでは十分ではなく、公
募と指名、推薦の併用など、公募とほかの選抜の組み合わせを考えていきたいとする企業
もある。しかし、インセンティブ目的を重視する企業では、指名や推薦だけの選抜に対す
る抵抗は大きく、公募は残したままでほかの選抜との併用という形式が一般的な方向であ
る。
　もちろん、企業の中には公募は一切行わず、指名だけで選抜するケースもみられる。例
えば、経営に携わる人材育成を早急な課題としているため、企業が育成したい人材の派遣
を最優先している企業などである。この企業では、過去に公募による選抜を行っていたが、
1990年代に入り、派遣MBAの退職者が増加したため、1990年代後半に米国MBA
派遣制度の見直しを行い、育成目的を明確にした後、派遣者の選抜を公募から指名に改革
した。育成したい人材像が明確である場合、企業が派遣したい人材の選抜を行うために、
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公募から指名や推薦に改革することも可能なのである。
　さらに選抜要因としても、英語力があることは海外留学のための基本条件ではあるが、
英語力だけに偏らない、応募者が将来希望するキャリアや企業の方針にマッチした人材を
選出するために、選考委員に先輩のMBAを参加させるなど、人事部以外の海外経験の豊
富な第3者を選考委員に加えるなどの工夫も必要であろう。
　（3）職務配置における意識ギャップの縮小
　企業と、派遣MBA自身の意識ギャップは、派遣前後で変わらない、あるいは修得スキ
ルとあまり関係のない職務配置に帰因することは、図表3－3（第3章）で明らかにした。
すなわち、育成目的と派遣MBAに期待する修得スキルを明確にしたうえで、それらをど
のように帰国後の職務配置に反映させていくのかが、退職及び継続勤務を決める重要な要
因である。さらに、適切と思われる職務をタイミングよく与えられるかという問題にっい
ても、考慮する必要がある。
　帰国直後の適切な職務配置、すなわち育成目的がどのくらい職務配置に反映されている
か、または修得スキルの活用が可能な職務配置であるかが重要である。派遣MBAの修得
スキルについては、半数の企業（「全くその通り」「その通り」の回答合計）が、修得スキ
ルを帰国後の職務配置で活用していないと認識している（資料1：Q18）。
　2000年企業調査では、派遣MBAの修得スキルが活用できないという問題と（資料
1：Q18）、企業が期待する派遣MBAの修得スキルとしてのプロフェッショナル・ス
キル（資料1：Q3）との間に正の相関がみられた。したがって、企業が問題とする活用
できない修得スキルとは、グローバル・スキルよりもプロフェッショナル・スキルであろ
う。
　派遣MBAのプロフェッショナル・スキルを活用するための職務配置にっいては、「最
も良いのは企業内ベンチャL－・・、新規事業の立ち上げであり、かっこうの活躍の場となるの
は経営改革の推進者である」という派遣MBAからの指摘や、「本人の能力にあった仕事
を与えることが必要である。とくにMBAに対しては、国際的な業務・企画・財務などな
ら良いと思うが、MBAは若いからという理由で、支店の営業マンとして5年間位使った
りすると不満が高まる。勉強したことが帰国後に役立たないことは問題であり、MBAの
希望を取り入れることが重要である」という指摘がある。
　「派遣MBAを組織の中に入れないで、子会社の役員や支店長などに配置してやる気を
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引き出して、業績により評価する。また、実績に対して報酬する株やストック・オプショ
ンなどの制度も一つの選択肢であろう」とする派遣MBAの指摘もあるが、派遣MBAだ
けを組織の中に入れないで、子会社の役員や支店長などに抜擢することは、第2章で議論
したように、一般社員と派遣MBAとの「平等性」や「公平性」を重視する日本企業にと
ってあまり現実的とは思えない。
　しかし「日本では社員は主に子会社に出向させ、その子会社の中で経営にタッチできる
よう配慮されているが、子会社だけでは経営の最終責任が親会社にあり、なかなかジェネ
ラル・マネジャーとして能力を発揮できないことが問題となる。米国のビジネス・スクー
ルでの経営教育というのは、特定の専門分野について学ぶとか専門的技能が身に付くとい
うことではなく、経営に際してどのように問題を分析・検討・判断しなければならないか
ということを教える教育であるため、自分で意思決定できるマネジメント・リスクに携わ
らないと、学んだことを効果的に生かすことが難しい」との派遣MBAからの指摘も確か
である。
　また、銀行では派遣MBAをファイナンスのプロフェッショナル候補とみているが、本
来は企画セクションに重点的に配属し、旧態然たる経営意思決定システムの改善に活用す
ることや、持株会社制度の活用も含め分社化によるトレー一一ダーのようなスキル保持者のプ
ールを検討することの重要性も、派遣MBAから指摘されている。
　企業に期待される職務配置については、「金銭的に優遇しろということではなく、その
人を生かせるポジションが必要だと思う。例えばあるていど、自分で企画を考えて実行で
きるような役割やポジションなどである。退職していく人は仕方がないであろう。企業は
優秀なMBA人材を集められるような環境、またMBAが定着しやすい環境を整えること
が必要である。能力主義の傾向により人材は流動化していく傾向にあるため、企業はMBA
と一般社員との平等性に配慮しなくても良くなっていくと思う」という指摘に端的に示さ
れている。
　帰国後の職務配置でのプロフェッショナル・スキルの活用は困難である反面、グローバ
ル・スキルの活用に対する企業の意識が高まる傾向にあることは、「米国MBA派遣制度
を導入してから時間が経過してきているので、企業に残っている派遣MBAの中には、成
果（グローバル・スキル）をあげつつある人もでてきている。評価・処遇しなくても、社
内でグローバル・スキルの実務的な成果があがってきたという認識はある」との企業から
の指摘に示唆されている。
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　この企業では、派遣MBA個人の成果よりも、派遣MBA全体としての成果（グローバ
ル・スキル）に着目しているため、毎年のコンスタントな派遣によって育成されたMBA
の人数が徐々に増加し、彼ら全体の成果としてのグローバル・スキルが社内で認識されつ
っあるのである。しかし、この企業が派遣MBAに対し、帰国後3年以上の中期・長期的
な視野での派遣成果への評価を高めている間に、半数以上が帰国後2年以内に退職してい
る。「ビジネス・スクールで学んだことが直接生かせるポジションや環境整備がないと、
MBA派遣制度はかえって留学社員のキャリアを無責任に壊してしまう」という派遣MBA
からの指摘にあるように、帰国直後の適切な職務配置が必要なのである。
　（4）帰国後3年目位までの退職対策
　企業の退職対策は主に誓約書における学費返還の義務付けであることは、第3章で明ら
かにしたが、同時に誓約書の法的拘束力や退職対策としての有効性については問題がある
ことも指摘した。このような誓約書では十分な退職対策とまではいえないのである。誓約
書があるにも関わらず、学費返還義務の有効期限内に退職する派遣MBAが存在すること
も、第3章で既に明らかにした。
　図表3－1（第3章）での派遣MBAの退職意識の変化と退職時期の分析から、退職対
策には、施策と実施するタイミングの両方が重要であるといえる。そこで、派遣MBAの
退職意識が萌芽するポイントである留学1年目前後の「退職萌芽ポイント」から、実際に
退職を行う傾向がみられる帰国後3年目位の「退職ポイント」までの問に、退職対策を行
うことが有効である。
　それは、図表5－2に示すように、留学2年目頃から帰国後3年目位までの約4年間の
間、派遣MBAの企業への不満がピークに達して退職しやすいという傾向から、この間に
退職対策を実施することにより、派遣MBAの意識変革が図表の中の「継続勤務」のカー
ブに近くなるように、「退職ポイント」以降、「退職願望ポイント」と「退職ポイント」を
通過することなく継続勤務させることが、退職対策の本来の目的である。
　留学中の2年目頃の退職対策の中心は、企業と派遣者の間のコミュニケーションである
中間フォローとなる。派遣者の企業への不満がでやすい時期に、彼らの将来のキャリアに
対する不安や不満を取り除くことが目的である。すなわち、派遣者に企業が意図する育成
目的を理解させ、その育成目的が帰国後の職務配置にどのように反映されていくのかを明
示することが重要である。帰国後の職務配置に、企業と、派遣MBA自身の意識ギャップ
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が存在していることは、図表3－3（第3章）で明らかにした。したがって、両者の間の
意識ギャップが存在する職務配置に加え、派遣者の帰国後のキャリアに対する企業の方針
や意図を明示することが、帰国後に対する不安や不満を解消する方法である。
図表5－2　退職萌芽ポイントからの退職ポイントまでの退職対策
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　中間フォローの目的は、第1章で明らかにしたように、主に派遣者の管理やサポートに
あった。しかし、退職対策を兼ねた中間フォローを実施するためには、現在の中間フォロ
ーの目的に、派遣者の帰国後の職務配置やキャリア形成における両者の間のコミュニケー
ションも目的として加える必要がある。派遣者の学業を邪魔したくないという理由から、
留学2年目頃の派遣者とコミュニケーションを行わない企業もみられるが、この時期の派
遣者との適切なコミュニケーションは、彼らの帰国後の退職意識を低減することを可能に
する重要なポイントである。
　しかしもっとも重要なのは、派遣MBAの帰国直後から帰国後3年目位の間の職務配置
や、企業に留めておくためのインセンティブである。第3章で明らかにしたように、20
00年MBA補足調査でインタビューを行った派遣MBAの中で、留学中に退職を行った
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ケースは存在していなかった。留学中、企業への不満や帰国後のキャリアに対する不安を
抱きながらも、いったんは企業に戻って、企業の待遇を見極めたいと考えていた。したが
って、派遣MBAの帰国後の職務配置において、派遣前と派遣後で変わらない、または修
得スキルが活用できないという状態が続いたり、帰国後にタイミング良くヘッド・ハンテ
ィングされたりすると、退職をする傾向にあることも、第3章で既に明らかにした。
　派遣MBAが期待する帰国後のインセンティブとしては、業績による評価（人事制度を
成果主義に変えるなど）、ストック・オプションの導入、リーダー（チーム・リ・・一ダーや
プロジェクト・リー一一一ダー）的役割を与えることが、派遣MBAから指摘されている。すな
わち、派遣MBAに対するインセンティブとは、　MBAに対する評価や給与・職位等に限
らず、彼らの高いプライドをくすぐるような困難な職務や広い裁量権の譲与、海外任務な
ど、一般社員との「平等性」や「公平性」を重視する企業にとっても、実際に与えること
が可能なインセンティブであるとの派遣MBAの認識は強い。
　以上のように、派遣者に対しては、派遣前の選抜時点から派遣後の職務配置までの一貫
した育成が必要である。その間における企業と派遣者との密度の高いコミュニケーション
を行うことによる相互理解が、重要な退職対策となる。そして、派遣者の職務配置やキャ
リア形成において問題が生じた場合、率直に派遣者に伝えコミュニケートしていくことに
より、両者の間の意識ギャップを縮小させることが可能となる。留学中の派遣者が何より
も不安に思うことは、帰国後のキャリア形成や職務配置についてである。この点を明らか
にして、派遣者からのフィS・一一ド・バックを企業が受け止めていくことが重要なのである。
4．日本企業と派遣MBA自身の課題
　（1）日本企業の課題
　日本企業の実際問題として、派遣MBAの評価活用のためにも、堅い組織構造をどこま
で変えていけるかという課題が残されている。すなわち、私費MBAの採用は増やしたく
ない（2割程度：「全く違う」「違う」の回答合計）、休職しての私費留学は認めたくない
（2割程度）、女性の派遣者は増やしたくない（1割程度）企業があるように（資料1：
Q19）、そこには長い派遣制度の歴史と、そこに根付いてきた日本企業の伝統的な考え
方や慣行が存在するため、簡単には変われないのである。インセンティブ目的を重視する
企業の中には、派遣MBAの評価活用よりも、制度の現状が維持ができれば、それでよい
とする企業もある。
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　しかし、今後の日本企業における派遣MBAの評価活用がさらに困難になっていく傾向
は、派遣MBAの外資系企業への転職者の増加、企業と派遣MBAの間の派遣コストの返
還を巡る法廷判決の増加、このような現状を踏まえて、米国MBA派遣制度を廃止する企
業がではじめるなど、すでに表面化している。
　派遣MBAを帰国後処遇することなく、今後も一般社員と同等に扱っていくならば、企
業への不満は増大するばかりである。企業はこのような事実を把握していながらも、誓約
書の作成など、表面的な退職対策しかうちだせずにいる。米国MBA派遣制度の改革や、
派遣MBAの活用のためのキャリア・パスの構築、職務配置の工夫などの必要に迫られて
はいるものの、そこには堅い組織構造や、米国MBA派遣制度の長い歴史の中で変わるこ
となく重視されてきたインセンティブ目的などが、それらの改革を阻んでいる。
　実際には、今後も日本企業における米国MBA派遣制度の改革方向を巡る試行錯誤が続
き、グローバル型に属する企業に代表されるように、制度を改革して継続・拡大していく
企業と、プロフェッショナル型に属する企業に代表されるように、制度を縮小・廃止して
いく企業の派遣制度の差は明確になっていくと予測される。すなわち、派遣MBAの退職
者がさらに増加していく企業と、退職者が減少していく企業の二分化が進むことである。
　（2）派遣MBA自身の課題
　派遣MBA自身に対しては、上司との人間関係、企業に対する過剰な期待、リバース・
カルチャーショックの問題修得スキルの維持、という4つの課題が残されている。
　第1に、「日本企業で派遣MBAは、上司から生意気で鼻につくなどの評価を受けるケ
ースが多い」との派遣MBAの指摘にあるように、このような評価を上司から受けないた
めには、上司との円滑な人間関係を心がける必要がある。さらに、「社内に派遣MBAの
修得スキルを上手に活用できる上司が少なく、さらに管理職の人材の能力不足だけの問題
ではなく、上司の派遣MBAに対する嫉妬や妬みなどが存在する」という指摘もある。す
なわち、派遣MBAが退職してしまった場合、上司が適切に活用できなかったという理由
により、派遣MBAの直属の上司に対する企業の評価が下がってしまうため、上司が派遣
MBAの部下を持つことを好まないケースもみられるのである。
　一方、派遣MBAを活用する上司にとっても、帰国直後の派遣MBAは独立心が旺盛で
扱いにくいケースが多い。派遣MBAが会社組織の一員としての自覚を欠く傾向は、「現
状ではMBAイコール・サラリーマン・プラス何か付随しているという状態である。もと
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もと組織の上に立つように教育されているため、派遣MBAもそのような認識が強く、会
社組織の一員となるのは困難である。したがって、組織の一員として扱いたい上司と、組
織の上に立ちたい派遣MBAとの関係は難しいと思う」という派遣MBAの指摘に端的に
示唆されている。派遣MBAの上司との関係には、派遣MBAの会社組織の一員としての
認識の欠如という問題も関わっているのである。
　第2に、派遣MBAの企業に対する過剰な期待は、企業が指摘する派遣MBAの問題点
の一つでもある。すなわち、「派遣MBAは一般にプライドが高い。自己主張も強いため、
自分の給与に対する期待も高い。したがって、周りの社員とぶつかる機会も多い。一方で、
企業はそのような派遣MBAを巧みに活用して、多くの挑戦的なチャンスを与えて、そこ
で成果をだしたら報いるという柔軟な姿勢が必要である」という指摘や、「MBA学位を修
得したいという人は、ほとんど自分で自分の城が持ちたい人ばかりである。または現職で
トップに上り詰めたいという人である。そういう人でなければ、逆にMBA学位は役立た
ない」という派遣MBAからの指摘に示されるように、彼らの高いプライドやリーダー的
な役割を好む一般的な傾向を、企業は上手に活用して、業績に還元していくことが重要で
ある。
　派遣MBAが企業に対して過剰な期待を抱く原因として、企業と派遣MBAの間のコミ
ュニケーションの不足もあげられるが、基本的に派遣MBAの非現実的な考え方に問題が
ある場合、両者の歩み寄りや相互理解を得ることは難しい。特に帰国直後の派遣MBAが
企業に対して過剰な期待を抱きやすいのは、「企業の方針を理解できず、企業が実力を認
めないと飛び出していった帰国直後の派遣MBAは、決して他の企業でも大成しない」と
いう派遣MBA自身からの指摘の通り、個人のキャリア形成にとってもマイナスとなる。
　また、f－’‘般社員とMBAの学歴による差別化は必要であり、　MBA学位は勲章と考えて
評価されるべきだと思う」や「給与は派遣MBAにとって自分の実力の通信簿であり評価
である。派遣MBAは自分が評価されているという満足感が給与面で必要である」と考え
る派遣MBAもいる。このような派遣MBAの企業に対する非現実的な期待については、
自己認識するしかないのである。
　第3は、派遣MBAが帰国直後、日本企業への再適応の際に体験するカルチャー・ショ
ックは「リバース・カルチャー・ショック」とも呼ばれ、米国で最初に直面するカルチャ
ー・ Vョックと同じか、それ以上に大きいことはあまり注目されていない。派遣MBAは
帰国直後、このようなリバース・カルチャー・ショックを受ける可能性があることを認識
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しておくことが重要である。リバース・カルチャー・ショックを乗り越えられず、派遣企
業に再適応できずに退職してしまうケースも存在するのである。
　帰国直後の派遣MBAの企業への再適応は、派遣前に数年間勤務していたとはいえ、比
較的若い時期に派遣されることもあり、米国での文化的な影響が大きいほど、帰国後の再
適応は難しくなる。帰国直後の派遣MBAの受け入れに対しては、ほとんどの企業が問題
がないと考えているが、派遣MBA個人にとって、帰国後に家庭や職場において、孤独感
や居場所がないような感覚にとらわれるリバース・カルチャーショックの問題は、表面化
しにくいため、周りの理解を得ることが難しく、意外と深刻な問題になりうるのである。
これらの症状が長期化すると、退職の原因にもなりかねないとされている。症状を短期間
にとどめるためにも、周りの理解を得ながら上手に自己管理して、個人の問題として乗り
越えていくことが重要である。
　第4は、米国のビジネス・スクールで修得したスキルを、帰国後も日常において、どの
ように維持していくかである。例えば、「一部の業種（金融など）を除けば、日本企業は
派遣MBAの修得スキルを活用するノウハウに欠けている」「日本企業は派遣MBAをうま
く活用していない。活用の仕方がわからないのではないだろうか」「当社の例に限れば、
派遣MBAの修得スキルの活用といった視点は全くないに等しい」という指摘をする以前
に、修得スキルの日常での維持が困難であることを、派遣MBA自身が自覚することが必
要である。
　MBA留学の専門家である中野（1998）は、「派遣MBAはインテンシプなスタディ
ーの後、インテンシブな環境でこそ活きる。ビジネス・スクールでの学習は帰国後の数年
間は役立つであろうが、その学習内容が活用可能な環境におかないと、修得スキルや専門
知識は徐々にさびついていく」1と主張する。すなわち、派遣MBAの修得スキルは、実際
には日常の業務に追われるにつれ、維持すること自体が困難となり、帰国後の数年間の間
に徐々に失われていく可能性が高い。英語力でさえも例外ではなく、日常の業務で英語を
使わない場合、帰国後数年を過ぎてから、日本の英語学校に通いながら、英語力の維持を
試みている派遣MBAもいる。このような修得スキルの維持や向上のために、帰国後も継
続的な学習が必要とされている。
iMBA留学を専門とするイフ外語学園の主席カウンセラー／ディレクター一である中野正夫氏に対し、
1996年9月12日に筆者が行ったインタビューからである。
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終章　留学派遣制度に関連する今後の研究課題
1．はじめに
　戦後の日本企業の教育制度の重点課題は常に「管理者教育」にあったといえる。現場主
義のマネジメントの実践者であり、社員のモチベーションや育成のキーマンであり、戦略
の実行者として期待される管理者は、いつの時代も経営課題の中心的な担い手であり、管
理者のレベル・アップが経営能力、経営制度を左右する存在と位置付けられてきた（根本、
2001，11頁）。そして1950年代から、新入社員教育から経営者教育までの戦後
の日本企業の教育制度がスタートしたのである。
　戦後の日本企業の教育制度の一つに国際教育制度も含まれている。早い企業で1950
年代から将来の国際教育の重要性に着目し、留学派遣制度など、制度を導入していること
は着目するに値する。すなわち、留学派遣制度の導入は、戦後の日本企業の教育制度にお
ける国際教育制度のスタートと同時進行していたのである。その中でも、留学派遣制度の
はじまりは、米国MBA派遣制度の始まりでもあった。そして1960年代以降、米国MBA
派遣制度を導入する企業が増加してきたことについては、序章で明らかにした通りである。
　しかし、日本企業の国際教育制度における1980年代の国際研修所の開設、工990
年代の海外研修所の開設、コーポレート・ユニバーシティーなどの登場により（根本、2
001，25頁）、留学派遣制度の国際教育制度における位置づけや意義の再検討の動き
が強まった。留学派遣制度ならではのインセンティブとしての役割を企業が重視したのも、
育成目的とインセンティブ目的という二つの目的を内在させることにより、多様化した国
際教育制度の中で留学派遣制度を継続させるための施策の一つであったと考えられる。つ
まり、ほかの国際教育制度にはない、留学派遣制度の特徴でもあるインセンティブ目的が
近年まで評価されてきたのである。
　本研究では、あくまでも海外への留学派遣制度の一制度である米国MBA派遣制度に焦
点を当て、インテンシブな研究を展開した。本章では、この焦点を拡大して、まず日本企
業の教育制度と留学派遣制度、そしてMBAのみならず留学派遣制度（長期・短期、国内・
海外）、さらにMBAの評価活用の国際比較研究、米国MBA派遣制度に関する今後の研究
課題を検討する。
124
2．日本企業の教育制度と留学派遣制度
　日本企業の教育制度は、基本的に社員の長期・継続勤務が前提となるため、社員の能力
開発が重視されてきた。その能力開発の方法は、仕事をしながら職務能力の開発を進める
OJT（on－the－job　training）と、仕事を離れて教育を受けるOff　JT　（off－the－job　training）と
に分けられていることはいうまでもない。そしてOJTを重視する日本企業の教育制度は、
外部労働市場との対比で呼ばれる内部労働市場と共に機能してきた。内部労働市場におい
て労働者の配置や仕事の配分、賃金決定、技能形成などが行われるという意味では、外部
労働市場と同一機能を備えている（伊藤・加護野、1993、7頁）。日本企業において
幹部社員の内部育成が行われてきたのは、幹部社員の中途採用よりも、企業内育成を重視
しているからである。
　日本企業の教育制度の特徴は、OJTの重視（岩内、1983；小田切、1992）、長
期・継続的な人材育成（岩内、1983；伊藤・加護野、1993）、幹部社員の内部育
成（野村マネージメント・スクール、2000）、という3点に集約できる。
　第1に、日本の代表的な企業に内部労働市場が発達した主要な要因の一つがOJTであり、
その特徴としては、製造業のブルーカラー職種おいてインフォーマルな形態をとる、技能
の特殊性と密接に関わっている、そして経済的な訓練である、という3点があげられる（岩
内、1983、146頁）。このような特徴を持ったOJTが発展し、それを主要因とする
内部労働市場を形成した日本企業にとって、実務の蓄積やその成果の組織への帰属のみな
らず、組織への忠誠心を培養するという付加価値まで生みだしたのである。
　第2は、長い実務期間を経てこそ成果が上げられるOJTや内部労働市場は、基本的に高
卒または大卒社員の大量一括採用と、長期的雇用政策が前提となる。すなわち、若い労働
者を白紙の状態で企業の中に抱えて、徹底的にOJTを行うことが効率的であり、そのよう
なOJTを行うためには終身雇用が望ましい仕組みであった（伊藤・加護野、1993、1
9頁）。同様に、日本の優秀な若者にとっても、大学を修了すると同時に大企業に入社し、
企業内部で徹底的にOJTを受け、それによって養成された技能を使い、質の高い製品を効
率的に生産することに貢献することが、日本的な「エリート」であったといえる。
　第3は、主要な日本企業における内部労働市場の形成という一般的な傾向が、企業への
忠誠心も薄く、OJTも十分に受けていない幹部社員の中途採用は行わないという傾向をさ
らに強化したことである。社内でOJT以外の幹部教育を実施するという考え方が日本企業
にあまり定着していないのは（野村マネージメント・スクール、2000、226頁）、
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実務経験を通して幹部を育成するという考え方が強いからである。
　留学派遣制度がOff　JTとして1950年代後半から導入されたのは、上述した3つの特
徴を持つ日本企業の教育制度と留学派遣制度の間に、以下のような主要な3つの関連が、
みられたからに他ならない。
　第1に、留学派遣制度がOff　JTとして導入されたのは、　OJTを重視する日本企業の教育
制度、すなわち職務経験を重視する教育制度では、国際要員の育成が困難であったからで
ある。すなわち、その当時は日本企業の国際化も先駆的な企業でスタートしたばかりであ
り、OJTをしようとしても、そうした職場は限定されていたことはいうまでもない。日本
企業が重視してきたOJTでは、国際教育は不可能であった。そこで、日本企業が海外の教
育機関に着目し、そこに社員を派遣して教育・訓練を受けさせるという試みが実践された
のである。しかし、企業派遣が留学派遣制度として制度化されたのは、数年間の試験的な
海外への社員の派遣を経てからのことである。
　第2は、日本企業への留学派遣制度の導入を可能にしたのは、日本企業の社員に対する
長期・継続的な視点からの教育投資が可能であったからである。すなわち、日本企業では
年功が能力とほぼ同様の意味を持っており、年功とともにOJTを重ねていくことが、能力
の向上をもたらすと考えられていた（下崎、1995，143頁）。そこで、Off　JTに対
しても、年功とともにOff　JTを重ねていくことで、専門知識などの蓄積をもたらすとの認
識があった。日本企業は若年層を長期にわたって安定的に雇用することを前提としている
ため｛OJTやOff　JTに多大な投資をすることができたのである。
　Off　JTの中でも、とくにコストがかかる留学派遣制度に対する日本企業の長期的な視野
での育成とは、10年から20年での継続的な育成のことを指している（資料1：Q22）。
それは、2000年企業調査において、米国MBA派遣制度を実施する企業の社員の平均
勤続年数は約18年と、極めて長いことにも示されている1。
　さらに留学派遣制度は、国際化に対応するための社員の育成や能力開発を目的とするだ
けではなく、優秀社員の採用や若手社員に対するインセンティブ的な役割も担っていたこ
とを忘れてはならない。留学派遣制度のコストには、制度のインセンティブとしての役割
に対するコストも含めて考えられており、決して高いとは思わない企業も少なくない。1
1労働省政策調査部（1999）『賃金センサス』第1巻、労働法令協会、2頁からの、全労働者に
おける勤続年数の平均は、11．6年であることと比較しても、18年という平均的な勤続年数は極め
て長いといえる。
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960年代後半から各企業での大卒新入社員の大量採用がスタートすると同時に、留学派
遣制度の大学生に対するインセンティブとしての役割を企業が重視・評価したのは当然の
ことであろう。
　インセンティブ目的が企業に評価されてきた背景には、1960年代後半からの日本企
業の教育制度を巡る環境が大きく変化したことが影響している。その一つが、各企業とも
大卒者を大量に採用しはじめたことである。大卒者はもともとホワイトカラー職種に就業
し、多くの企業で管理職候補者の対象とされた（岩内、1983、139頁）。そのため、
大卒優秀社員を採用するための各企業間の競争が激しくなった。そこで、留学派遣制度の
大卒の求職者に対するインセンティブ効果が、1960年代と1970年代には、とくに
重視されていた。
　統計的には、1965年の大卒の就職者は約14万人であったのが、1970年の大卒
の就職者は約19万人、1975年には約23万人、1980年には約29万入と増加し
ている2。1965年から1980年の問の大卒の就職者数には、飛躍的な人数の増加が
みられた。これら飛躍的に増加した大卒の求職者に対して、優秀な人材を引きつけるため
のインセンティブとしての留学派遣制度の役割が、1960年代後半から1970年代に
は、とくに重視されたのである。
　加えて、1970年代後半の日本経済は戦後最大の不況にみまわれ、国内需要の減退に
より、海外市場を求めて輸出に力を入れはじめ、1976年には貿易収支が黒字転換して
いる3。すなわち、日本企業の国際化の動きとともに、将来の国際的な人材の育成・採用
が重要課題になったことも影響している。留学に興味を持つような優秀な国際的人材の予
備軍としての大卒者採用のためのインセンティブとしての留学派遣制度に対する期待が、
1970年代後半には、さらに高まったのである。
　第3は、1960年代後半から、日本企業の経営者・管理者に対する教育訓練が本格化
したことが、留学派遣制度による幹部予備軍の育成を重視させるに至ったことである。経
営者や管理者に対する教育訓練は1940年代から存在していたが、この時期に至って管
理者層の量的拡大によりその比重が高まり、経営・管理者の早期育成が重視されたのであ
2リクルートワークス研究所（2000）「大学卒業者の進路状況」『人材市場データーブック』ダ
イヤモンド社、88頁からのデータ。
3昭和ビジネス研究会編著（1987）『昭和ビジネス60年誌』ダイヤモンド社、222－243
頁からのデータ。
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る（岩内、1983，140頁）。
　経営・管理者の育成方法として、複雑化する経営問題や経営環境、さらには国際化の動
きにとともに、日本企業が重視してきたOJT中心の育成方法に限界を認識したのも、19
60年代後半からである。そこで、Off∬による経営管理能力や専門知識の研修がさかん
に行われるようになった。このような傾向は、従来のOJT中心の「教育訓練」からOff　JT
も取り入れた「能力開発」への名称の変更などに、象徴的に示されている（岩内、198
3，141頁）。
　そしてOff　JTとして導入されたのが、研究会、外部の教育機関への派遣、留学派遣制度
などである。これらはとくに中堅社員の育成に利用され、教育訓練に対する投資がより重
視された時期に多くの企業で利用された（岩内、1983，141頁）。その中でも、と
くにコストがかかる留学派遣制度は、中堅社員に対する幹部予備軍の育成のための企業内
の限られたエリートのための施策であった。さらに、2000年企業補足調査から明らか
になったことであるが、留学派遣制度が導入された1950年代から1960年代後半位
までは、企業内エリートを選出するための指名による選抜が一般的であり、全ての若手社
員を対象とする公募が導入されるようになったのは、1960年代の後半以降、留学派遣
制度が企業内教育制度の一制度として定着してからのことであった。
　しかし、依然としてOff　JTはOJTの補助的な教育訓練方法であると指摘する日本企業
にとって、Off　JTである留学派遣制度は、経営・管理者それ自体ではない、あくまで予備
軍の育成にとどまっている。すなわち、派遣者は帰国後、企業に戻って一般社員との競争
による実務実績やOJTが必要とされるのであり、留学経験やそこで修得したスキルや学歴
などが直ちに評価されることはない。
　以上のように、OJT重視の日本企業の教育制度の中にあっても、留学派遣制度における
長期的な視野での幹部予備軍の内部育成と、インセンティブ効果という二つの目的が企業
に評価されてきたため、派遣MBA退職の増加などの問題にも関わらず、留学派遣制度は
現在まで継続されてきたと考えられる。このような留学派遣制度は、長期・継続的な人材
育成の視点から大きな教育投資を可能にし、幹部社員の内部育成という内部労働市場を形
成してきた。さらに大卒社員の大量採用の際のインセンティブ効果が期待され、日本企業
の教育制度にマッチした独特の制度であるといえる。日本の企業風土や教育制度、人材育
成に対する独自の観点から、日本と海外を結びつける国際教育制度の一制度としての留学
派遣制度は、日本企業に定着していった。帰国後の処遇や退職者の増加など、多くの問題
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を抱えながらも、それ以上に日本企業の教育制度における役割が評価されてきたことも、
制度が継続されてきた理由であろう。
　上述したことは、日本企業の教育制度における留学派遣制度の位置付けとその変化の一
部を示したにすぎない。したがって、より詳細な研究は今後の課題であり、日本企業の教
育制度と留学派遣制度に関連する研究課題として、以下の3点が重要と思われる。
　第ユに、日本企業の教育制度における留学派遣制度の発展の歴史を探ることである。OJT
中心の教育制度の中から、Ofr　JTである留学派遣制度がどのような目的ににおいて導入さ
れ、OJTとどのように関わり合いながら企業内に定着してきたかという、留学派遣制度の
歴史の変遷を振り返ることでもある。それはまさに、留学派遣制度が日本企業の独自の教
育制度であり、現在までそのような制度が継続されてきた理由を、さらに明確にすること
になる。
　第2は、留学派遣制度と国際要員の育成との関連である。日本企業が重視してきたOJT
では、国際教育は不可能であったため、日本企業が海外の教育機関に着目し、そこに社員
を派遣して教育・訓練を受けさせるという試みが実践されたことは既に明らかにしたが、
留学派遣制度は国際要員の育成とどのように関わり、どのような成果を上げてきたかを明
らかにする必要がある。OJTでは困難であった留学派遣制度に対する国際要員の育成とい
う企業の期待は、どの程度果たされてきたのかである。さらに、留学派遣制度による国際
要員の育成と、ほかの施策による国際要員の内部育成方法との相違点や関連性を探ること
等も重要な研究課題である。
　第3は、同じ内部育成でも、留学派遣制度による幹部（予備軍）の育成とOJTによる幹
部社員の育成の関連、成果の相違などを明らかにすることである。日本企業の内部労働市
場において、教育訓練方法の違い（OJTとOff　JT、国内と海外など）により、同じ幹部社
員の育成において、どのような成果の相違がみられるかである。
3．留学派遣制度（長期・短期、国内・海外）
　留学派遣制度はその長さにより、短期・中期・長期派遣制度に区分できる。数週間から
数ヶ月間の短期派遣制度には、語学研修や専門学校への派遣制度、海外トレーニーとして
海外拠点への派遣制度、エグゼクティブ・コースへの派遣制度などがあり、数ヶ月から1
年前後の中期派遣制度には、研究機関やシンクタンクへの派遣などがある。1年から2年
間程度の長期派遣制度における派遣先は、MA（経済、社会系、文系大学院）、技術系大
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学院（理工系・医学・薬学）、ロー・スクール（法律学大学院）、ビジネス・スクールなど
であることは、序章で明らかにした通りである。
　派遣人数に関しては、米国のビジネス・スクールへの年間の派遣人数よりも多くの派遣
を行う傾向にあるのが、技術系大学院（理工系・医学・薬学）への派遣制度であり、年間
平均派遣人数は4．8人と比較的多い。語学・専門学校への派遣制度は4．1人、次いで海外
トレーニーとしての派遣制度が3．4人と続いている（資料1：Q21）。
　MA（経済・社会系・文系大学院）、ロー・スクール（法律学大学院）、大学以外の研究
機関・シンクタンクへの派遣制度は、年間の平均派遣人数は1人から2人と、極めて少数
である。特に、3年間という長期であるロー・スクールへの派遣制度は、今後、派遣者を
減らしていきたいとする企業が7割程度であり、廃止するという企業もある。その理由は、
長い派遣期間とそれにともなうコストである。留学派遣制度は今後もこのような少数派遣
が維持され、とくに中期・長期の派遣制度では、その派遣人数が増加される可能性は低い
（資料1：Q21）。そうした中で、今後の留学派遣制度に関する研究課題を整理すると、
以下の2点に集約できる。
　第1に、短期派遣制度であるエグゼクティブ・コースへの派遣制度と、海外トレーニー
としての派遣制度に関する実態の解明である。とくに、管理職に対するインセンティブ効
果が狙える数少ない留学派遣制度の一つであるエグゼクティブ・コースへの派遣制度対し
ては、日本人管理者を対象とした教育制度としての可能性を探る必要性は高い。
　エグゼクティブ・コースへの派遣制度については、約半数の企業が実施しているが、今
後、派遣人数を増やしたいとする企業が2割程度、減らしたいとする企業が2割程度であ
る。また、この派遣は制度化することはないが、インフォーマルな形式で、受講したい管
理職がいれば派遣していきたいとする企業もある。すなわち、管理職に対するインセンテ
ィブを目的としており、若手を対象とした1年制、2年制のビジネス・スクールへの派遣
制度とは異なり、企業外部の米国人を中心とした外国人管理職との人的ネットワークの構
築と英語力の修得が目的として重視されている。さらにこの派遣は、あくまで個人の息抜
きであり、企業の修得スキルへの期待はあまりないとする企業もある。
　したがって、エグゼクティブ・コースへの派遣制度は、今後もインフォーマルな形式で、
管理職のインセンティブを目的として継続ないしは拡大すると思われる。しかし、日本企
業で最近急速に強化されてきているグローバルなエグゼクティブ育成コースとの関連も見
逃せない研究課題である。また、エグゼクティブ・コースへの年間の平均派遣人数は2．9
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人と（資料1：Q21）、2年制の米国のビジネス・スクールへの派遣と同様であり、こ
のことからも、管理職を対象とした数少ない派遣先としての期待がなされているといえる。
　尚、エグゼクティブ・コースへの派遣制度における派遣先のビジネス・スクールとは、
バー一一Eバード大学、ミシガン大学、ハワイ大学などであるが、企業は若手の派遣ほどにはビ
ジネス・スクールの知名度にはこだわっていない。あるていどの英語力は必要であるが、
申し込みさえすれば管理職の誰でも受講可能であるからである。さらに、この派遣につい
ては、若手派遣のように求職者に対するインセンティブとも無関係であり、トップ20以
内のビジネス・スクールに限らず、派遣者が希望するビジネス・スクールに留学できるよ
う、企業は支援する意向が強い。
　今後、派遣人数を増加させたいと考えられている留学派遣制度は、エグゼクティブ・コ
ースへの短期派遣制度と、海外支店での実務を中心に教育を施す海外トレーニーとしての
派遣制度である（資料1：Q21）。一方、大学以外の研究機関・シンクタンクへの派遣
制度については、4割程度の企業が今後は廃止したいと考えている。その理由は、大学以
外の研究機関・シンクタンクへの派遣制度よりも、海外トレーニーとして海外子会社や海
外の提携企業で実務を積ませた方が実践的であるとの認識が強いからである。日本のバブ
ル経済崩壊の以前には、経営状態に余裕があった時、曖昧な派遣目的で社員を数ヶ月から
1年位は仕事の報酬として研究機関などへ派遣することもしたが、今日の厳しい経営状況
の中ではそのような余裕はもはやなく、短期間で成果が期待できる留学派遣制度へと改革
する必要があると指摘する企業は少なくない。
　さらに、ある企業は最近の若者の傾向として、海外での学位修得などで苦労するよりも、
手軽な海外トレーニーとしての派遣制度を好む傾向が強まってきていると指摘する。すな
わち、2年や3年もかけて海外大学院で学位を修得するような留学派遣制度ヘチャレンジ
する若手は少なくなる一方、比較的容易で実践的な短期派遣制度や、海外での実務経験を
優先したいとする傾向が強くなっているのである。さらに、若手の中で長期派遣したい優
秀な人材が不足してきていると指摘する企業もある。
　日本企業における経営状態がさらに厳しくなるにつれ、教育予算がとれないなどの理由
から、留学派遣制度全体の派遣人数を増やさず、派遣の方法、すなわち長期・中期の派遣
制度から海外トレーニーとしての派遣制度を重視していくなどの方針をうちだす企業もみ
られる。したがって、近年、とくに企業の関心が高い海外トレーニーとしての派遣制度に
関する実体の解明も重要な研究課題である。
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　第2は、長期派遣の各制度の派遣目的や派遣成果の実態の解明である。技術系大学院な
どへの派遣制度は、MBA派遣制度と比較して、派遣成果が明確で帰国後も退職者がでる
可能性が低いため、MBA派遣制度にかわる派遣先として注目する企業もある。そこで、
長期の留学派遣制度において人材を育成する目的は何であるのか、また、長期にわたる制
度の求職者や若手社員に対するインセンティブ効果はどうであるのかなどの解明が重要で
ある。
　このような長期の留学派遣制度の中には、海外と国内への派遣制度が含まれている。す
なわち、海外のビジネス・スクールへの派遣制度と国内のビジネス・スクールへの派遣制
度である。現在は海外のビジネス・スク・一一一ルへの派遣制度と国内のビジネス・スクールへ
の派遣制度という2本立ての派遣形態が一般的ではあるが、今後このような海外と国内の
ビジネス・スクールへの派遣制度の関係がどのように変わっていくかである。1990年
代はe一ラーニングの登場や提携校として海外と国内のビジネス・スクールが連携を強め
ていくにつれ、国内でも海外でもMBA学位の修得が可能なプログラムや、さらには海外
や国内のビジネス・スクールと企業との提携、またはコーポレート・ユニバーシティーの
登場などにより、海外と国内へのMBA派遣制度という従来の2本立ての派遣形態が変わ
ってきている。すなわち、海外のビジネス・スクールと、国内のビジネス・スクールの区
分が曖昧になってきていることを反映している。
　国内のビジネス・スクールへの年間の平均派遣人数は3．1人と（資料1：Q21）、米
国のビジネス・スクール（2年制）への年間の平均派遣人数と同数である。しかし、今後
は廃止したいと考えている企業が半数を占めている（資料1：Q21）。1990年代は、
国内でもビジネス・スクールの創立が相次いだことで、企業の注目を集めたが、派遣成果
が不明であるというのがその理由である。さらに国内のビジネス・スクールでは、特定の
専門スキルの修得については海外のビジネス・スクールとそれほど差は見られないが、国
際人的ネットワークや実務で活用可能な英語力、さらには国際センスの修得は難しいと指
摘する企業もある。1990年代に試験的に国内のビジネス・スクールへの派遣制度を導
入した企業からは、その派遣成果が低いため、コストがいくら安いとはいってもあまり意
味がないともいわれている。
　また、1990年代のグローバル化に対応するためには、「少なくとも米国のトップ・
ビジネス・スクールを修了しなくては、MBAの意味がない」との人事部の意見も少なく
ない。国内のビジネス・スクールと米国のビジネス・スクールのもっとも大きな相違は、
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人的ネットワークの質であるとする企業もある。
　1990年代はコストが安くすむ国内のビジネス・スクールへの派遣制度に多くの企業
が着目し、米国のビジネス・スクールへの派遣制度が疑問視されることもあったが、19
90年代後半に入ると、企業は客観的に国内のビジネス・スクールへの派遣成果を判断し
はじめ、米国のビジネス・スクールへの派遣制度のメリット、すなわちグローバル・スキ
ルの修得を再評価している。また、1990年代後半の世界的なグローバル競争の激化に
より、国内のビジネス・スクールへの派遣制度では本格的なグローバルな人材育成は無理
であると判断する企業もある。また、米国MBA派遣制度の、求職者や若手社員に対する
高いインセンティブ効果も、海外のビジネス・スクールへの派遣制度の見逃せないメリッ
トである。
　また、欧州のビジネス・スクール、すなわち欧州でトップ・ビジネス・スクールと呼ば
れるロンドン・ビジネス・スクールやINSEADへの派遣制度については、今後も現状を維
持したいとする企業が7割程度であるが、派遣人数を増やしたい、または減らしたいとす
る企業は1割以下である（資料1：Q21）。欧州のビジネス・スクールへの派遣制度を
中心とする、欧州の特定地域の企業と提携しているなどの理由から、欧州の地域限定で派
遣を行う少数の企業を除くと、欧州のビジネス・スクールへの派遣制度は、米国のビジネ
ス・スクールへの派遣制度に付随した選択肢として、派遣者が欧州か米国かを自由に選択
できる形態が一般的である。したがって、米国のビジネス・スクール（2年制）への年間
の平均派遣人数である2．9人に対し（資料1：Q20（1））、欧州のビジネス・スクールへ
の年間の平均派遣人数は1．2人と、半分以下の派遣である（資料1：Q21）。
　日本を除くアジア諸国のビジネス・スクールへの派遣制度については、派遣を実施して
いる4割程度の企業のうち、1社を除く全ての企業が、今後は廃止したいと考えている（資
料1：Q21）。アジア諸国のビジネス・スクールへの年間の平均派遣人数は0．8人であ
り、1人にも満たない。1990年代は、中国を中心に、アジア諸国で多くのビジネス・
スクールの創立が相次ぎ、日本企業の注目を集めたが、その派遣成果に疑問を抱く企業も
少なくない。
　すなわち、日本企業の意図するグローバルな人材とは西欧に通ずる人材であって、アジ
ア諸国に精通するグローバルな人材育成を目指すならば、アジア諸国のビジネス・スクー
ルに派遣するよりも、アジア諸国の海外支店などで実務を経験させる方がコストも安く実
際的であるとの企業の認識が強い。その根底には、米国では経営の先端技術や手法を学習
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することが可能であるが、アジアでは学習するよりも教える方が重要であるといった認識
が存在している。
　今後は、多様な地域のビジネス・スクールでMBA学位を修得する社員が増加するにっ
れ、それらの社員の評価活用をどうするのかという問題が生じてくると予測される。さら
には、コーポレート・ユニバーシテt－一やe一ラーニングなどでMBA学位を修得した社
員の評価活用までを差別化するのかという問題もある。それは、多様な形態のビジネス・
スクールを修了することによる派遣成果は何であるのかという問題を明らかにすることで
もある。
4．MBAの評価活用の国際比較研究
　外国では、MBAをどのように位置付けて評価活用しているかという国際比較研究は、
日本企業におけるMBAの評価活用の特徴を探るうえで欠かせない。とくに、ビジネス・
スクールの創始国でもある米国でのMBAの評価活用を明らかにすることが重要である。
　米国の大学院には、高度な研究を促進し、研究者を養成する研究型大学院と専門職を養
成するプロフェッショナル・スクールの2種類が存在する。ビジネス・スクールとはプロ
フェッショナル・スクールの代表的ともいえる存在であり、そこを修了することにより、
プロフェッショナルとしての社会的評価が得られる。
　米国でビジネス・プロフェッショナルの養成機関としてのビジネス・スクールが産業界
に対して重要な役割を果たすようになったのは、20世紀初頭に「ビジネス・プロフェッ
ショナリズム」が出現してからである。19世紀における米国企業の成長は、企業組織の
機能別部門制への移行を引き起こした。企業内に、会計、エンジニアリング、設計という
様々な専門的な職能を果たす、専門知識と技術を習得した人材が必要となった。さらに、
専門知識や技能は、高等教育を通してのみ得られるので、企業内に大卒及び大学院卒、そ
の中でもとくに、MBA学位を保持している管理者が増加していったのである（山田、1
976，52頁）。
　米国での人材採用の特徴としては、大学院（とくにプロフェッショナル・スクール）の
学歴重視、中期的視野での雇用、幹部社員の中途採用の3点があげられる（山田、197
6，1981；小池、1993）。
　第1に、米国ではビジネス・スクールを含めたプロフェッショナル・スクールの修了者
は、基本的に特定分野のスペシャリストとして企業に就職するのが一般的である。それも、
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大卒社員とは区別されてアシスタント・マネジャーやオフィサーの研修生として入社する。
っまり、最初から管理職の有資格者として採用され、彼らの初任給は経験、出身校などに
よって格差がみられる（小池、1993，55－56頁）。
　米国では修士学位、その中でもプロフェッショナル・スクールからの学位は、職務経験
と同様、またはそれ以上に評価されている。そのため、多くの米国人はキャリアの途中で
大学院に戻って学位を修得することに対する努力を惜しまない。すなわち、米国での大学
院の学歴とは、様々な人種、バックグランド、国籍を持つ社員の能力を優位するための一
種の統一されたベンチマークなのである。
　第2は、米国企業における職務体系は、機能的に細分化・分業化されており、さらに各
職務は明確に規定されている。職務体系の標準化は、その職務を遂行するために必要なキ
ャリアや能力があれば、人種や国籍に関係なく、その職務に就くことを可能にしている。
さらに重要なことは、分業化・標準化された各職務の、組織内における重要性と必要性、
あるいは困難度などの基準に従って賃金が定められていることである。この職務と賃金の
一体化と、職務の標準化は、米国職業社会の中において流動的な労働市場を強化すること
になった（山田、1981，154頁）。すなわち、ある特定職務を遂行する能力やキャ
リアがあれば、一つの企業に縛られる必要性が低く、生涯の中で、多くの企業で働くこと
を可能にするのである。
　したがって、米国企業が長期的な視点で社員を雇用することは困難である。とくに、能
力の高いプロフェッショナル・スクールを修了した野心的な若手社員に対しては、短期的
または中期的な成果の発揮に焦点を当てることになる。
　第3は、米国の労働市場の流動性の高さは、優秀な幹部社員の外部雇用を容易にしてい
ることである。幹部社員を内部育成しても、将来的に転職してしまう可能性が高い米国企
業の場合、中期的な視野で幹部社員を外部雇用することに対する抵抗も少ない。そうした
中でも、企業のプロフェッショナル・スクールの修了者に対する幹部予備軍としての期待
はとくに高く、同様に、MBAを中心とするプロフェッショナル・スクールの修了者も、
幹部の予備軍としてキャリアをスタートすることを当然のこととして認識している。
　米国企業ではMBAの採用に関しても、この3点の特徴が適合する。例えば、　MBAの
プロフェッショナルとしての中途採用である。MBAに対する米国でのプロフェッショナ
ルとしての評価は高く、幹部社員として一定のポジションに直接配置されるのが一般的で
ある（和田、1991，68－69頁）。一方、MBAにとっても、ビジネス・スクールの
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修了後は修了前と比較して給与が相当上がるため、MBAとは、高い授業料と生活費のコ
ストや努力も回収できる、魅力ある投資であるとの認識が強い。
　加えて、米国では学歴による「エリート」性を容認する傾向にあり、また大学院以上の
高等教育によるエリートの育成が重視されている（山田、1976，10頁）。社会的に
も、ビジネス・エリートへの近道としてMBAが位置付けられている。企業でも、　MBA
のプロフェッショナルとしてのエリート性を、処遇上評価し優遇している。このように米
国では、MBAを代表とするビジネス・プロフェッショナルの存在自体が、米国人が教育
を受ける一種のモチベーションにもなっている（山田、1976，10頁）。
　入社後のMBAは、通常、一般のホワイト・カラー大卒者より高い給与や職位が与えら
れているが、企業のMBAに対する短期・中期的な視野での成果の発揮に対する要請は厳
しい。MBAであることで、採用直後は優遇されるが、その後は成果の発揮が重要になり、
MBAであること自体はあまり意味をもたなくなる。高い収益イコール業績という米国企
業の風土の中で戦っていくのである。
　MBAだけではなく、米国企業には多くのプロフェッショナルが働いている。例えば、
弁護士、公認会計士、科学者、財務アナリスト、ソーシャル・ワーカーなどといった人々
である。したがって、職務体系ばかりではなく、米国企業の給与体系、昇進制度、業績評
価制度などの人事管理が機能的であることはいうまでもない。つまり、プロフェッショナ
ルとしての能力・キャリアにみあった給与、昇給、昇進、業績評価の諸制度、換言すれば、
機能的職務をいかに効率的に遂行できたかを基準とした人事管理が必要なのである（山田、
1981，54－55頁）。
　一方、日本企業では、MBAをプロフェッショナルとして位置付ける企業は少ない。　MBA
のプロフェッショナリズムやエリート性を否定し、一般の大卒ホワイト・カラーとの「平
等」「公平」性を重視するため、MBAであることだけで処遇上優遇したり、リーダー一一一的な
地位に就くことは極めて少ない。ましてや、私費MBAの採用でさえ躊躇している日本企
業にとって、MBAを幹部社員として企業外部から中途採用することに対する抵抗は大き
い。MBAが優秀社員の存在やグローバルなイメージをPRするための象徴的な存在であ
るケースも少なくない。すなわち、処遇上の優遇もなく、資格としてのMBA軽視の傾向
をもつ日本企業におけるMBAの役割とは、彼らの存在がインセンティブ目的に役立つこ
とが期待されているのである。
　以上は、国際比較の視点から、米国企業でのMBAの「ビジネス・プロフェッショナル」
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としての位置付けと、日本企業における彼らの「アトラクション（誘引・吸引）」的な位
置付け（詳細は、第3章：図表3－2を参照）に関する若干の考察であり、MBAの評価
活用の国際比較研究に関し、以下の3点のより詳細な研究が必要であろう。
　第1に、米国や日本を含むアジア諸国、さらには欧州でのMBAの評価活用、すなわち
MBAの採用方法評価課題処遇などに関する本格的な国際比較研究である。その中で
も、まずは米国企業におけるMBAの評価活用のより詳細な解明が必要である。
　第2は、日本における外資系企業でのMBAの評価活用に関する実態の解明である。日
本企業と外資系企業でのMBAの活用評価に関する比較検討を行うことにより、日本企業
が抱えるMBAに対する問題点や米国MBA派遣制度の意義や継続理由が、より明確にな
ると思われる。外資系企業においてMBAが適切な評価を受け、活用されている事例や理
由を探ることは、日本企業における今後の派遣MBAの評価活用にとっても重要であり、
退職対策を模索する現状において、派遣MBAの外資系企業への転職防止策を探るうえで
も欠かせない。
　第3は、ビジネス・プロフェッショナルやビジネス・エリートに対する国際比較考察で
ある。MBAをビジネス・プロフェッショナルやビジネス・エリートとして評価するかは、
その国の高等教育観やエリート観により異なっている。それは、第2章で議論した日本企
業が派遣MBAを特別待遇しない理由としての、一般社員への配慮、実務での成果重視、
資格としてのMBA軽視日本での理論研究機関としての大学院のイメージ、という4点
に関するさらなる国際比較研究に他ならない。日本や各国のプロフェッショナル育成の課
題についての国際比較研究により、日本企業が派遣MBAを特別待遇しない理由の核心に
迫ることができよう。
5．米国MBA派遣制度
　本研究は、多様な留学派遣制度の中でも、米国MBA派遣制度という極めて焦点を絞っ
た研究であったが、それについても以下のような3つの研究課題が残されている。
　第1に、2000年企業調査での有効回答数は42社であるが、その数は、米国MBA
派遣制度を実施している企業だけを対象としたことを考慮すると、過去の留学派遣制度を
対象とした調査と比較しても、決して少ないとはいえない。しかし、さらなるサンプル数
を増やした上での分析が今後の研究課題であることはいうまでもない。
　第2は、本研究では1年制と2年制のMBAプログラムへの派遣制度を総称して米国
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MBA派遣制度としているが、1年制と2年制のMBAプログラムへの派遣制度に区分し
ての調査・研究が必要であることである。それは、1年制と2年制のMBAプログラムへ
の派遣制度に対する企業の認識に相違がみられるからである。短期間でコストも安くすむ
1年制のMBAプログラムへの派遣制度を評価する企業もあるが、1年制という短期間で
の派遣成果に疑問を抱く企業もみられる。
　2年制のMBAプログラムについては、今後も現状維持で派遣を継続したいとする企業
が8割程度であるが、派遣人数を増やすまたは減らしたいとする企業はそれぞれ1割程度
である（資料1：Q20（1｝）。2年制のMBAプログラムへの派遣制度の現状を維持した
いとする企業が多い背景には、米国MBA派遣制度の問題として、コストが高いことと、
派遣MBAの修得スキルの企業内活用が難しいことがあげられる（資料1：Q18）。コ
ストが高いと指摘する企業は6割程度（「全くその通り」「その通り」の回答合計）であり、
派遣MBAの修得スキルの企業内活用が難しいとする企業も半数（「全くその通り」「その
通り」の回答合計）を占めている。同様に、高いコストをかけて育成した派遣MBAから
退職者がでることも、3割程度の企業（「全くその通り」「その通り」の回答合計）に問題
点として指摘されている。このような問題が少しでも改善されないかぎり、インセンティ
ブを目的として制度を継続させてはいきたいが、育成目的のために制度を拡大させること
は少ないとの、企業の認識は少なくない。
　そこでコストも少なく、実務を離れる期間も1年間ですむ、1年制のMBAプログラム
への派遣制度に対する企業の関心は高い。1年制のMBAプログラムへの派遣制度につい
ては、4割程度の企業が派遣制度を導入しているが、今後は派遣人数を増加したいとする
企業が4社（1L1％）ある（資料1：Q20（1））。しかし、派遣人数を減らしたいとする企
業は1社（2．8％）だけである。
　企業が評価する1年制のプログラムとは、主にスローン・プログラム（MITの1年制の
MBAプログラム）のことを指している。それ以下のレベルの1年制のMBAプログラム
への派遣は基本的に認めない企業が多い。「1年制のプログラム・イコール・スローン．
プログラム」とは、1年制のプログラムへの派遣を行う企業の人事部の共通の認識である。
　しかし、スロー一一一・ン・プログラムには、毎年日本企業からの派遣者の応募が殺到するため、
一定の派遣者の入学枠を巡って、派遣者同士の入学競争が熾烈になると同時に、日本から
の私費留学者と企業派遣者を合計すると、全校生徒に占める日本人学生の比率が上がるこ
とが企業に懸念されている。このように、2年制のMBAプログラムへの派遣制度にはな
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い、1年制のMBAプログラムへの派遣制度に際して生じる問題が存在することも、1年
制と2年制のMBAプログラムに区分しての調査・分析が必要であると思われる理由であ
る。
　第3は、本研究は日本企業の派遣MBAに焦点を絞っているが、意識の比較検討を行う
うえでも、私費MBAの実態の解明を行うことである。日本企業に在職する、内部育成さ
れた派遣MBAと、外部採用された私費MBAでは、企業とMBA自身の意識ギャップも
異なっていると思われる。さらに、私費MBAを対象とした場合、在職する企業、特に外
資系企業か日本企業かを区分しての分析・比較検討が必要である。私費MBAの実体の解
明は、日本企業が何故MBAを内部育成するのか、またはMBAを外部採用したくないか
という疑問に対する解答とも関連している。
　米国MBA派遣制度に関する研究は、今後の発展が期待される研究分野であり、こうし
た3つの研究課題に今後も取り組む必要があろう。
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資料1：米国MBA派遣制度に関する実態調査票と全体サンプルの回答の概要
（2000年企業調査）
米国MBA派遣制度に関する実態調査票
1．ご回答にあたって
（1｝この調査の目的は’、玉MBA派’@1度の由態を日’かにすることにあります。
（2）この調査における主な質問は、1・2　1の’、国MBA派遣と辰播MBA　l鋭日　を念
　　頭にお答え下さい。
（3）質問票は、貴社のMBA派遣目的、　MBA派遣の人選方法、帰国後の処遇などからな
　　っています。
　　ご回答は、こうした点について貴社を代表してお答えしていただける方にご記入い
　　ただきたく、お願いいたします。
2．ご返送のお願い
（1）ご記入いただきました調査票は、ご多忙中とは思いますが、添付の封筒にてご返送
　　いただきますようお願いいたします。
（2）ご反送は恐れ入りますが、7月20日までにご投函くださいますようお願い申し上
　　げます。
下記の項目にご記入お願いします。
御　　　　社　　　　名
TEL　　（　　）
御　回　答　者　氏　名
御　回　答　者　役職名
1
r－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鍋下からの質1習な、：1・，2年制への’纏単BA派遣と’話遣MBA顔゜一だけを念頭にお答え下さいpl
Qユ．貴社の派遣目的は何ですか。回答：
派遣目的 重要でない あまり重要でな
@　い
どちらともいえ
@　ない
やや重要 重要 1全体サンプル平
@均（SD）
1 専門スタッフの育ｬ 　0社i0．096）　　5社i12．2％）　　6社i14．6％）　19社i46．3％）　11社i26．8％）　1．9i0．95）
2経営幹部の予備軍
ﾌ育成
　1社
i2．5％）
　0社
i0．0％）
　　8社
i20．0％）
　16社
i40．0％）
　15社
i37．5％）
　4．ユ
i0．90）
3国際専門スタッフ
ﾌ育成
　1社
i2．5％）
　　5社
i12．5％）
　10社
i25．096）
　13社
i32．5％）
　ユ1社
i27．5％）
　3．7
i1．09＞
4グローバル・マネ
Wヤー予備軍の育ｬ
　0社
i0．0％）
　　5社
i12。5％）
　2社
i5．0％）
　23社
i57．5タ6）
　10社
i25．0曳6）
　4．0
i0．90）
5優秀社員の獲得 　0社
i0．0％）
　4社
i9．8％）
　20社．
i48．8％）
　ユ4社
i34．1％）
　3社
i7．3％）
　3．4
i0．77）
6若手社員のインセ
塔eィブ
　0社
i0．0％）
　1社
i2．4％）
　　8社
i19．5％）
　25社
i61．0％）
　　7社
i17．ユ96）
　3．9
i0．69）
7他社も行っている
ｽめ
　15社
i37．5％）
　ユ6社
i40．0％）
　　8社
i20．0％）
　1社
i2．59b）
　0社
i0．0％）
　1．9
i0．82）
注：全体サンプル平均は、種要でない」から唾要」までの1から5段階評価の平均値のことである。
　　全体サンプル平均の下のかっこ内は標準偏差。
Q2．貴社のMBA派遣制度の会社案内や社員募集への記述をどの程度重視していますか。回答：
MBA派遣制度の重要でない あまり重要でな どちらともいえ やや重要 重要 全体サンプル
記述 い ない 平均（SD）
1会社案内（カタロ 4社 17社 ユ0社 8社 2社 2．7
グ）への記述 （9．8％） （41．5％）（24．496）（19．5％） （4．9％） （1．06）
2社員募集（ボー 1社 13社 11社 1ユ社 3社 3．0
ム・ページ）への （2．6％） （33．3％）（28．2％）（28．2％） （7．7％）， （1，00）
記述
3一般の就職ガイド 2社 ユ2社 12社 ユ2社 3社 3．0
（企業紹介）にお （4．9％） （29．396）（29．3％）（29．396）（7，3％） （1．05）
ける記述
Q3．派遣するさいに、　MBAにどのようなスキルを修得してほしいと考えていますか。また、実際にMBA
　　　に修得されたスキル（派遣の成果）は何だと考えていますか。　z　るMBAの断日ス　レを　　で
　　　また、　。、に捌日されたス　レにX　を・1・てください。
○印：期待するMBAの修得スキル
X印：実際に修得されたMBAのスキル（派遣の成果）
　　　　　例：　1　②　3　×　　5
回答（期待）：
　　修得スキル 期待していな
｢
あまり期待して
｢ない
どちらともいえ
ﾈい
やや期待してい 期待している 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 国際センス 　0社
i0．0％）
　2社
i5．0％）
　2社
i5．0％）
　15社
i37，5％）
　21社
i52．5％）
　4．4
i0．81）
2国際人的ネットワー
N 　1社i2．5％）
　2社
i5．0～裕）
　　6社
i15．096）
　21社
i52．5銘）
　ユ0社
i25．0％）
　3．9
i0．92）
3英語力 　0社
i0．0％）
　0社
i0．0％）
　3社
i7．5％）
　19社
i47．5％）
　18社
i45．0％）
　4．4
i0．63）
4経営管理能力 　0社
iO．0％）
　0社
i0．0％）
　　4社
i10．0％）
　17社
i42．5％）
　19社
i47．5％）
　4．4
i0．67）
5専門知識 　0社
i0．0％）
　0社
i0．0＄）
　　8社
i20．0％）
　17社
i42．5％）
　15社
i37．5％）
　4．2
i0．75）
II
回答（成果）：
MBAの修得スキル修得していな｢
あまり修得して
｢ない
どちらともいえ
ﾈい
やや修得してい 修得している 1全体サンプル
ｽ均（SD）
1 国際センス 　0社
i0．09。）
　0社
i0．09。）
　　9社
i31．0％）
　12社
i41．49。）
　　8社
i27．6％）
　4．0
i0．78）
2国際人的ネットワー
N 　1社i3．4％）
　ユ社
i3．496）
　12社
i4ユ．4％）
　12社
i41．4％）
　　3社
i10．3％）
1　3．5
@（0．87）3英語力 　0社
i0．0％）
　0社
i0．09。）
　1社
i3．3％）
　17社
i56．7％）
　12社
i40．0％）
　4．4
i0．56）4経営管理能力 　0社
i0．0％）
　1社
i3．3％）
　15社
i50。0％）
　9社
i30．oq。）
　　5社
i16．7％）
　3．6
i0．8ユ）
5専門知識 　0社
i0．0％）
　2社
i6．9％）
　　9社
i31．0％）
　14社
i48．3％）
　4社
iユ3．8％）
　3．7
i0．81）
Q4，貴社のMBA派遣者の諸条件についてお尋ねします。
　　　（1）MBA派遣の対象年齢は何歳くらいですか（複数回答）。
　　　　　1．20代前半　2．20代後半　3．30代前半　4。30代後半　5．その他（
　　　　　　　　　　　　　　　　　Q4（1）回答：
　　　　　　　　　　　　　　　　　1．　4社（9．5％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　2．35社（83．3　96）
　　　　　　　　　　　　　　　　　3．34社（8LO96）
　　　　　　　　　　　　　　　　　4．　5社（11．9％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　5．　　3社（　7．　1P6）
　　　②　MBA派遣の応募のための勤続年数は何年以上ですか。
　　　　　1．1年　　2．2年　　3．3年　　4．4年　　5．5年　　6．その他（
　　　　　　　　　　　　　　　　　Q4（2｝回答：
　　　　　　　　　　　　　　　　　1．　　3社（7．ユ％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　2．11社（26．2q6）
　　　　　　　　　　　　　　　　　3．ユ6社（38．1％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　4．　ユ社（2．4％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　5．　8社（19．0％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　6．　3社（7．1％）
　　（3）MBA派遣制度への応募資格はどうなっていますか。回答：
）
）
応募資格 全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
ややその通り 全くその通り 全体サンプル平均
@　　（SD）?独身または単身
ｯ学可能な者
　30社
i7ユ．4％）
　3社
i7．1％）
　3社
i7．1％）
　　5社
i11．9％）
　1社
i2．4％）
　1．7
i1．ユ8）
2応募できる部署
?ﾀ定
　33社
i78．6％）
　　5社
i11．9％）
　2社
i4．8露）
　2社
i4．896）
　0社
i0．0％）
　1．4
i0．79）3 中途採用者も応
蜑ﾂ能
　2社
i4．8％）
　0社
i0。096）
　　7社
i16．7％）
　2社
i4．8％）
　31社
i73．89b）
　4．4
i1．09）4本社動務の社員 　34社
i8ユ．0％）
　4社
i9．596）
　2社
i4．8％）
　1社
i2．496）
　1社
i2，4q6）
　1。4
i0．88）
5 日本人社員 　20社
i48．8只6）
　　5社
i12．2％）
　　8社
i19．596）
　2社
i4．9％）
　　6社
i14．696）
　2．2
iユ．48）
6男性社員 　30社
i71．4％）
　　6社
iユ4．3％）
　4社
i9．5％）
　0社
i0．09。）
　2社
i4．8％）
　1．5
i1．02）
III
（4｝派遣先ビジネス・スクールの選択条件として、以下の事柄をどの程度重視していますか。回答：
選択粂件 重要でない あまり重要でな
@　い
どちらともいえ
@　ない
やや重要 重要 全体サンプル平均
@　（SD）
1 ランキングのト
bプ20以内
　1社
i2．4％）
　3社
i7．1°。）
　　5社
i11．9％）
　19社
i45、296）
　14社
i33．3艶）
　弓．0
i0．99）
2企業との提携ス
Nール
　16社
i39．0％）
　　7社
iユ7，1％）
　1ユ社
i26．8％）
　　5社
i12，2％）
　2社
i4．9％）
　2．3
i1．25）
3派遣実績のある
Xクール
　　8社
iユ9．5％）
　　8社
i19．5％）
　　9社
i22．0％）
　ユ4社
i34．196）
　2社
i4．9％）
　2．9
iユ．24）
4ロケーション 　　9社
i22．0％）
　12社
i29．396）
　15社
i36．6％）
　4社
i9．8％）
　1社
i2．496）
　　2．4
P　（1．02）
5学費が安いこと 　14社
i34．1％）
　11社
i26．8％）
　10社
i24．4％）
　6社
i14．6％）
　0社
i0．0銘）
　2．2
i1．08）
6カリキュラムの
燉e
　0社
i0．O％）
　0社
i0．0％）
　3社
i7．3％）
　23社
i56．1％）
　15社
i36．6％）
　4、3
i0．60）
7本人の意思 　0社
i0．0％）
　0社
i0．0％）
　0社
i0．0％）
　15社
i35．7％）
　27社
i64．3％）
　4．6
i0．48）
Q5．貴社のMBA派遣制度の選抜方法についてお尋ねします。
　　（1）MBA派遣者の人選はどのようになっていますか。
1．指名・推薦・公募
5．指名のみ
2．指名・推薦　　3．指名・公募
6．推薦のみ　　　7．公募のみ
4．推薦・公募
8．その他（
）
Q5（1）回答：
　　7社（16．1．
　　2社（4．2．
　　3社（　7．3．
　　8社（19．4．
　　ユ社（　2，5．
　　6社（14．6．
7．　15社（35．
8，」⊇圭L皿L　42社（　100％）
7％）
896）
196）
0％）
4％）
3％）
796）
（2）過去3年くらいのMBA派遣制度への応募者数は、派遣者数の何倍くらいですか。
　　　ユ．1倍　　2．2－3倍　　3．約5倍　4．7－8倍　　5．約10倍　6．約15倍
　　　7．約20倍　　8。約25倍　　9．約30倍　　10．その他（　　　　　　　）
???????????????????????????????????
???????????
?（
（?
（（?
（（?
（?
（?
（?
（
? ???????【?? ? ? ???? （? ?
42社（　100％）
（3）過去3年くらいのMBA派遣制度への応募者数の傾向を教えて下さい。
　　　　　1．減っている　　　　　2．ほぼ同じ　　　　　3．増えている
Q5③　回答：
1．　7社（18．4％）
2．25社（65．8％）
3．＿W　　　L　　38社（　ユ00％）
IV
（4）MB．1X派遣のための選抜要因として、以下の事柄をどの程度重視していますか。回答：
選抜要因 重要でない あまり重要でな
@　い
どちらともいえ
@　ない
やや重要 重要 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 英語力 　〔1社
i・0．0％）
　1社
i2．4°b）
　2社
i4．9％）
　13社
i31．7％）
　25社
i6ユ．0％）
　　4．5
A（0．99）
2 尊門知識・資i 　ユ社i2．4％） 　　9社i22．0％）　13社i3ユ．7％）　13社i31，7％）　　5社i12．2％）　3．3i1．25）
3 業務成績 　0社
i0．oq6）
　1社
i2．496）
　2社
i4．9％）
　18社
i43．9％）
　20社
i48．8％）
　4．4
i1．24）
4 上司の推薦 　3社
i7．39。）
　2社
i4。9％）
　4社
i9．896）
　15社
i36．6％）
　17社
i41．4％）
　4．0
i1．02）
5 社内試験
i小論文）
　　5社
i12．2％）
　1社
i2．4％）
　　6社
i14．6％）
　15社
i36．6％）
　14社
i34．ユ96）
1　3．81（1．08）
6 社内試験
i筆記試験）
　15社
i38．5％）
　1社
i2．696）
　10社
i25．696）
　　9社
i23．196）
　　4社
i10．3％）
　2．6
i0．60）
7 面接 　3社
i7．3％）
　0社
i0．0％）
　4社
i9．8％）
　　9社
i22．0％）
　25社
i61．0％）
　4．3
i0．48）
8 大学の成績 　12社
i29．3％）
　12社
i29．3％）
　ユ3社
i31．796）
　4社
i9．8％）
　0社
i0，0銘）
　2．2
i0．71）
9 健康状態 　0社
i0。09。）
　1社
i2．4％）
　　5社
i12．296）
　13社
i3ユ．7％）
　22社
i53．7％）
　4．4
i1，03）
10永年動続の意v 　0社i0．OQ。） 　1社i2．4％） 　10社i24．4％）　18社i43．9％）　12社i29．3％）　4．0i0．70）
11志望動機 　0社
i0．09。）
　0社
iO．0％）
　1社
i2．496）
　　9社
i22．0％）
　31社
i75．6％）
　4．7
i1．18）
12将来のキャリ
A設定
　0社
i0．0％）
　O社
i0．09。）
　　5社
i12．2％）
　16社
i39．0％）
　20社
i48．896）
　4．4
i0．70）
13本人の意欲 　0社
i0．096）
　0社
i0。0％）
　0社
i0．0％）
　　6社
i14．6％）
　35社
i85．4％）
　4．9
i0．36）
｛5）MBA派遣の選抜のさいの、英語力の審査方法はどうなっていますか（複数回答）。
　　1．TOEFLの点数（回答：平均557．6）点以上
　　2．TOEI　Cの点数（回答：平均726．0）点以上
　　3，GMATの点数（回答：平均570）点以上　　4．英検（回答：平均1）級以上
　　5。社内英語検定試験　　　　　　　　　　　　　6．英語の小論文
　　7．外国人講師によるテスト　　　　　　　　　8，外部委託による英語試験
　　9．その他（　　　　　　　　　　　　）
Q　5　（5｝回答：
1．24社（58．
2．22社（53．????6社（14．
1社（　2．
2社（　4．
1社（2．
4社（9．
5社（12．
4社（9．
3％）
7％）
6％）
4％）
9％）
4％）
8％’）
2％）
8％）
（6）選抜されたMBA派遣者の英語力の向上のためにどのような支援を行っていますか（複数回答）。
1，日本での英語学校・予備校への派遣
3．米国の英語学校への派遣
5．企業内英語研修への参加
7．何も支援していない
2，日本の大学での聴講
4．米国の子会社への派遣
6．個人の英語勉強への資金援助
8．その他（
）
J
V
Q5⑥　回答：
1．3】社（73，????　　　　　　8°。）0社（　0．0％）
10社（23．8％）
0社（0．09。）
9社（21．4％）
9社（21．4％）
4社（9．5％）
0社（　0．0％）
〔7｝MBA派遣制度に関わる人事担当者に派遣MBA取得者がいますか。1．はい
Q5（7｝回答：
1．　5社（ユ1．9％）
2． 37　（　 ．　％
42社（　100％）
2．いいえ
（8）MBA派遣者の選抜決定は、どのようなメンバーで行われていますか（複数回答）。
　　1．人事部　　2．所属部署の上司　　3．役員　　4．社長　　5．派遣MBA取得者
　　6．その他（　　　　　　　　）
Q5　（8）回答：
1．37社（88．1％）
2．10社（23．8％）
3．17社（40．5％）
4．　6社（ユ4。3％）
5．　3社（7．1％）
6．12社（28，6％）
Q6．貴社におけるMBA派遣者の派遣中の処遇についてお尋ねします。
　　　（1｝MBA派遣者の派遣中の身分はどうなっていますか。
1，変わらない（在職） 2．出向 3．休職
Q6（1｝回答：
1．33社（78．6％）
2．　2社（4，8％）
3．　7社（16．7％）
4．＿Ω一　　42社（　100％）
4．その他（
）
（2｝MBA派遣者の派遣中の所属はどこですか。
　　　1．人事部　2．原職部暑　3．海外駐在員4．教育・研修部　5．その他（ ）
Q6②　回答：
1．23社（54．89。）
2．　9社（21．4％）
3．　0社（0．0％）
4．　8社（19．0％）
5．　2　　（　　　89。
42社（100％）
（3）MBA派遣者の派遣中の一時帰国を認めていますか。
1．認めない　2．認めている　3．条件付きで認める（条件
Q6（3｝回答：
1．13社（33．39。）
2．　5社（12．8％）
3．2⊥W　　　L　39社（100％）
　　　　　　VI
）
q｝MBへ派遣者の家族帯同を認めていますか。
1．認めない　2．認めている　3，条件付きで認める（条件
Q6（4）回答：
ユ．　7社（ユ7．
2，26社（63．
3．　8　　（　9．
1％）
496）
　9
41社（　10096）
）
Q7．貴社におけるMBA派遣者の派遣中の給与はどうなっていますか。回答：
派遣中の給
@与
海外駐在員と同
@　等
海外駐在員の給与を
@　減給支給
国内給与を全額
@　支給
国内給与を減
@額支給
不支給 その他
1 給与 　ユ2社
i28．6％）
　15社
i35．7％〉
　12社
i28．696）
　2社
i4．8％）
　0社
i0．0％）
　1社
i2．4％）
2 賞与 　】弓社
i33．3％）
　　6社
i14．3％）
　19社
i45．2％）
　2社
i4．896）
　0社
i0．0％）
　1社
i2．4％）
3 諸手当 　　9社
i22．5％）
　15社
i37．5％）
　　7社
iユ7．5％）
　2社
i5．09。）
　4社
iユ0．0％）
　3社
i7．5％）
Q8．貴社におけるMBA派遣者との留学中のコミュニケーションについてお尋ねします。
　　　（1）留学中のMBA派遣者とコミュニケーションする際、以下の事柄ををどの程度行っていますか。
　　　　　回答：
コミュニケーシ
㏍燈菇@
全く行っていな
@　　い
あまり行っていな
@　　い
どちらともいえ
@　ない
行っている 頻繁に行ってい
@　　る
全体サンプル
ｽ均（SD）
1 中間報告書の提o 　1社i2．496） 　0社i0．0％） 　0社i0．0％） 　23社i54．8％）　18社i42．9％）　4．4i0．73）
2Eメイル 　1社
i2．4％）
　16社
i39．0％）
　　8社
i19．506）
　14社
i34．1％）
　2社
i4．996）
　4．弓
i0，86）
3 国際電話 　2社
i4．896）
　16社
i38．196）
　　8社
i19．0％）
　ユ4社
i33．396）
　2社
i4．8％）
　4．0
i1．06）?社内報・社内情
?ﾌ配布
　1社
i2．496）
　1社
i2．4％）
　4社
i9．8％）
　19社
i46．3％）
　16社
i39．0％）
　5．2
i0．89）
5近くの米国子会
ﾐとの交流
　　8社
i20．096）
　　5社
iユ2．5％）
　10社
i25．0％）
　15社
i37。5％）
　2社
i5．0％）
　3．0
iユ．24）
6社員の米国出張
ﾌさいに交流
　　7社
iユ7，工％）
　11社
i26．826）
　11社
i26．8％）
　12社
i29．3％）
　0社
i0．0％）
　　　2．
i1．08）
7 学校訪問 　27社
i65．9％）
　10社
i24。4％）
　3社
i7．3％）
　0社
i0．0％）
　ユ社
i2．4％）
　ユ．5
i0．84）
②　定期的な「中間報告書の提出」は、どのくらいの頻度で義務づけていますか。
　　1．2年に1回　　　　2．1年に1回　　　3．学期ごと　　　4．2－3ヶ月に1回
　　5．毎月　　　　　　　6．その他（　　　　　　　　　）
Q8②　回答：
1．　1社（2。
2．　2社（4．
3．　0社（O．
4．12社（29．
5．10社（24．
6．］　　（　．
4％）
9％）
0％）
3％）
4％）
0°・）
41社（100％）
（3｝　「中間報告書」の内容はどうなっていますか（複数選択）。
　　1．学業・成績　　2．留学の成果　　3．留学生活　　4．会計報告
　　6．帰国後の職務希望　　7，その他（　　　　　　　　　　　）
5．現地事情
VII
Q8（3｝回答：
ユ．34社（82．
2．26社（63．
3．38社（92．
4．18社（43．
5．18社（43．
6，　5社（12．
7．　2社（4．
CJ　96）
4％）
7％）
9％）
9％）
2％）
g％）
（4）留学中のMBA派遣者とコミュニケーションする目的として、以下の事柄をどの程度重視してい
　　ますか。回答：
コミュニケーシ
@ョン目的
重要でない あまり重要でな
@　い
どちらともいえ
@　ない
やや重要 重要 全体サンプル
ｽ均（SD）
1
???????ー?
　0社
i0．0％）
　0社
i0．0％）
　3社
i7．3％）
　15社
i36．6％）
　23社i56．ig6）　4．5i0．64）2派遣の成果の把ｬ 　0社i0．096）　0社i0．o％） 　2社i4．9％） 　20社i弓8．8％） 　19社i46。3％）　　4．4P（0．59）3 帰国後の職務決 　1社
i2．4％）
　2社
i4．9％）
　14社
i34．1％）
　11社
i26．896）
　13社
i3ユ．7％）
　　3．8
P（1．03）4社内における
lBA情報の蓄積
　2社
i4．9°。）
　3社
i7．39。）
　　8社
i19．5％）
　2弓社
i58．5％）
　弓社
i9．8％）
　3．6
i0．95）
㈲　留学中のMBA派遣者とのコミュニケーションは、主に誰が行っていますか（複数回答）。
　　　1．人事部　　2．原職部署の上司　　3。役員　　4，社長　　5．海外子会社
　　　6．その他（　　　　　　　　　）
　Q8‘5）回答：
　L33社（78．
　2．12社（28．
　3．　0社（　0．
　4．　0社（　0．
　5．　0社（　0．
・6．　9社（21．
6％）
6％）
0％）
0％）
096）
4％）
Q9．貴社におけるMBAの帰国後の対応についてお尋ねします。
（1）MBAの帰国後、行っているのはどんなことですか。回答：
MBAの帰国後に行
@っていること
全く行っていな
@　　い
あまり行ってい
@　ない
どちらともいえ
@　ない
行っている 頻繁に行ってい 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 帰国報告 　2社
i4．8％）
　1社
i2．4％）
　3社
i7．1％）
　28社
i66．7％）
　　8社
i19．0％）
　3．9
i0．89）2帰国報告書の提出 　1社
i2．4％）
　1社
i2．4％）
　2社
i4．8％）
　28社
i66．7％）
　10社
i23．8％）
　4．　1
i0．78）3帰国報告会
i幹部社員を対象） 　15社i35．7％）
　　6社
iユ4．396）
　　8社
i19．0％）
　1ユ社
i26．2％）
　2社
i4．8％）
　2．5
i1．35）4帰国報告会
i一般社員を対象） 　20社i47．6％）　3社i7．1％） 　10社i23．896）
　　6社
i14．3％）
　3社
i7．1％）
　2．3
i1．38）
②　　「帰国報告」は誰にしますか（複数回答）。
　　　1．人事部　　2．原職部署の上司　　3．役員 4，社長 5．その他（ ）
Q9（2）
　1．
　2．
　3．
　4，
　5．
回答：
34社（85．
23社（57．
ユ5社（37．
　6社（15．
　8社（20．
0％）
596）
5％）
0％）
o％）
VIII
【3）　「帰国報告書」の内容はどうなっていますか（複数回答）。
　　1．学業・成績　　2．留学の成果　　　3．留学生活
　　6．今後のキャリア希望　　　7．その他（
????4 ） 5，現地事情
QCJ　｛3｝回答：　，
　］．　34社（82．　g％）
　2．40社（97．696）
　3．33社（80．59。）
　4．11社（26．8％）
　5．　23社（56．　19b）
　6．　6社（14．696）
　7．　2社（4．9％）
（4） 帰国報告書の提出や帰国報告を行う目的として、以下の事柄をどの程度重視していますか。回答：
目的 重要でない あまり重要で
@　ない
どちらともいえな
@　　い
やや重要 重要 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 帰国のあいさ
ﾂ・けじめ
　1社
i2．4％）
　4社
i9．896）
　10社
i2弓．4％）
　18社
i43．996）
　　8社
iユ9．5％）
　3．7
i0．99）2 派遣の成果の把ｬ 　0社i0．0％） 　0社i0．0％） 　2社i4．9％） 　　9社i22．096）　30社i73．2％）　4．7i0．57）3今後のキャリア
ﾝ定
　0社
i0．0％）
　3社
i7．3銘）
　15社
i36．6％）
　13社
i31．7％）
　10社
i24．4％）
　　3．　7
i0．92）4社内における
lBA情報の蓄積
　2社
i4．9％）
　2社
i4．99b）
　　8社
i19．5q6）
　23社
i56．1％）
　　6社
iユ4．626）
　3．7
i0．96）
Q10．貴社における派遣コストの負担についてお尋ねします。
　　　（1）どのような派遣コストを負担していますか。回答：
派遣コストの種類 不支給 一定範囲で支給 全額支給
1 派遣のための支度金 4社（　9．4％）27社（64．3％）11社（26．2％）2 渡航費 0社（0．0％）4社（　9．5％）38社（90．5％）3 米国での入学前の英語研修費 6社（14．3％）9社（21．4％）27社（64．3％）4 学費（入学費・授業料） 0社（　0．0％） 0社（　0．0％）42社（　ユ0096）
5 教科書・参考書代 3社（　7．1％）11社（26．296）28社（66．796）6 研究費（授業以外の研修参加費など） 10社（23．8％）17社（40．596）15社（35．7％）7 生活費（食費・光熱費など） 17社（40．5％）16社（38．1％）9社（21．496）8 住宅費（アパート・寮など） 4社（　9．5％）18社（42．9％）20社（47．6％）9 通学費 7社（16．7％）12社（28．6％）23社（54．8％）
ユ0 マイカー支援（リース・ガソリン代など） 22社（53．796）11社（26．896）8社（19．5％）11一時帰国のための費用 22社（59．5％）11社（29．7曳6）4社（10．896）12家族帯同のための費用 9社（21．4％）14社（33．3％）19社（45．2％）
②　派遣者1人の2生固の派遣コストの総額（　）は、いくらですか。
　　　1．約1千万　　2．約1千5百万　　3，約2千万　　4．約2千5百万
　　　6．その他（　　　　　　　　）
5．約3千万
Q10｛2｝回答：
　1．　3社（7．9％）
　2．　2社（5．3％）
　3．12社（31．6％）
　4．16社（42．1％）
　5．　5社（13．2％）
　6．」lil1；＿LQ．，＿Q．21L）＿
　　　38社（　100％）
IX
Qll．派遣前と比較して、　MBAの帰国後の処遇は変化しますか。回答：
帰国後の処遇 変わらない あまり変わらな
@　い
どちらともいえ
@　ない
やや変わる 変わる 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 資格 　3社
i73，8°6）
　2社
i4．896）
　8社
i19．0％）
　0社
i0。0％）
　1社
i2．4％）
　1．5
i0．99）
2給与 　28社
i66，79b）
　3社
i7。1％）
　ユ0社
i23．896）
　0社
i0．096）
　1社
i2．4％）
　1．6
i1．01）
3職位 　28社
i66。7％）
　1社
i2．496）
　ユ3社
i31．096）
　0社
i0．0％）
　0社
i0，0％）
　1．6
i0．93）
4配属 　4社
i9．5°6）
　3社
i7，1％）
　22社
i52．4％）
　5社
i11．996）
　8社
i19．0％）
　3．2
iコ．16）
5 職務 　9社
i23．1毘）
　4社
i10．3％）
　15社
i38．596）
　8社
i20．596）
　3社
i7．796）
　3．2
iユ．ユ4）
Q12．　MBAを特別待遇しない理由は何ですか。回答：
特別待遇しない理由 全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル
ｽ均（SD）
1一般社員とのバラン
Xをとるため
　　9社
i23．1％）
　　4社
i10．3％）
　15社
i38．5％）
　　8社
i20，596）
　3社
i7．7％）
　2．8
i1．24）
2MBAにエリート意
ｯを持たせないため
　　9社
i23．1Q6）
　　5社
i12，8％）
　ユ5社
i38．5％）
　　8社
i20．5％〉
　2社
i5．ユ％）
　2．7
i1。19）
3入社後修得の大学院
ﾌ学歴評価は行わな｢
　　6社
i15．4％）
　　5社
iユ2．8％）
　　9社
i23．1％）
　12社
i30．8％）
　　7社
i17．9％）
　3．2
i1．33）
4MBAも一般社員も
ﾀ務での成果しだい
　0社
i0．0％）
　0社
i0．096）
　1社
i2．5％）
　　7社
i17．596）
　32社
i80．0％）
　4．8
i0．48）
Q13．貴社におけるMBAの帰国後の職務はどうなっていますか。回答：
MBAの帰国後の
@　職務
全く違う
???
どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル
ｽ均（SD）
1国際的な職務
i国内）
　0社
i0．0銘）
　1社
i2．696）
　21社
i55．3％）
　16社
i42．1％）
　0社
i0．0％）
　　3．4
P（0．55）2国際的な職務
i海外）
　1社
i2．6％）
　　5社
i13．2％）
　20社
i52．6％）
　12社
i31．6％）
　0社
i0．0％）
　3．1
i0．74）
3経営管理・企画なﾇ 　1社i2．6％） 　0社i0．0％） 　18社i47．4％）　ユ7社i44．7％）　2社i5．3％） 　3．5i0．73）4新規事業の立ち上ｰ 　2社i5．3％） 　2社i5．3％） 　26社i68．4％）　　6社iユ5．8％） 　2社i5．3銘） 　3．1i0．80）
5プロジェクトへの
Q加
　1社
i2．696）
　0社
i0．0％）
　23社
i60．5％）
　12社
i31．6％）
　2社
i5．396）
　3．4
i0．7ユ）
6企業内研修の講師 　11社
i28．9％）
　　8社
i21．1％）
　18社
i47．4％）
　1社
i2．6％）
　0社
i0．0％）
　5．2
i0．91）
7 リーダー的役割 　3社
i7．9％）
　3社
i7．9％）
　22社
i57．996）
　10社
i26．3％）
　0社
i0．0％）
　6．0
i0．82）
Q14．現在、貴社内に在職している派遣MBA取得者についてお尋ねします。
　　　　（1）派遣MBA取得者は何人いますか（回答：平均30，3）人
派遣MB．A数：
　0－　1人
11－20人
21－30人
31－40人
41－50人
51人以上
11社（32．4％）
　7社（20．6％）
　5社（14．7％）
　2社（5．9％）
　3社（8．8％）
　　　（　7．　9）
34社（　100％）
X
　　　　②　女性の派遣M正弧取得者は何人いますか（回答：平均0．3）人
　　　　侶）部長以上の派遣M巳へ取得者は何人いますか　（回答：平均4．0）人
　　　　（4｝海外勤務している派遣MBA取得者は何人いますか（回答：平均2．7）人
Q15，貴社のMBA派遣制度の歴史についてお尋ねします。
　　　（1）米国MB．A．派遣制度はいつ頃から始まりましたか。
　　　　　　1．50年代前半　　　2．50年代後半　　3．60年代前半　　4．60年代後半
　　　　　　5．70年代前半　　　6。70年代後半　　7．80年代前半　　8，80年代後半
　　　　　　9，90年代前半　　　10．90年代後半
　　　　　　　　　　　　　　　Ql5（1｝回答：
　　　　　　　　　　　　　　　　　1．　　　3社二（　7．　390）
　　　　　　　　　　　　　　　　　2．　　　2社二（　4．　9％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　3．　　8社（19．5％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　4．　　2社（4．g％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　5．　　2社（4．9％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　6．　　　5社二（12．　2％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　7．　　5社（12．2％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　8．　　6社（14．696）
　　　　　　　　　　　　　　　　　9．　　6社（ユ4．6％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　10．　　つ　　（　　．　9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4ユ社（100％）
　　　②　一時中断した場台、　　（　　　　　　）年から（　　　　　　）まで一時中止。
　　　　　　　　＊5社が92年、94年・96年・98年（2社）に一時中止。
　　　　　　　　＊そのうち4社が98年（2社）・99年・2000年に再開。
　　　　　　　　＊98年に一時中断した1社が現在も中止中。
　　　　　二壁曲止Lた理良と謹た理盧を教えて下さい。
Q16．　MBAの退職について、
　　　（1）
4BAの退職者の状況を観察している範囲でお答え下さい。
現在までのMBAの主な退職理由は何でしたか。回答：
退職理由 全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル1平均（SD）
1 企業内に自分がし
ｽい仕事がない
　2社
i6．5％）
　ユ社
i3．2％）
　］5社
i48．4銘）
　ヱユ社
i35．5％）
　2社
i6．5％）
　3．3
i0．91）
2MBAの修得スヰ
汲ｪ生かせない
　1社
i3．29。）
　1社
i3．2％）
　　9社
i29．0％）
　ユ8社
i58．1％）
　2社
i6．596）
　3．6
i0．80）
3企業のMBAへの
]価が低い
　3社
i9．7費6）
　3社
i9．79。）
　23社
i74．29。）
　2社
i6．5％）
　0社
i0．0％）
　2．8
i0．72）
4処遇に不満 　2社
i6．7％）
　　5社
i16．7％）
　ユ5社
i50．0％）
　　6社
i20．0％）
　2社
i6．7％）
　3．0
i0．96）
その他の理由
XI
②　90年代にどのくらいのMBAが退職しましたか（90年代に派遣した派遣者数の中での退職率）。
　　　1．　O％　　　2．糸勺10％　3，糸勺20％　4．糸勺30％　　5．糸勺40％　6．　糸950％
　　　7．　糸勺600／0　8．　糸勺70％　9． 糸勺80％　10．　糸勺90％　11．　100％
Q16｛2）
　1．
　2．
　3。
　4．
　5．
　6．
　7．
　8．
　9．
　10．
　11．
回答：
　6社（20．
15社（51．
　6社（20．
　0社（0．
　0社（　0．
　0社（0．
　0社（0．
　0社（0．
　1社（　3．
　0社（　0．
　　一（　3．
）））））））））））?????????????
29社（　100只6）
（3）90年代、MBAの退職者が多かったのはいつ頃ですか。
　　1．90年代はじめ　2．90年代半ば　3．90年代おわり4．その他（
）
Q16（3｝回答：
　1．　4社（14．8％）
　2．　5社（18．5％）
　3．15社（55．6％）
　4．3（1。19’　　27社（　100％）
（4）90年代に退職したMBAのその後の主な方向を教えて下さい（複数回答）。
1．外資系企業への転職
2．日本企業への転職
3．独立
4．その他（
約（回答：平均73．
約（回答：平均37．
約（回答：平均21．
???）））??
）
Q16（4）回答：
　1．19社（76．
　2．　7社（28．
　3．　　6社（24．
　4．　6社（24．
0％）
096）
0％）
0％）
（5190年代に退職したMBAの主な退職時期を教えて下さい（複数回答）。
1．留学中
2．帰国後1－3年
3．帰国後3－5年
4，帰国後5年以降
約（回答：平均40．
約（回答：平均63．
約（回答：平均37．
約（回答：平均33．
????））））????
Q16｛5）回答：
1．　4社（ユ4．
2．　19社（70．
3．14社（51，
4．ユ1社（40．
85）
4％）
9％）
7％）
（6）帰国後、退職したMBAの派遣コストの返還はどうなっていますか。
1．返還義務（1年以内の退職）
3．返還義務（5年以内の退職）
5．返還義務はない
2．返還義務（3年以内の退職）
4．返還義務（10年以内の退職）
6．その他（
）
XII
Q16　（6）回答：
1．　0社（　0．0％）
2．　3社（8．8％）
3．ユ2社（35．3％）
4．　4社（11．8％）
5．13社（38．2％）
　　34社（　100％）
（7｝脈　コス　の’反職をnt　づしている企
L全額を返還させている　2．一部を返還させている
4．返還させたことはない　5．その他（
にお尋ねします。実際にコストを返還させていますか。
　　　　　　　　　　3．ケース・バイ・ケースで返還
　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Q16（7）回答：
1．　2社（10，
2．11社（57．
3．　0社（0．
4．　3社（15．
5．　3　（15．
5％）
9％）
0％）
8％）
　9K
ユ9社（10096）
Q17．　MBAの退職について、どのように考えていますか。回答二
退職に対する考
@　え方
全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 優秀社員の損失 　0社
i0．0％）
　0社
i0．0％）
　　7社
iユ8．9％）
　21社
i56．8％）
　　9社
i24．3％）
　7，　1
i0．66）
2派遣コストの損ｸ 　1社i2．7％） 　0社i0．0％） 　　6社i16．2％）　18社i48．6％）　12社i32．4％）　4．　1i0．86）
3企業のイメー
W・ダウン
　　9社
i24．3％）
　12社
i32．4％）
　15社
i40．5％）
　1社
i2．7％）
　0社
i0．0％）
　2．2
i0．85）
4退職者がでるの
ﾍ仕方がない
　1社
i2．7％）
　　7社
i18．9％）
　玉9社
i51．4％）
　10社
i27．0％）
　0社
i0．0％）
　3．0
i0．76）
5MBAの育成は一
墲ﾌ社会貢献
　10社
i27．0％）
　ユ3社
i35．196）
　13社
i35．1％）
　ユ社
i2．7％）
　0社
i0．0％）
　2．1
i0．86）
6 退職対策は行っ
ﾄいる
　　6社
i16．2％）
　　4社
iユ0．8％）
　23社
i62．296）
　3社
i8．1％）
　1社
i2．7％）
　2．7
i0．94）
その他の考え方
MBAの退職対策として、どのようなことを行っていますか。
XIII
Q18．貴社におけるMBA派遣制度の問題点は何ですか。回答：
問題点 全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 派遣目的が不明m 　3社i7．5％） 　10社i25．0％）　14社i35．0％）　11社i27．5％）　2社i5．0％） 　3。0i1．03）
2 派遣者の人選が
?ｵい
　　7社
i17．5％）
　　7社
i17．5％）
　10社
i25．0％）
　13社
i32．5％）
　3社
i7．5％）
　3．0
i1．24）
3 派遣したい社員
ｪ応募してこな
｢
　　4社
i10．0％）
　11社
i27．5％）　・
　12社
i30．0％）
　11社
i27．5％）
　2社
i5．0％）
　2．9
i1．08）
4 派遣できない社
?ﾌモチベーシ
㏍唐ｪ下がる
　　6社
i15．0％）
　20社
i50．0％）
　12社
i30．0％）
　2社
i5．0％）
　0社
i0．0％）
　2．2
i0．78）
5 多くの社員を派
ｭできない
　3社
i7．5％）
　　8社
i20．0％）
　15社
i37．5％）
　12社
i30．0％）
　2社
i5．0％）
　3．0
i1．0ユ）
6 派遣期間が長い 　3社
i7．3％）
　10社
i24．4％）
　11社
i26．8％）
　12社
i29．3％）
　　5社
i12．2％）
　3。1
i1．15）
7 派遣コストが高
｢ 　2社i4。9％） 　4社i9．8％） 　12社i29．3％）　15社i36．6％）　　8社i19．5％）　3．6i1。07）
8 留学中の派遣者
ﾌ管理方法
　3社
i7．5銘）
　19社
i47．5％）
　14社
i35．0％）
　　4社
i10．0％）
　0社
i0．0％）
　2．5
i0．78）
9 企業内にMBA
ﾌ活躍の場が少
ﾈい
　3社
i7．5％）
　2社
i5．0％）
　19社
i47．5％）
　15社
i37．5％）
　1社
i2．5％）
　3．2
i0．89）
10派遣の成果の把
ｬが難しい
　1社
i2．4％）
　　5社
i12．2％）
　16社
i39．0％）
　17社
i41．5％）
　2社
i4．9％）
　3．2
i0．85）
ユユ MBAのスキルが
ﾀ務に役立たな｢
　2社
i4。8％）
　10社
i23．8％）
　21社
i47．6驚）
　　6社
i14．3％）
　4社
i9．5％）
　2．9
i0．83）
12MBAのスキルを
ﾈかなか活かし
ｫれない
　1社
i2．5％）
　　6社
i15．0％）
　13社
i32．5％）
　18社
i45．0％）
　2社
i5．0％）
　3．4
i0．89）
13帰国後に退職者
ｪでる
　　5社
i12．5％）
　　7社
i17．5％）
　18社
i45．0％）
　　6社
i15．0％）
　　4社
i10．0％）
　2．9
i1．12）14有効な退職対策
ｪみあたらない
　　5社
i12．5％）
　　8社
i20．0％）
　21社
i52．4％）
　　4社
i10．0％）
　2社
i5．0％）
　2．8
i0．98）15人事部のビジネ
X・スクールへ
ﾌ理解不足
　　8社
i20．0％）
　16社
i40．0％）
　12社
i30．0％）
　　4社
i10．0％）
　0社
i0．0％）
　2．3
i0．91）
XIV
Q19．貴社におけるMBA派遣の今後の方向はどうなっていますか。回答：
MBA派遣の今
@後の方向
全く違う 違う どちらともいえ
@　ない
その通り 全くその通り 全体サンプル
ｽ均（SD）
1 専門スタッフの
逅ｬを重視
　0社
i0．0％）
　3社
i7，3％）
　11社
i26．8％）
　21社
i51．2％）
　　6社
iJ4．696）
　3．7
i0，81）
2 経営幹部の予備
Rの育成を重視
　0社
i0．0％）
　2社
i4．，9％）
　13社
i31．7％）
　17社
i41．5％）
　　9社
i22．0％）
　3．8
i0．84）
3 国隙専門スタッ
tの育成を重視
　0社
iO．0％）
　3社
i7．1％）
　15社
i35．7艶）
　20社
i47．696）
　4社
i9，5％）
　3．6
i0．77）
4 グローバル・マ
lジャー予傭軍
ﾌ育成を重視
　0社
i0．096）
　2社
i4．8％）
　　9社
i21．4％）
　24社
i57．ユ％）
　　7社
i16．7％）
　3．9
i0．75）
5 人選方法の改革
i指名制など）
　0社
i0，0％）
　　9社
i22．0％）
　20社
i48．8％）
　　9社
i22．0％）
　3社
i7．3％）
　3．1
i0．75）
6 派遣年齢層の拡 　1社
i2．4％）
　17社
i41．5％）
　18社
i43．996）
　3社
i7．3％）
　2社
i4．9％）
　2．7
i0．85）
7 派遣コストの個
l負担を増やす
　　7社
i17．5％）
　　7社
i17．5％）
　17社
i42．5％）
　　7社
i17．5％）
　2社
i5．0％）
　2．8
i0．84）
8 派遣期間の短縮 　4社
i9．8％）
　　5社
i12．2％）
　23社
i56．1％）
　　8社
i19．5％）
　ユ社
i2．4％）
　2．9
i0．91）
9 女性の派遣者を
揩竄ｷ
　0社
i0，0％）
　3社
i7．5％）
　3ユ社
i77．5％）
　　6社
i15．096）
　0社
i0．0％）
　3．1
i0．47）
10休職しての私費
ｯ学を認める
　1社
i2．4％）
　　7社
i16．7％）
　18社
i42．9％）
　11社
i26．296）
　　5社
i11．9％）
　3．3
i0．97）
ユ1 私費留学の
lBAの採用を
揩竄ｷ
　2社
i4．8％）
　　8社
i19．0％）
　24社
i57．1％）
　　6社
i14．3％）
　2社
i4．8％）
　3．0
i0．85＞
Q20．貴社におけるMBA派遣制度の今後の方向にて）いてお尋ねします。
（1）貴社のMBA派遣制度の今後の方向を○印で囲み、年間平均派遣人数を記入して下さい。回答：
米国MBA派遣制度 今後の方向 年間平均派@遣人数制度なし 増やす 同じ 減らす 廃止
1 米国のビジネス・ス
Nール（1年制）
　20社
i55．6％）
　　4社
i11．1％）
　10社
i27．8％）
　1社
i2．8％）
　1社
i2．8％）
1．8人
2米国のビジネス・ス
Nール（2年制）
　ユ社
i2．7％）
　3社
i8．1％）
　　28社
i75．7％）
　3社
i8．1％）
　2社
i5．4％）
2．9人
（2）今後、米国MBA派遣を”　　まこは るA　は、その理由を教えて下さい。
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Q　　　貴社の留学派遣制度の今後の方向を○印で囲み、21．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間平均派遣人数を記入して下さい。回答：
留学派遣制度 今後の方向
制度なし 増やす 同じ 減らす 廃止
年間平均
h遣入数
? 欧州のビジネス・ス
Nール
　　7社
i17．g％）
　3社
i7．7％）
　27社
i69．2％）
　1社
i2．6％）
　1社
i2．696）
1．2人
2 アジア諸国のビジネ
X・スクール
　21社
i58．3％）
　0社
i0．0％）
　ユ社
i2．8駕）
　0社
i0．0％）
　】4社
i38．9％）
0．8人
3 国内のビジネス・ス
Nール
　11社
i27．5％）
　0社
i0．0％）
　　9社
i22，596）
　0社
i0．0％）
　20社
i50．0％）
3。1人
4 MA（経済・社会系・
ｶ系大学院）
　15社
i41．7％）
　2社
i5．6％）
　16社
i44．4％）
　1社
i2．8％）
　2社
i5．6％）
1．0人
5 技術系大学院（理工
n・医学・薬学）
　15社
i37．596）
　2社
i5．0％）
　20社
i50．0％）
　2社
i5．096）
　1社
i2．5％）
4．8人
6 ロー・スクール（法
･学大学院）
　　9社
i22．0％）
　1社
i2．4％）
　0社
i0．0％）
　30社
i73．2％）
　1社
i2．4％）
1．2人
7 語学／専門学校 　20社
i54．1％）
　2社
i5．4％）
　0社
i0．0％）
　14社
i37．8％）
　1社
i2．7％）
4．ユ人
8 海外トレーニー 　ユ1社
i28．2％）
　　5社
i12．8％）
　21社
i53．8％）
　ユ社
i2．6％）
　1社
i2．6％）
3．弓人
9 大学以外の研究機関
^シンクタンク
　18社
i52．996）
　0社
i0．096）
　2社
i5．9％）
　0社
i0．0％）
　ユ4社
i41．2％）
2．0人
10エグゼクティブ（管
搦ﾒ向け短期）
　18社
i5ユ．4％）
　　8社
i22．9％）
　0社
i0．09石）
　　8社
i22．9％）
　1社
i2．9％）
2．9人
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Q22．貴社の人事制度全体について教えて下さい。 回答：
人事制度 全く違う 違う どちらともいえ その通り 全くその通り 全体サンプル
ない 平均（SD）
﹈ 社員の平均勤続年数 0社 5社 1社 13社 21社 4．2
は12年以上である （0．0％） （ユ2．596） （2．5％） （32．5％）（52．5銘） （1．01）
2長期雇用政策は維持 0社 0社 12社 17社 9社 3．9
したい （0．0％） （0．0％） （31．6％）（44．7％）（23．7％） （0．75）
3能力給を強化する 0社 9社 11社 ユ3社 5社 3．4
（0．096） （23．7％）（28．9％）（34．2％）（13．296）（1．00）
4成果給を強化する 0社 0社 5社 20社 14社 4．2
（0．0銘） （0．0％） （12．8％）（5ユ．3％） （35．9％） （0．67）
5社員全員にTOEIC 12社 10社 9社 8社 1社 2．4
の受験を義務づけて （30．0％）（25．0％）（22．5％）（20．0％） （2。5銘） （1．19）
いる
6海外の売り上げが国 29社 9社 0社 1社 1社 1．4
内の売り上げより多 （72．5％）（22．5％） （0．096） （2．5％） （2．5％） （0．84）
い
7海外の従業員数が国 29社 10社 0社 0社 1社 1．4
内の従業員数より多 （72．5q6）（25．0％） （0．0％） （0．0％） （2．5曳6） （0．74）
い
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Q23．貴社の概要についてお尋ねします。
　　（1）貴社の業種は何ですか（○印を付けてください）。
　　　　　　1．建設
　　　　　　2．食料・医薬・化学（食料品、繊維、パルプ・紙、化学、医薬品）
　　　　　　3．金属・石油（石油・石炭、ゴム製品、ガラス・土石、鉄鋼、非金風金属製品）
　　　　　　4．機械・機器（機械、電気機器、輸送用機器、精密機器、その他製造業）
　　　　　　5．商業・金融（商業、金融・保険、不動産）
　　　　　　6．運輸（陸運、海運、空運、倉庫、運輸関連）
　　　　　　7．通信サービス（通信、電力・カス、サービス）
　　　　　　8．その他（農林水産、鉱業、その他）
Q23｛1）
1．
ﾂ一
R，
????，
　回答：
2社（4　8°）
②　国内外のグループ連結ベースでの経常利益を教えて下さい（○印を付けてください）。
　　　　　　　　　　1．黒字　　　　2．イーブン　　　　3．赤字
Q23〔2）回答：
1．37社（90．2％）
2．　2社（4．9％）
3．　　つ　　（　　．　9？’
　　41社（100％）
③　国内・海外の売り上げ 約（回答：平均14344。3）億円
内　海外の売り上げ　約（回答：平均17．3）％
（4）国内・海外の従業員数 約（　　　　　）人
内　海外の従業員数　約（回答：平均1，1）％
国内・海外の従業員数：
1500－　5000ノ、
500ユーユ0000人
1000ユ人以上
　9社（28．196）
　8社（25．　0％）
32社（1009。）
（5）社員の平均勤続年数　　約（回答：平均17，7）年
㈲　社員（30歳）の能力給・成果給の割合： 能力給　約（回答：平均61．8）％
成果給　約（回答：平均19．0）％
〔7〕関連会社数：　国内　約（回答：平均92）箇所　　海外　約（回答：平均37．1）箇所
Q24．　MBA派遣制度の改革、問題点、今後の方向、　MBAの活用などに関して、貴社の貴重なご意見、ご
　　　　体験についてお聞かせ下さい。
★★★ お忙しいところご協力いただき、誠にありがとうございました　★★★
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資料2：4類型比較表（2000年企業調査）
ユ）MBA派遣目的（Q　1）回答：
質問項目 GI ? P G
1 専門スタッフ 3．8（1，27）3．5（1．05）4．0（1．00）3．9（0．77）
2 経営幹部の予備軍の育成 3．9（1，32）3．8（0．75）4。3（0．87）4．1（0．72）
3 国際専門スタッフ＊聯 4，4（0．73）2．5（1．05）3．7（0。50）4．1（0．60）
4 グローバル・マネジャー予備軍の
逅ｬ＊牌
4．5（0．53）．5（0．84）3．0（1．00）4．3（0．48）
5 優秀社員の獲得綜＊ 4．0（0．60）4．0（0．00）2．9（0．33）2．9（0．57）
6 若手社員のインセンティブ 4．4（0．53）4．3（0．52）4．0（0．80）3．4（0．63）
注：GI＝グローバル・インセンティブ型、1＝インセンティブ型、　P＝プロフェッショナル型、　G＝グローバル型。
　　＊5　96水準で有意、＊＊ユ％水準で有意、＊＊＊0．1％水準で有意（カイ2乗検定によるもので、Qユ，　Q　3，
　　Q13、　Q　18，　Q　19の表全てに共通）。かっこ内は標準偏差。
2）派遣MBAの修得スキル（Q3）回答
期待：
質問項目 GI 1 P G
? 国際センス 4．8（0．44）3．8（0．45）4．3（1．00）4．6（0．63）
2 国際的人的ネットワーク 4．4（1．20）4、0（0．71）3．9（1．05）4．1（0．77）
3 英語力 4．8（0．50）3．8（0．71）4．4（0．73）4．3（0．58）
4 経営管理能力 4．2（0．71）4．0（0．71）4．7（0．05）4．2（0．70）
5 専門知識 4．2（0．87）4．2（0．71）4．7（0．78）4．1（0．75）
成果：
質問項目 GI 1 P G
1 国際センス 4．2（ユ．03）3．2（0．50）4．0（0．71）4．0（0．71）
2 国際的人的ネットワーク 3．8（0．84）3．8（0．76）3．2（1．20）3．6（0。52）
3 英語力 4。2（0．82）4．2（0．50）4．6（0．53）4．2（0．42）
4 経営管理能力 3．6（0．98）3．8（0．96）3。8（0．83）3．3（0．82）
5 専門知識 3．8（1．10）3．8（0．50）3．9（0．78）3．3（0．71）
3） 派遣MBAの帰国後の職務（Q13）回答：
質問項目 GI 1 P G
? 国際的な職務（国内） 3． 6（0．52）3． 3（0．52）3． 1 （0． 60）3．4（0．51）
2 国際的な職務（海外） 3． 1（0．99）2． 8（0．75）3． 0 （0． 71） 3． 3（0．6ユ）
3 経営管理・企画など 3． 1（0．99）3。 5（0．55）3． 7 （0． 71） 3． 6（0．65）
4 新規事業の立ち上げ 3． 2（1．06）3． 2（0．75）2． 6 （0． 67） 3． 5（0．73）
5 プロジェクトへの参加 3． 0（0．93）3． 3（0。55）3． 6 （0． 73） 3． 5（0．65）
6 企業内研修の講師寒 1． 5（0．76）2． 2（0．75）2． 6 （0． 73） 2。 6（0．76）
7 リーダー的役割‡聯 2． 1（0。99）2． 8（0．52）3． 6 （0． 58） 3． 2（0．43）
4）90年代の派遣MBAの退職率（16（2｝）回答：
退職率 GI 1 P G
0％ 0社（0．0％）1社（25．0％）1社（16．796）4社（36．4％）
約10銘 4社（80．0％）2社（50．0％）弓社（66．7％）5社（45．5％）
約2096 1社（20．0％）0社（　0．0銘）0社（0．0％）2社（18．2％）
約80％ 0社（0．0％）1社（25，0％）0社（0．096）0社（0．0％）
100％ 0社（0．0％）0社（0．0％）1社（16．7％）0社（　0．0％）
平均退職率 12．0％ 25．0％ 23．3％ 8．2％
注：平均退職率の計算方法は、（退職率）ン（（回答企業数）／（回答企業数の台計）、
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5）米国MBA派遣制度の問題点（Q　18）回答：
質問項目 GI 1 P G
? 派遣目的が不明確 2． 7 （1． 58）3． 0 （0． 63） 3． 2（0，89）2． 9（0，85）
2 派遣者の人選が難しい 2， 6 （1． 51）3． 2 （0． 98） 3． 4（1，33）2． 9（1．17）
3 派遣したい社員が応募してこない 2． 6 （1． 13）2． 8 （0． 98） 3． 2（1．弓1） 2． 8（0．89）
4 派遣できない社員のモチベーショ
唐ｪ下がる
1． 9 （0． 60）2． 3 （1． 03） 2． 1（0．67）2． 4（0．84）
5 多くの社員を派遣できない 3． 2 （1． 09）2． 8 （0． 4ユ） 2． 9（1，32）3． 0（1．04）
6 派遣期間が長い 3， 2 （1． 56）3． 0 （0． 89） 3． 2（0．97）3． 0（ユ． 22）
7 派遣コストが高い 3． 6 （1． 42）3． 5 （0． 84） 4． 0（ユ． 00）3． 4（0．99）
8 留学中の派遣者の管理方法 2． 8 （0． 97）2． 3 （ユ． 03） 2． 4（0．53）2． 3（0．61）
9 企業内にMBAの活躍の場が少な
｢
3． 1 （1． 17）1． 1 （ユ． 10） 3． 8（0．44）3． 0（0．78）
10派遣の成果の把握が難しい 3． 2 （1． 09）2． 8 （0． 98） 3． 6（1．00）3． 3（0．49）
11MBAのスキルが実務に役立たない2． 4 （1． 01）2． 7 （0． 82） 3． 2（1．00）2． 8（0．43）
ユ2 MBAのスキルをなかなか生かしき
黷ﾈい＊
2． 8 （1． 09）3． 3 （1． 21） 4． 0（0．50）3． 3（0、61）
ユ3 帰国後に退職者がでる 3． 1 （ユ． 27）3， 3 （1． 21） 2． 8（0。93）2． 6（ユ． 22）
ユ4 有効な退職対策がみあたらない 3． 0 （1． 12）3， 2 （0． 98） 2． 8（0．93）2． 3（0．9ユ）
15人事部のビジネス・スクールへの
揄?s足
2． 7 （0． 7ユ） ユ． 8 （0． 41） 1． 9（1．17）2． 5（1．02）
6）米国MBA派遣制度の今後の方向（Q　19）回答：
質問項目 G1 1 P G
1 専門スタッフの育成を重視 3． 8 （1． 01）3． 5 （0． 84） 4． ユ（0． 71）3。 9 （0． 59）
2 経営幹部の予備軍の育成を重視 3． 8 （0． 67）3． 7 （1． 21） 4． 1（0．87）3． 8 （0． 86）
3 国際専門スタッフの育成を重視＊職： 3， 9 （0． 78）2． 7 （0． 52） 3． 1（0．67）4． 0 （0． 57）
4 グローバル・マネジャー予備軍の
逅ｬを重視歌
4， 0 （0． 71）3． 5 （0． 55） 3．14（1． 13）4． 2 （0． 50）
5 人選方法の改革（指名制など） 3． 1 （0． 87）2． 8 （0． 75） 2． 9（1．12）3． 4 （0． 74）
6 派遣年齢層の拡大 3， 1 （0． 87）2． 0 （0． 00） 2． 9（0．78）2． 8 （0． 96）
7 派遣コストの個人負担を増やす 2． 2 （1． 49）2． 5 （1． 05） 3． 4（ユ． 09）3． 0 （0． 92）
8 派遣期間の短縮 2． 9 （1． 49）2． 5 （1． 05） 3． 2（1．09）2． 9 （0． 92）
9 女性の派遣者を増やす 3． 0 （0． 00）3． 3 （0． 52） 3． 0（0．53）3． 1 （0． 46）
ユ0 休職しての私費留学を認める＊ 3． 5 （1． 09）2． 7 （0． 82） 4． 0（0．71）3， 0 （0． 82）
11私費留学のMBAの採用を増やす3． 2 （ユ， 12）3． 3 （0． 82） 3． 0（0，81）2． 7 （0． 70）
7）米国MBA派遣制度の今後の方向（Q　20）回答：
米国のビジネス・スクール（1年制） GI 1 P G
制度なし 5社（55．6％）5社（83．3％）4社（50．0％）5社（45．5％）
増やす 1社（ユ1．1％）0社（　0．0％）2社（25．0％）0社（0．0％）
同じ 3社（33．3％）ユ社（16．7％）1社（12．5％）5社（45．5ヲ6）
減らす 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）1社（9．1％）
廃止 0社（0．0％）O社（　0．0驚）1社（12．596）0社（　0．0％）
合計 9社（　100％）6社（　100％）8社（100％）11社（100％）
米国のビジネス・スクール（2年制） G1 1 P G
制度なし 0社（0．096）0社（0．0％）0社（0，0％）1社（7．1％）
増やす 0社（　0．0％）1社（16．7％）1社（1ユ．1％）ユ社（　7．1％）
同じ 4社（57．1％）5社（83．3％）8社（88．9％）10社（71．496）
減らす 2社（28．6％）0社（0．0％）0社（0．0％）1社（　7．1％）
廃止 1社（14．396）0社（0．o％）0社（0、0％）1社（7．1％）
合計 7社（　100％）6社（　100％）9社（100％）14社（100％）
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8）海外留学派遣制度の今後の方向 （Q21）回答：
欧州のビジネス・スクール G工 1 P G
制度なし 3社（33．3％）0社（0．096）1社（11．096）3社（21．4％）
増やす 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）2社（14．3％）
同じ 5社（55．69。）5社（100％）8社（88．9％）8社（57．1％）
涼らす 1社（11．1％）0社（0．096）0社（0．0賄0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．096）0社（0．0％）1社（7．1％）
台計 9社（ ユ0096）　5社（　100％）9社（100％）14社（100％）
アジァ諸国のビジネス・スクール GI 1 P G
制度なし 7社（77．8％）3社（75．0％）2社（25．0銘）8社（61．596）
増やす 0社（0．096）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
同じ 2社（22．2％）1社（25．096）社（75．0％）5社（38．596）
減らす 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．096）O社（0．0％）0社（0．0脇0社（0．0％）
合計 9社（100％）4社（100q6）8社（ユ0096）13社（10096）
国内のビジネス・スクール GI 1 P G
制度なし 5社（55．6％）3社（50．0％）ユ社（11．1％）2社（14．3％）
増やす 1社（11．ユ％）1社（16．7％）3社（33．3銘）3社（21．4％）
同じ 3社（33．3％）2社（33．3％）5社（55．6％）9社（64．3％）
減らす 0社（0．096）0社（0．0％）0社（0，0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 9社（100％）6社（10096）9社（100％）14社（10096）
MA（経済・社会系・文系大学院） GI 1 P G
制度なし 3社（33．396）3社（75．0％）3社（37．596）社（46．2％）
増やす 0社（0．0％）0社（0．0％）1社（12．5％）0社（0．0％）
同じ 5社（55．696）1社（25．0％）4社（50．0％）5社（38．5％）
減らす 1社（11．19の0社（0．096）0社（0．0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．0銘）0社（0．0％）2社（15．4％）
合計 9社（10096）4社（100％）8社（100％）13社GOO％）
技術系大学院（理工系・医学・薬学） GI 1 P G
制度なし 3社（33．396）3社（60．0％）2社（22．2％）6社（40．0％）
増やす 0社（0．0％）0社（0．0％）1社（11．1％）1社（6．7％）
同じ 5社（55．6銘）1社（20．0％）6社（66．7iも）7社（46．7％）
減らす 1社（11．0％）1社（20．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）1社（6．7劾
合計 9社（　100％）5社（100％）9社（100％）15社（10096）
ロー・スクール（法律学大学院） GI 1 P G
制度なし 2社（22．2％）O社（0．0％）2社（22．2％）3社（20．0％）
増やす 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）1社（6．7％）
同じ 7社（77．8虫δ）5社（83．3％）7社（77。8驚）11社（73．39b）
減らす 0社（0．096）ユ社（16．7％）0社（0．0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 9社（100％）6社（100％）9社（100銘）15社（10096）
語学／専門学校 GI 1 P G
制度なし 4社（44．4％）3社（75．0％）1社（12．5％）10社（71．496）
増やす 0社（0．0銘）0社（0．0％）1社（12．5％）1社（7．1％）
同じ 4社（44．4％）1社（25．0銘）6社（75．0％）3社（21．496）
減らす 1社（11．1％）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
廃止 0社（0．0％）0社（0．096）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 9社（ユ00％）4社（100％）8社（100％）ユ4社（100％）
窟
海外トレーニー GI 1 P G
制度なし 2社（22．29b）0社（0．0％）2社（22．296）7社（46．7％）
堆やす 1社（11．ユ％）1社（25．0％）0社（0．0％）2社（13．3％）
同じ 6社（66．796）3社（75．o％）7社（77．8％）5社（33．3ラ6）
減らす 0社（0．0％）0社（0．O銘）0社（0．0％）1社（6．796）
廃止 0社（0．0％）0社（0，0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 9社（100％）4社（ 100％）　9社（100％）15社（100％）
大学以外の研究機関／シンクタンク GI 1 P G
制度なし 4社（50．o％）2社（66．6％）2社（28．6％）9社（64．3％）
増やす 0社（0．096）0社（0．096）1社G4．396）0社（0．0銘）
同じ 4社（50．0％）1社（33．3％）4社（57．1％）5社（35．7％）
減らす 0社（0．0％）0社（0．096）0社（0．096）0社（6．096）
廃止 0社（0．0％）0社（0．096）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 8社（ 100％）3社（　1◎0％）7社（10096）14社（100％）
エグゼクティブ（管理者向け短期） GI 1 P G
制度なし 4社（50．0％）2社（40．0％）3社（42．9％）8社（61．5％）
増やす 1社（12．5％）2社（40，0％）2社（28．696）2社（15．496）
同じ 2社（25．0％）1社（20．09。）2社（28．6％）3社（23．196）
減らす 1社（12．596）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．．096）
廃止 0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）0社（0．0％）
合計 8社（　ユ00％）5社（100％）7社（100％）13社（100％）
XXI
